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第１章 緒 言 
第１節 研究の目的  
化学物質のリスクアセスメントは対象となる化学物質の物理化学的危険性や有害性について行わなけれ
ばならない。化学物質の有害性についてのリスクアセスメントは図１-1 に示したように有害性を同定（Hazard 
Identification）し、量-反応関係(Dose-Response Assessment)からばく露限界値を設定し、この値と推定した
ばく露量(Exposure Assessment)との比較からリスクの有無の判定(Risk Characterization)を行うという手順で
行われる。リスクアセスメントを行うメリットは、リスクレベルに応じて作業（作業場）の順位付けが為されるため、
リスク低減措置を行う際にその優先順位がつけられることにある。リスクアセスメントには、労働者を対象とし
た作業環境におけるリスクアセスメントのほか、一般住民を対象としたリスクアセスメントもある。これらのリスク
アセスメントでは、有害性の同定や量-反応関係の評価についてはほぼ同様な手法が用いられるが、ばく露
量の推定については、作業環境の場合、事業場ごとに化学物質の種類や取扱状況、作業環境の状態（温
度、換気など）が大きく異なるため、それぞれの事業場の作業あるいは作業場ごとに行う必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
作業環境における化学物質のばく露経路は、図 1-2 に示したように、作業工程から発生した化学物質が
作業環境の空気中に飛散し、それを吸入摂取して肺から吸収される経路（経気道）、空気中に飛散したもの
有害性の特定
（Hazard Identification)
量ー反応関係の評価
（Dose-Response Assessment)
ばく露量の評価
(Exposure Assessment)
リスク評価
(Risk Characterization)
リスク管理
(Risk Management)
リスクアセスメント　(Risk Assessment)
リスクコミュニケーション　(Risk communication)
 
図 １-1 化学物質の有害性に着目したリスクアセスメントの流れ 
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図 １-2 作業環境でのばく露経路 (Malhausen & Damiano, 1998) 
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や作業面を汚染したものが皮膚に付着して皮膚表面から摂取されて吸収される経路（経皮）、吸入摂取され
たものの一部や皮膚表面に付着したものが口から摂取されて消化器により吸収される経路（経口）、の３つ
があり、それぞれの経路によるばく露を、経気道ばく露、経皮ばく露（経皮吸収）、経口ばく露という。 
これらのばく露形態のうち、作業環境では経気道ばく露が主となるが、有機溶剤などについては経皮ばく
露についても考慮しておく必要がある。化学物質のリスクアセスメントのばく露量の評価には、体内に取込ま
れる可能性のある量や吸収された量などが考えられるためこれらを区別して使用する必要がある。 
米国環境保護庁（EPA）のばく露アセスメントガイドライン 1-1)ではばく露について定義と分類を行っている
が、これによると化学物質と体の境界面の外側との（広義での）接触をばく露といい、体内に取り込まれる可
能性のある体の境界面での量を潜在用量(Potential Dose)、実際に体の境界面上にある量を適用用量
(Applied Dose)とし、体内に取込まれた量を体内用量(Internal Dose)、さらに特定の臓器に取込まれた量を
生物学的有効用量(Biologically Effective Dose)としている。（図 1-3） 
経気道ばく露によるばく露量の評価にはばく露濃度（この濃度は呼吸域の濃度であり、作業中の呼吸量
を乗じたものがばく露量となる）が通常使用されるが、これは潜在用量であり、肺内濃度が適用用量というこ
とになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ばく露評価を行う手法には、大きく分けて測定を行う方法と数理モデルを用いて推定する方法がある。本
研究では液溜りからの有機溶剤の蒸発について数理モデルを用いて作業環境の空気中濃度を推定する方
法と個人サンプラーにパッシブサンプラーを用いてばく露濃度を測定する方法に焦点を当てて、実験と理論
的解析によりばく露評価を行うための手法を確立することを目的としている。 
第２節  ばく露濃度の評価手法 
化学物質のリスクアセスメントには、容易にできる定性的なリスクアセスメントと詳細に行う定量的なリスクア
セスメントがあり、それぞれにおいてばく露量の評価も定性的なものと定量的なものに分けることができる。定
性的リスクアセスメントのメリットは、比較的容易に誰でもできるということのほか、ばく露限界値の定められて
いない物質についてもその物性や取扱量等によりばく露量を定性的に評価してリスク評価ができるところに
ある。定量的なリスクアセスメントは、定性的リスクアセスメントよりもリスク評価の精度が高く、より現実の状況
に合った評価が行える。定性的リスクアセスメントの手法の例としてイギリス安全衛生庁（HSE：Health and 
Safety Executive） により開発されたCOSHH ESSENTIALS（COSHH: the Control of Substances Hazardous 
to Health Regulations）1-2）による方法を基本とした ILOのコントロールバンディングという手法がある。この手
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図 １-3 経気道ばく露について定義と分類（EPA,1992）1-1) 
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法におけるばく露量は、使用量（使用単位）や揮発性・飛散性（粉体の状態や溶液の沸点）などを指標とし
た定性的な評価が行われている。定量的なリスクアセスメントを行うには、ばく露の評価も定量的に行う必要
があるが、その方法には、作業者のばく露濃度や尿中代謝物等の濃度、ばく露濃度濃度などを直接測定す
る方法とばく露濃度や空気中濃度などを数理モデルにより推定する方法があることは、すでに述べたが、表
1-1にこれらのばく露濃度評価手法の長所と短所を示した。 
測定によりばく露量を評価する方法は、対象とする物質を取扱っている作業場があることが前提となるとと
もに、測定・分析方法が確立されている必要がある。また、これらの測定結果は、換気量等の環境条件があ
る条件下での測定結果であり、環境条件を変更した場合については、その条件下で再度測定が必要となる。
この方法は、最悪のシナリオ（高濃度ばく露）を想定して行うことには安全衛生上問題がある。また、ばく露濃
度の測定値は、作業者が保護具を使用した場合や、経皮吸収がある物質を取扱う場合には真のばく露量を
表さないが、この場合、代謝物等の濃度の測定が有効となる。 
数理モデルなどによりばく露量を推定する方法は、作業（作業場）についての諸条件（取扱物質の量・物
理化学的性質、作業方法、換気量、発生源での発生状態、作業場の広さなど）についてのパラメータを決
定する必要がある。数理モデルに基づいてばく露濃度（空気中濃度）を推定する方法は推算式を用いるた
め、推算式の導出が難しいという面があるが、将来新設する作業場での空気中濃度の推定や既設の作業
場でも最悪のシナリオにおける空気中濃度の推定が可能であるなどの長所がある。現在、提案されている
数理モデルについて AIHA(American Industrial Hhgiene Association)1-3)や原ら 1-4)により論文についてまと
めたものが紹介されているが、その対象はガス状物質が中心となっている。 
紹介した２つの方法の中間的な方法として、測定結果と数理モデルを用いて空気中濃度を推定する方法
がある。この方法は、空気中濃度を直接測定により求める方法と数理モデルに基づいて推定する方法のそ
れぞれの欠点を補うものである。つまり、より数理モデルで重要なパラメータである発生量等を測定結果から
求めた後、数理モデルにより空気中濃度の推定を行うため、数理モデルだけによる推定よりもより精度の高
い推定ができる。この方法では、ガス状物質のほか粒子状物質についても適用できる可能性がある。また、
低濃度領域での測定結果から必要となるパラメータを求め、高濃度など最悪のシナリオにおける空気中濃
度の推定も可能となる。 
 
表 １-1 ばく露濃度の評価手法の長所と短所 
 測定により評価する方法 数理モデルにより推定する方法 測定と数理モデルを用いる方法 
特徴 ばく露濃度測定や代謝物
等の濃度測定のほか、作業
環境測定結果も利用可能 
基本的な数理モデルとしては、
マテリアルバランスを微分方程
式で表し、その解を用いる 
数理モデルに必要なパラメータの
一部を測定結果から求めるので、
より現実に適合した推定が出来る 
適用
範囲 
ガス状物質、粒子状物質が
可能 
主としてガス状物質のみ可能 主としてガス状物質となるが、数
理モデルによっては粒子状物質
も可能 
長所 測定値を直接、ばく露濃度
とすることができるので、ば
く露濃度の推定が容易 
評価したい化学物質を取扱う作
業場の有無にかかわらずばく露
濃度の推定が可能 
すべてのパラメータを数理モデル
に依存するよりも正確な推定が可
能 
短所 直接に測定を行うので、取
扱作業場が存在しないと実
施できない 
数理モデルの選択を適切に行う
には、そのモデルの意味の理解
が必要 
数理モデルに必要なパラメータの
一部を測定結果から求めるので、
擬似的作業場での測定が必要 
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第２章 ばく露濃度推定のための数理モデルの開発と有効性の検証 
第１節  空気中濃度の推定のための数理モデルの種類 
表 ２-1 数理モデルの種類 
数理モデルの種類 モデルの内容 
発
生
モ
デ
ル 
発生量が時間
変化しない場合 
連続発生モデル 基本的な発生モデル 
半定量モデル 使用量、取扱量から発生量を推定 
液溜りモデル 容器中の液体からの発生量の推定 
充填モデル 容器充填作業における発生量の推定 
実測モデル 空気中濃度測定結果を利用した発生量の推定 
発生量が時間
変化する場合 
周期的発生モデル 周期的に繰返し行われる作業からの発生量の推定 
バックプレッシャーモデル 高濃度環境における発生量の推定 
小液溜りモデル 床面上にこぼれた液体の蒸発による発生量の推定 
分
散
モ
デ
ル 
完全混合ボック
スモデル 
ボックスモデル 基本的な分散モデル 
ボックスモデル（再循環換
気） 
事務室、クリーンルームなど再循環換気が行われ
ている室の分散モデル 
ボックスモデル（局所排気） 局所排気装置の設置された作業場の分散モデル 
２ゾーンモデル 発生源周辺域およびそれ以外の領域の２つの領域
（ゾーン）を設定した分散モデル 
 拡散モデル 乱流拡散モデル 発生源からの物質移動が拡散（乱流拡散）により行
われるとした分散モデル 
簡
易
モ
デ
ル 
密閉モデル 飽和蒸気圧モデル 床面上の液体が蒸発して完全に蒸発する前に飽
和蒸気となった場合の空気中濃度推定モデル 
完全蒸発モデル 床面上の液体が完全に蒸発したものとした場合の
空気中濃度推定モデル 
作業環境では作業形態が多種多様であることから、表 2-1にまとめた 2-1)ように多くの数理モデルがあるが、
これらのモデルはガス状物質を中心としたものである。 
これらの数理モデルを大きく分けると換気を考慮しない密閉ボックスモデルと換気を考慮したモデルがあ
り、後者はマテリアルバランスをもとに立てた微分方程式を解いて得られる空気中濃度の推算式を利用して
ばく露濃度を推定するものである。この換気を考慮
した数理モデルは図 2-1に示したように発生過程を
モデル化した発生モデルと発生後の作業空間内で
の分散過程をモデル化した分散モデルがあり、これ
らのモデルを組み合わせて微分方程式を立てる。
また、発生モデルには、単位時間当りの発生量（以
下、単に「発生量」とする）が時間に対して一定のも
のと時間に対して変化するものとがある。 
これら数理モデルにより空気中濃度の推算式の
導出は難しいが、推算式の計算自体は容易に行う
ことができる。 
 
分散モデル 
発生モデル 
 
 
図 2-1  発生モデルと分散モデル 
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第２節  分散過程の数理モデルの基礎理論 
第１項 ボックスモデル 
ボックスモデル（完全混合ボックスモデルともいう）は、マテリアルバランス（物質収支）の考え方を用いた典
型的な分散過程の数理モデルである。ここで完全混合とは、発生源から発生した物質がほぼ瞬時にボック
ス内に分散して均一に分布することをいい、空
気中濃度は室内のどこでも等しく均一になる。 
図 2-2に示したように単位時間当たりの換気
量（以下、単に換気量という）として給気量Qin、
排気量Qoutで換気され、ボックス内には単位時
間当たりの発生量が G である発生源がある場
合、ボックス内（容積 V）におけるマテリアルバ
ランスを考える。ここでは発生量は時間に対し
て変化しない一定値としているが、表 2-1に示
したように、発生モデルとしていろいろなものが
提案されているが、そのうちの液溜りモデルな
どについては次節で基礎理論を述べる。 
（室内での蓄積量）=（室内への流入量）+（室内での発生量）－（室外への流出量） 
注目をしている物質のボックス内の濃度を C(t)、外気濃度を Cinとして、微小時間（t からΔt 間）における
マテリアルバランスを考え、その関係を式で表すと次式となる。 
 
 
 
0 t とすると )t(CQGCQ
dt
))t(VC(d
outinin
  
ボックス内の発生源からガスや蒸気が多量に発生する場合には排気量(Qout)は給気量(Qin)よりも大きくな
るが、空気中濃度は ppm のオーダーであるので、通常の作業環境では発生量による排気量の増加は無視
して考えることができるため排気量(Qout)と給気量(Qin)は等しいとして考えてよい。したがって、Qin=Qout＝Qと
するとボックスモデルの基本となる微分方程式は次式となる。 
 
              ２-1 
 
この微分方程式は、濃度Cだけが時間ｔの関数で、他の変数は tの関数でないので、変数分離型微分方
程式の解法により簡単に解くことができる。 
 
 
 
 
 
  （ｋ、Ｋは定数）  
ここで初期条件としてｔ＝0で C(0)＝C0とすると 
 
C 
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図 2-2 ボックスモデル 
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0
QCGQCK
in
  
このＫの値を上式に代入する 
t)
V
Q
(
0inin
e)QCGQC()t(QCGQC

  
C(t)について整理すると次式が得られる。 
Q
G
Ce)
Q
G
CC()t(C
in
t)
V
Q
(
in0


             ２-2 
この 2-2式がボックスモデルの空気中濃度の時間変化を表す基本式となる。この基本式で定常状態の空
気中濃度は時間ｔを無限大として得られる。 
Q
G
C)(C
in
   
特別な場合として初期濃度（C0）、外気濃度（Cin）がゼロの場合の基本式は次式となる。 
)e1(
Q
G
)t(C
t)
V
Q
(
             ２-3 
この場合の、定常状態の空気中濃度は次式となる。 
Q
G
)(C               ２-4 
通常、作業環境中の濃度は外気濃度よりもかなり高いので、外気濃度を考慮しない 2-3式がボックスモデ
ルの基本式となる。この 2-3式は、その式の形から t=0のとき濃度はゼロで、その後増加し、最終的に濃度は
(G/Q)の値に限りなく近づいていくが、この状態を定常状態といい注目している物質の発生量と換気よる流
出量が釣合った状態（飽和状態ではない）である。      
ボックスモデルでは気中濃度は限りなく定常状態に近づくため定常状態の空気中濃度となるまでの時間
は無限大の時間がかかることになる。したがって、定常状態の濃度となるまでの時間を推定できないことにな
るが、定常状態の濃度の 95％に達した時間の推定は可能であり、実際の定常状態に達する時間はこのよう
なかたちで計算することになる。そこで、定常状態の濃度の 95％に達する時間の推算式を求めてみる。 
2-3式に時間が t95%のときの濃度を定常状態濃度の 95％の濃度とし、その値を C95%として代入する。 
)e1(
Q
G
)(C95.0C
%95
t)
V
Q
(
%95

  
この式に 2-4式の定常状態の空気中濃度を代入して整理する。 
)e1(
Q
G
Q
G
95.0
%95
t)
V
Q
(
   
)95.01(Int
V
Q
%95
  
定常状態の濃度の 95％に達するまでの時間を計算する式は次式となる。 
Q
V
0.3)95.01(In
Q
V
t
%95
              ２-5 
この 2-5式から明らかなように室の容積が小さいほど、また換気量が大きいほど定常状態に達する時間は
短くなる。 
作業場内の壁面への吸着などによるロスがある場合には2-1式に吸着ロスによる損失の項(-kC(t))を追加
し 2-2)、整理すると 2-6 式が得られる。この式と 2-1式を比較すると、換気量が Q から Q+k に増加したことと
8 
同様の結果となる。したがって、空気中濃度は 2-3式の換気量を修正した 2-7式で推定が可能となる。 
)t(kC)t(CQG
dt
))t(CV(d


     
   )t(CkQG
dt
))t(CV(d


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第２項 ２ゾーンモデル 
 ボックスモデルは、作業場の平均的な空気中濃度を
推定するため数理モデルであるため、作業者が発生源
近くで作業を行う場合にはボックスモデルにより推定し
た空気中濃度をばく露濃度とすると過小評価してしまう
危険性がある。 
２ゾーンモデル 2-3)は、ボックス内を発生源に近い発
生源を含んだゾーン（近接ゾーン）と発生源から離れた
発生源を含まないゾーン（遠隔ゾーン）の２つのゾーン
に分けたもので、作業場内に２つのボックスを設けたものとも考えることもできる。２ゾーンモデルの基本とな
る微分方程式は、近接ゾーンと遠隔ゾーンについてそれぞれボックスモデルと同様にマテリアルバランスを
考えて微分方程式をたてる。 
近接ゾーンについてのマテリアルバランスに基づいた微分方程式は次式となる１１）。 
NF
NN
CCG
dt
)CV(d
   
または 
N
N
F
NN
N
C
V
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VV
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dt
dC 


         ２-8 
遠隔ゾーンについてのマテリアルバランスに基づいた微分方程式は次式となる。 
FFN
FF
QCCC
dt
)CV(d
   
または 
 
F
F
N
F
F
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V
Q
C
Vdt
dC 


          ２-9 
2-8 式、2-9 式で、近接ゾーンと遠隔ゾーンの濃度を CN、CF、容積を VN、 VFとし、この２つのゾーン間は
換気量βにより換気が行われるものとする。なお、発生量Gは時間に対して一定値とした。2-8式と 2-9式の
連立微分方程式の解として、近接ゾーンの空気中濃度の推算式として 2-10 式、遠隔ゾーンの空気中濃度
の推算式として 2-11 式が得られる。これらの式は一見複雑そうではあるが換気量やゾーン容積などの値を
代入すると比較的単純な時間の関数となる。 
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ただし、λ1、λ2は次式で表すことができ、式の形から負の数であることが明らかである。 
CF
G
Q
Q
CN
β
β
 
図 2-3  ２ゾーンモデル 
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G:発生量(mg/min)、Q:換気量(m3/min)、CN:近接ゾーン濃度(mg/m
3)、VN：近接ゾーン容積(m
3)、CF:遠隔ゾ
ーン濃度(mg/m3)、VF：遠隔ゾーン容積(m
3)、β：ゾーン間の換気量(m3/min) 
2-10 式と 2-11 式のλ1、λ2が負の数となることから、近接ゾーンと遠隔ゾーンの定常状態（時間ｔの値を
無限大とした場合）の空気中濃度は次式となる。 


G
Q
G
)(C
N
             ２-12 
Q
G
)(C
F
              ２-13 
この 2-12 式から、ゾーン間の換気量が室内の換気量にほぼ等しい場合は、発生源近くの濃度は発生源
から離れた位置の濃度の 2倍となる。 
Q であれば )(C2)(C
FN
  
また、2-12 式から、ゾーン間の換気量が室内の換気量に比べて大きい場合は、発生源近くの濃度と発生
源から離れた位置の濃度は等しくなるが、これは前項のボックスモデルにほかならない。 
Q であれば )(C)(C
FN
  
以上から、βの値が小さい場合は混合が不十分となるために発生源とそこから離れた位置の濃度の差が大
きくなる。また、βの値が大きい場合は混合が十分されるため発生源とそこから離れた位置の濃度の差はな
くなる。ゾーン間の換気量（β）は、近接ゾーンを床面上の半球とした場合、その面上での気流の速度をｖと
するとその表面積 Sに速度ｖを掛けたものの半分として次式で計算することができる。この半分の意味はゾー
ン間の換気は吸気と換気が同時に行われるためそれぞれの換気に有効な表面積は半分になると考えるた
めである。このゾーン間の気流の速度を決定することは難しいのでの、実際の計算には室内の気流の速度
を用いる。 
 
                        ２-14 
第３節 発生過程の数理モデルの基礎理論 
第１項  液溜りモデル 
液溜りモデルとは平坦な床面に面積が変化しない
液溜りがあり、床面に沿って平行に一方向にのみ気
流の流れがあるとした発生モデルである。このモデル
は、図 2-4 にあるように床面に液溜りから発生した蒸
気は床面に平行な方向（X 軸方向）は気流により物
質が移動し、垂直な方向（Z 軸方向）は拡散により移
動すると仮定して理論解析により発生量の理論式を
導出 2-4)する。ただし、Y 軸方向での物質移動はない
ものとした。 
X
Y
Z
Δ x
液溜り
  
図 2-4 液溜りモデル 
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まず、X軸、Y軸、Z軸の交点に微小領域（容積 V＝Δx・Δy・Δz）を仮定してそこでのマテリアルバランス
を考える。 
[単位時間当りの物質増加量]＝[単位時間当りの物質流入量]―[単位時間当りの物質流出量] 
この関係を式に表すと次式となる。 
    ２-15 
 
M:物質量、N:物質流束（単位時間、単位面積当りの物質移動量） 
微小領域内の濃度を C(t)とすると、物質量 M は M(t)＝V・C(t)となるのでこの関係式を 2-15 式に代入す
ると次式が得られる。 
)yxNyxN()zyNzyN(
t
CC
V
zzzxxx
ttt




  
V＝Δx・Δy・Δz として両辺をこれで割ると 
z
)NN(
x
)NN(
t
CC
zzzxxxttt








  
ここでΔ→0 とすると次式が得られるが、この式が液溜りモデルの基本となる微分方程式が得られる。 
          ２-16 
 
定常状態における発生量の推算式の導出を行うために、定常状態として式の左辺はゼロとなる。 
 )
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(0
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




          ２-17 
ここで、X軸方向の物質の移動は気流（流速 vx）だけで行われることから次式が成立するものとする。 
          ２-18 
また、Z軸方向の物質の移動は拡散だけで行われるとすることからフィックの拡散法則から次式が成立する。 
 
z
C
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z


           ２-19 
2-18式と 2-19式を 2-17式に代入して整理すると、次式が得られる。 
2
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




           ２-20 
この 2-20式の微分方程式を解くと、単位面積当たりの発生量の推算式（理論式）が得られる。 
 
      ２-21 
 
発生量 (G)は、2-21 式の単位面積当たりの発生量 (g)に発生面積（液面面積）を乗じ、ガス定数
R=82.05cm3・atm/(mol・K)を用いて整理すると次式となる。 
x
vD
T
pMWA013752.0
G
xv


                            ２-22 
G:発生量(g/sec)、PV：蒸気圧(atm)、MW：分子量(g/mol)、A:液面面積(cm
2)、D:拡散係数(cm2/s)、vx：液面
上の X軸方向の気流速度(cm/s)、Δｘ：気流の向き方向の液溜りの長さ(cm) 
2-22式から対象とする物質の物性（拡散係数、蒸気圧、分子量）と液溜りの状態がわかると発生量が推定
できる。なお、この式の中の温度は基本的には液体の温度であるが液温と室温が等しいと考えて室温を用
x
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いてもよいが、極めて蒸気圧の高い物質については蒸発時に液温が極端に低下することから当てはまらな
い。この発生量は時間の関数ではないので、発生量が時間に対して一定としたボックスモデルの微分方程
式の解である前項の 2-3式に発生量の推算式である 2-11式を代入することにより発生モデルを液溜りモデ
ルとした空気中濃度の推算式が得られる。 
第２項  小液溜りモデル 
床にこぼれた液体は蒸発による蒸発面積の減尐により発生量が減尐する。この面積の減尐（液量の減
尐）による発生量の減尐を指数関数で表した発生モデルを小液溜りという 2-5）。この小液溜りの発生量の推
算式を導出するためには、初期の液量をL0として蒸発による液量の減尐について 2-23式が成立するものと
仮定する。ただし、ｋ(min-1)は発生率定数とする。 
          ２-23 
 
液量の減尐を質量の減尐に変換すると、次式が得られる。ただし、液の密度をρとする。 
 
 
よって  
 
 
とおくと 
 
                         ２-24 
この 2-24式が小液溜りの発生量の推算式となるが、この推算式は時間に対して一定値ではなく時間の関
数であるので空気中濃度の推算はボックスモデルの微分方程式（2-1式）に代入して解く必要がある。 
)t(QC)t(G
dt
))t(VC(d
            ２－１ 
または 
V
1
)t(G)t(C
V
Q
dt
))t(C(d
    
この微分方程式は発生量 G が時間の関数となっているため通常は解けない場合が多いが、この関数形
では同次１階微分方程式の基本的な解法を用いて解くことができる。 


dt
V
Q
e)t(Cz という関数を定義し、これを時間で微分する。 
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
 
この式の右辺は小液溜りボックスモデルの基本式の左辺と同じ形になっている。よって 
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両辺を積分すると 
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dt
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dt
V
Qtk
0
dt
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Q
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V
ekL
e)t(C  
ｔ=0 で C(0)=0 を初期条件として積分定数を求め、整理すると発生モデルを小液溜りモデルとした空気中
濃度の推算式として次式が得られる。 
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L0:初期液量(ml)、V:作業場容積(m
3)、ｋ：発生率定数(min-1)、ρ：液密度(g/ml)、Q:換気量(m3/min)、ｔ：時間
(min) 
この 2-24式および2-25式中の発生率定数(k)は理論的な解析から求めることができないため実験式が用
いられる。 
小液溜りモデルは、発生量が一定の液溜りモデルで見られたような定常状態で空気中濃度が一定値とな
ることはなく、最高濃度に達した後、減尐に転じ、最終的にはゼロに近づく。この最高濃度に達する時間は、
2-13式の濃度を時間微分してその値をゼロと置くことにより求めることができる。 
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小液溜りモデルにおいて空気中濃度が最大となる時間は次式となる。 
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第３項 蒸気圧の推算式 
蒸気圧は、有機溶剤の蒸発を考える場合に、重要なパラメータであり、温度による変化については十分な
考慮が必要となる。蒸気圧と温度の関係 2-6）は、クラウジウス－クラペイロン（Clausius-Clapeyron）の式（2-27
式）で表すことができる。Hはエンタルピー（一定圧力下においてエネルギーを表現するのに便利な量）を表
すが蒸発熱と等しいと考えてよい。 
           ２-27 
 
ｐ：蒸気圧、H:蒸発熱、T:絶対温度、VG:蒸気１モルの体積、VL:液体１モルの体積 
通常、１気圧 25℃では 
LG
VV 
  
また、蒸気１モルの体積は 
p
RT
V
G
 となる。 
よって、蒸発熱（H）が温度に関係なく一定値（温度変化の狭い範囲では成り立つ）であると仮定するとクラウ
ジウス－クラペイロンの式は次式となる。 
 
または
  
dT
RT
H
p
dp
2

 
 
この式を解いた次式が蒸気圧と温度の関係を表す基本式となる。（ただし、A、Bは定数） 








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H
dT
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

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A
RT
H
pln 
  
または
  T
B
Apln 
 
次式は２物質の蒸気圧の関係式を示したものであるが、一方の物質の蒸気圧から他方の物質の蒸気圧を
計算することができる。 









121
2
T
1
T
1
R
H
p
p
ln
 
一方、実験結果から経験的に求められたアントワン(Antoine)式は次式で示される。（A、B、C は定数であ
るが、沸点が 0～150℃の物質についてはＣの値は 230程度） 
Ct
B
Aplog

            ２-28 
 
 
 
 
 
A、B、C は物質ごとに定まっているが、未知の場合には、２組の蒸気圧のデータ（pv1、pv2）から定数 A と B
の値を決定することができる。 
Ct
B
Aplog
1
1v

           ２-29 
Ct
B
Aplog
2
2v

           ２-30 
から A、Bを求めると 2-31式と 2-32式となる。 
)plogp(log
tt
Ct
plogA
1v2v
12
2
1v



        ２-31 
)plogp(log
tt
)Ct)(Ct(
B
1v2v
12
21



        ２-32 
 
 
アントワン式の定数の例 2-7） 
 A B C 
アセトン 7.23967 1279.87 237.5 
メタノール 8.07246 1574.99 219.482 
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第４節  液溜りモデルの発生量推定のための推算式に関する研究 
液溜りはバットなどに入った液のように蒸発による蒸発面積の変化がない場合（液溜りモデル）と、床面上
にこぼれた溶液のように蒸発による液量の減尐に伴い蒸発面積が減尐する場合（小液溜りモデル）とに分け
ることができる。また、蒸発による蒸発面積の変化がない場合として、バットよりも開口面積が小さく、開口部
から液面までの距離がある程度ある容器に入った液溜りからの蒸発も考えられる（容器液溜りモデルとし
た。）。本研究ではこれら３種類の液溜りモデルを対象として発生量の推算式を求めた。 
第１項  液溜りモデルおよび小液溜りモデルの発生量推算式に関する研究 
1. 目 的 
本研究 2-8）は、液面の面積が時間とともに変化しない液溜りと液面の面積が時間とともに変化する液溜り
（小液溜りまたは小液滴ともいう）の発生量の推算式（実験式）を求め、既に提案されている推算式との比較
を行うとともに、実際の状況に近い液溜りからの発生量の測定結果と比較し、得られた実験式の有効性につ
いての確認を行った。 
2. 方 法 
 
 
ｍ ｇ
 
 
 
ｍ ｇ
 
  
 
図 2-5 実験装置 
 
本検討はアセトン、酢酸ブチル、メチルエチルケトン（MEK）などの有機溶剤を用いて、室内のドラフト内で
行った。発生源として、液面の面積が時間とともに変化しない液溜りには内径が 6.0、4.2、2.8cm の３種類
（内面の高さはすべて 1.6cm）のシャーレを、液面の面積が時間とともに変化する液溜りには直径 10cm(中心
部の深さ 1.0cm)の時計皿を用いた。これらの容器に有機溶剤を 3、6、12ml 滴下した後、１分ないし２分ごと
に容器内の有機溶剤の蒸発による減尐量を電子天秤( IB-200H / IUCHI SEIEIDO)で測定し、その結果か
ら発生量を求めた。また、発生量への気流の影響について検討を行うため電子天秤の側面にファン
（OAFAN/SHICOH ENGINEERING CO., LTD.）を設置し、スライドトランス( RSA-1 / TOKYO-RIKOSHA 
CO.  LTD. )によりファンの電圧を調整して容器の液面上での気流の速度が 0.15、0.20、0.50、1.0m/sとな
るように気流計（24-6111 / KANOMAX）で確認した上でシャーレおよび時計皿について容器内の有機溶剤
の蒸発による減尐量を電子天秤で測定し、その結果を用いて発生量を求めた。また、これらの発生量の測
定に際しては、外乱気流の影響を極力除くために換気を停止しドラフト内に実験装置を設置し、蒸発した有
機溶剤の容器開口部付近でゼロとなるようにするためドラフト全面のガラスカバーを閉じずに一部開放して
ある程度の自然換気が確保される状態で測定を行った（図 2-5）。 
シャーレ 
時計皿 
電子天秤 
気流 
気流 
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3. 結果および考察 
3.1. 液面の面積が時間と共に変化しない液溜り 
アセトン、酢酸ブチル、メチルエチルケトン（MEK）などの実験結果のうち、１例として 3.0ml のアセトンを滴
下した大きさ（蒸発面の面積）の異なるシャーレに残存した溶剤量を電子天秤で測定し時間ごとの残存率を
図 2-6 に示した。図からシャーレの大きさ、つまり蒸発面の面積が大きいものほど単位時間当たりの蒸発量
が大きいため、残存率の減尐傾向が大きかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この残存率の実験結果から各時間における発生量を計算し、発生量と経過時間の関係を求め、その一
例としてシャーレ小（直径 2.8cm）のアセトンについて図 2-7に示した。図から時間経過に対して発生量はほ
ぼ一定値を示したが、このような関係はアセトンの他、酢酸ブチル、メチルエチルケトン（MEK）についても同
様であった。 
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図 2-6 アセトンの残存率の経時変化 
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図 2-7 アセトンの発生量の経時変化（シャーレ小） 
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このことから液面の面積が時間と共に変化しない場合は液溜りからの発生量は時間に対して一定値を示
し、液面の面積が時間とともに変化しない液溜りとしてシャーレが適当であることが確認できた。 
蒸発面積と発生量の関係を定量的にみるために発生量と液面の面積との関係を図 2-8に示したが、アセ
トン、酢酸ブチル、メチルエチルケトン（MEK）について液面の面積が増加すると発生量も増加するという比
例関係が認められた。この関係から発
生量を単位面積当りとして計算を行っ
た結果を表2-2に示したが、発生量は
面積に拘わらず一定値となり、その大
きさはアセトンが一番大きく、次いで
MEK、酢酸ブチルの順となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 ２-2 単位面積当りの発生量(g/min/cm2) 
面積(cm2) アセトン 酢酸ブチル MEK 
6.15 0.0039 0.00064 0.0026 
13.85 0.0045 0.00050 0.0022 
28.26 0.0043 0.00057 0.0025 
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図 2-8 液面の面積と発生量の関係 
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図 2-9 アセトンの気流速度と蒸発速度の関係 
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発生量への気流の影響を調べるために、3.0ml のアセトンを入れたシャーレを一定の気流（0.20m/s、
0.5m/s、1.0m/s）下におき、その蒸発量を測定し、その結果から各気流での発生量を計算して図 2-9に示し
た。図から気流の速度と発生量の間には良好な比例関係が認められた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そこで、実験結果から、単位面積当りの発生量と分子量(MW)、蒸気圧(pv)、風速(vx)などのパラメータの積
との関係を図2-10に示した。この図から良好な直線関係が認められ、その関係式は次式となった。この式が
単位面積当りの発生量(g/min/cm2)の推算式（実験式）となる。 
x
8
vPvMW1002.3g 

                         ２-33 
また、この単位面積当りの発生量の推算式から発生量の推算式（実験式）は次式となる。 
AvPvMW1002.3AgG x
8


              ２-34 
液面の面積が時間とともに変化しない液溜りモデルの発生量の推算式は数理モデルから導出された
Hummel の理論式（2-22 式の圧力と時間の単位を変換したものを 2-35 式に示した）があるが、やや過大評
価される傾向があることからいくつかの実験式が提案されており、その１つに 2-36 式の Braun2-9)の推算式
（実験式）がある。 
 
                ２-35 
 
                ２-36 
 
D：拡散係数(cm2/sec)、G：発生量(g/min)、vx：液面上での気流の流速(cm/s)、Pv：蒸気圧(mmHg)、Δx：気
流方向の液溜りの長さ(cm)、MW：分子量(g/mol)、T：絶対温度(°K)、A：液面面積(cm2) 
 
 
y = 3.02E-08x
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図 2-10 パラメータの積と発生量の関係 
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本研究で得られた推算式（実験式）である 2-34 式と Hummel の推算式（理論式）、Braun の推算式（実験
式）から推算した発生量の比較したものを表 2-3 に示した。この表から本研究で得られた実験式と Braun の
実験式による推算値は実測値に近似した値となっていたが、Hummel の理論式による推算値は 6 倍程度高
い値を示した。なお、推算は、実測条件の室温２3℃、気流 0.15m/s、液面の面積 6.15cm2で行った。 
表 ２-3 発生量の推算式による推算値と実測値との比較    
 発生量(g/min) 
アセトン 酢酸ブチル メチルエチルケトン 
Hummelの推算式による推算値 0.21 0.024 0.11 
Braunの推算式による推算値 0.045 0.0060 0.025 
本検討の実験式による推算値 0.032 0.0043 0.018 
実測値 0.024 0.0040 0.016 
Hummel の理論式、Braun の実験式、本検討で得られた実験式のパラメータはほぼ同じであるが、温度に
ついては Hummelの理論式にのみある。温度については Hummelの理論式から絶対温度に反比例するとさ
れるが、絶対温度であるため通常の作業環境での温度変化を考えるとあまり大きくないと思われる。仮に
10℃から 30℃に変化したとしても計算上は発生量の変化は 10％以内の変化にしかならない。今回の実験
は室内で行い温度は 21℃から 27℃の範囲で行ったが温度を特に考慮しなくても図 2-10 にあるように良好
な直線関係が得られていることから温度変化については大きな影響がないものと思われる。気流の速度に
ついてはすべての推算式にあり、その指数は Hummelの推算式が 0.5、Braunの推算式が 0.625、本検討で
得られた実験式が 1.0であった。作業場内の気流は 0.1m/sから 0.2ｍ/s程度は常時変化すると考えられる
が、一番気流の指数の小さい Hummel の推算式の場合でも、この変化により発生量は気流の変化量である
2倍の平方根の 1.4倍変化するので気流の影響は温度に比較して格段に大きくなる。 
今回対象とした有機溶剤以外のトルエンとメタノールについても実験式が推算に使用できるのかについて
検討を行ったを表 2-4にまとめたが、トルエンとメタノールについても実測値と実験式による推算値はほぼ近
似した値が得られた。 
 
 
 
 
 
 
 
3.2. 液面の面積が時間とともに変化する液溜り 
アセトンとメタノールについて滴下液量を 3.0ml、6.0ml、12.0ml の３つの条件について気流が 0.25m/s 下
で時計皿からの蒸発実験を行った結果の例として 12ml のアセトンを滴下した時計皿中のアセトンの残存率
および 3.0mlのメタノールを滴下した時計皿中のメタノールの残存率の経時変化を図 2-11、図 2-12に示し
た。 
この図からシャーレを使用した場合の残存率の経時変化と一見は同じような減尐傾向を示していた。また、
これらの結果から発生量の経時変化をもとめ、図 2-13、図 2-14 に示したが、発生量の経時変化はシャーレ
の場合と異なり、一定値ではなく時間経過と共に減尐していた。 
 
表 ２-4 発生量の実測値と実験式による推算値の比較 
 発生量（g/min） 
トルエン メタノール 
本検討の実験式による推算値 0.0058 0.0615 
実測値 0.0041 0.0692 
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図 2-11 時計皿のアセトンの残存率の経時変化 
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図 2-12 時計皿のメタノールの残存率の経時変化 
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液面の面積が時間とともに変化する小液溜りモデルではその液量が蒸発によって減尐する状況について
次式が成立するものとしているが、この式が成立しているかについての確認を実験結果により行った。 
           ２-37 
 
L(t):時間ｔにおける液量、L０：初期液量、ｋ：発生率定数 
この式を変形すると次式が得られるが、発生率定数(ｋ)を傾きとする原点を通る直線となる。 
 
           ２-38 
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図 2-13 時計皿からのアセトンの発生量の経時変化 
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図 2-14 時計皿からのメタノールの発生量の経時変化 
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時計皿を用いた蒸発量の測定結果から残存率（L(t)/L0)の対数と時間(t)の関係をアセトン、メタノールに
ついて求め、その結果を図 2-15 と図 2-16 に示した。これら図からほぼ直線関係が成立しており、小液溜り
モデルで成立するとした関係式が成立していることが確認されたため、この関係式の傾きから発生率定数を
求めた。しかしながら、残存率が 25％以下となると小液溜りモデルで成立するとした関係式の直線からずれ
が認められた、直線性が認められた残存率が 30％以上の値を用いてその回帰式の傾きから発生率定数を
求め、表 2-5 にまとめた。なお、発生率定数の日間のばらつき（変動係数）は、気流の速度が 0.25m/s の時
31％、0.05m/sの時 23％であった。 
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図 2-16 メタノールの残存率の対数と経過時間の関係 
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図 2-15 アセトンの残存率の対数と経過時間の関係 
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表 ２-5 実験結果から得られた発生率定数（気流の速度：0.25m/s） 
 初期液量 L0(ml) 発生率定数 k(min
-1) 
アセトン 3.0 0.257 
6.0 0.138 
12.0 0.0722 
メタノール 3.0 0.0839 
6.0 0.0476 
12.0 0.0228 
発生率定数（ｋ）については、Keil ら 2-5)の実験式として 2-39 式を提案しているが、この実験式による発生
率定数（ｋ）の推算値（液量を 3.0ml の場合）は、アセトンが 0.13 から 0.19(min-1)、メタノールが 0.042 から
0.076(min-1)と表 2-5の値よりも若干小さいが、Keilらの実験式は気流の速度が 0.057m/s と表 2-5の条件よ
りも小さいためと考えられる。この実験式は、発生量に大きな影響を与えるであろう気流を考慮していないこ
と蒸発面積の計測を伴うため実用的ではないと思われる。 
 
      ２-39 
ｋ：発生率定数(min-1)、PV:蒸気圧(mmHg)、L:液量(cm
3)、A:蒸発面積(cm2) 
表 2-5 の発生率定数と初期液量との関係を図 2-17 に示したが、アセトンとメタノールの発生率定数は、
蒸気圧の大きいアセトンの方が大きく、発生率定数と液量との関係は初期液量が増加するにつれて発生率
定数は減尐する傾向が見られた。 
 
小液溜りモデルにおいて、発生率定数（ｋ）は蒸発面積の減尐の程度を表わすパラメータであり、初期液
量に関係なく一定の割合で減尐すると考えられたが、図 2-17 にあるようにアセトンとメタノールのそれぞれに
初期液量との関係が認められた。この要因としては、実験に用いた時計皿は、フラットな床面にこぼれた状態
とは異なり、液量と蒸発面積が完全に比例関係（溶量の減尐率よりも蒸発面積の減尐率のほうが小さいと考
えられる。）にならないことによるものと考えられる。 
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図 2-17 発生率定数（ｋ）と初期液量（L0）との関係 
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液溜りモデルと小液溜りモデルの違いは、蒸発面積が一定か、減尐するかの違いであり蒸発そのもののメ
カニズムは同一であると考えられる。しかしながら初期の溶液の面積を計測することが実用上現実的ではな
いので液溜りの厚さが一定であるとすれば蒸発面積は液量に比例すると考えられるため面積の代わりに液
量がパラメータとなりうる。液溜りモデルのHummelの理論式のパラメータを参考にアセトンとメタノールについ
て発生率定数と液量（蒸発面積）との関係が同一の実験式で表せないか試行錯誤してパラメータの検討を
行った。その結果、表 2-6に示したパラメータと初期液量に一定の関係が見出されたため、図 2-18に示した
回帰式を得た。 
表 ２-6 初期溶媒量と一定の関係のあるパラメータ 
 初期液量 L0(ml) パラメータ（k/MW・Pv・ρ） 
アセトン 3.0 0.0000266 
6.0 0.0000143 
12.0 0.0000078 
メタノール 3.0 0.0000249 
6.0 0.0000141 
12.0 0.0000068 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この図 2-18から、アセトン、メタノールに共通して成立する式として、次式が得られた。 
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よって、発生率定数は次式となる。 
 
            ２-40 
つぎに、気流の影響についての検討を行うためにアセトン、メタノール、酢酸ブチル、メチルエチルケト
ンの実験結果から発生率定数と気流の速度の関係をもとめ、図 2-19 に示した。この図から、発生率定数
と気流の速度の関係式は次式となる。 
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図 2-18 初期溶媒量と一定の関係のあるパラメータ（アセトン、メタノール） 
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この式の右辺を変形すると次式が得られる。 
 
 
発生率定数と気流速度との関係式は次式となる。 
              ２-41 
 
y = 0.139 ln(x) + 0.492 
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図 2-19 発生率定数と気流の速度の関係 
気流を考慮しない発生率定数の実験式（2-40 式）と気流のみを考慮した発生率定数の実験式（2-41
式）から、これらすべてを考慮した発生率定数の実験式を求める為に、図 2-20に示したパラメータとの関
係を求めた結果、直線関係が得られた。 
 
図 2-20 発生率定数と各種パラメータとの関係 
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以上から、最終的な発生率定数の実験式は次式となった。 
     ２-42 
 
この発生率定数(k)の実験式 2-42 式を用いることにより、小液溜りモデルの発生量は次式（2-43 式）で推
算することができる。 
 た だ し 、          ２-43 
 
G:発生量(g/min)、ｋ：発生率定数(min-1)、MW:分子量(g/mol)、Pv：蒸気圧(mmHg)、ρ：液密度(g/ml)、L0：
初期液量(ml)、G0：初期発生量(g/min)、Vx：気流速度(m/s) 
小液溜りの発生量は、初期液量と対象物質の基本的な物性値から 2-43式の推算式を使って推算が可能
となる。この推算式を用いたアセトンとメタノールの発生量の経時変化の推算結果を図 2-21と図 2-22に示し
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-21 実験式による小液溜りからの発生量の経時変化の推定結果（アセトン、0.15m/s） 
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図 2-22 実験式による小液溜りからの発生量の経時変化の推定結果（メタノール、0.15m/s） 
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本研究結果から得られた発生率定数の実験式は小液溜りを時計皿で模擬して求めたものであるため、実
際の小液溜りに近い状況での有効性を確認するために、時計皿の代りにガラス板とアルミ箔を用いてその
表面にアセトンを 1.0mlから 3.0mlの一定量を滴下した後、気流 0.15m/s下の室内に放置してその蒸発量を
測定し、その測定結果から計算したそれぞれの発生量の経時変化を図 2-23と図 2-24に示した。（小液溜り
はガラス板上では１つのかたまりであったが、アルミ箔上ではいくつかに分散した状態であった） 
この図から発生量が一定でなく時間と共に減尐しており、液面の面積が時間とともに変化する小液溜りと
して用いた時計皿の実験結果と同様な傾向を示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
発生率定数についてこの実験結果からを求めた実測値と実験式（2-42 式）から推算した推算値を比較し
たものを表 9に示したが、推算値と実測値はほぼ一致していた。 
 
図 2-23 ガラス板上のアセトンの発生量の経時変化(1.0ml) 
 
図 2-24 アルミ箔上のアセトンの発生量の経時変化（3.0ml） 
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4. 結 論 
アセトンとメタノールについて液溜りモデルの発生量について実験室内での検討から次の結果が得られ
た。 
液面の面積が時間とともに変化しない液溜りモデルとしてシャーレからの蒸発量の測定結果から、発生量
は時間と共に一定値を示し、その値は蒸気圧、気流速度、分子量、蒸発面積と一定の比例関係が成立して
いた。この関係から発生量を推定するための実験式を求め、実験式による推算値と実測値とを比較した結
果、近似した値が得られた。 
液面の面積が時間とともに変化する液溜りモデル（小液溜りモデル）として時計皿からの蒸発量の測定結
果から、発生量は時間とともに減尐傾向を示すが、その減尐割合を規定する発生率定数の値は蒸気圧、気
流の速度、分子量、初期液量等との間に一定の関係が見られた。この関係から発生率定数の実験式を求め、
実験式による推算値と実測値と比較した結果、近似した値であった。 
以上、液面の面積が時間とともに変化しない液溜りと液面の面積が時間とともに変化する液溜りにおいて
発生量を推定するための推算式（実験式）を求めたが、これらについて一定の有効性が確認された。 
 
表 ２-7 アセトンの発生率定数の推算値と実測値の比較 (気流速度:0.15m/s)  
 発生率定数 (min-1) 
ガラス板上 アルミ箔上 
1.0ml 2.0ml 3.0ml 
実験式による推算値 0.604 0.321 0.222 
実測値 0.431 0.226 0.293 
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第２項  容器液溜りモデルの発生量推定のための推算式に関する研究 
1. 目 的 
第 1項でまとめた容器からの発生量の推算式は、開口面積に比べて容器の深さが浅い容器を想定したも
ので、容器に液を一杯に満たした場合については、バットに入った有機溶剤を想定した蒸発面積が一定の
液溜りモデルの推算式)を使用することができる。一方、蒸発による液面の大幅な減尐により、液面が容器開
口部よりも下方になった場合にはバット（浅い容器）に入った液を想定した蒸発面積が一定の液溜りモデル
の推算式が成り立たない可能性がある。このような条件に似たモデルとしては充填モデル 2-10)があるが、この
モデルは密閉された容器の一部の開口部からの発生をモデル化したものである。この容器内の気相部分が
飽和蒸気となっていてよく混合されていて均一の濃度と仮定したものであり、かなりの過大評価をしてしまう
可能性がある。 
本研究 2-11)では、蒸発面積が一定の液溜りモデルとして、バットのように蒸発面積が大きくて深さの浅い容
器ではなく、蒸発面積が小さくて深さが開口部に対して深い容器からの蒸発に伴い液面と開口部までの距
離が増加する場合を想定して発生量の推算式の導出を理論的な解析により行うとともに、気流の影響も考
慮して行った実験結果からその有効性の確認を行った。 
2. 方 法 
容器からの発生量に関する４つの検討は、有機溶剤を満たした容器からの蒸発による発生量の経時的変
化について気流の影響も考慮して行った。気流を発生させない状態での検討は、図 2-25 に示したように有
機溶剤の入った容器を電子天秤（IB-200H、IUCHI SEIEIDO）に載せてスロットからの気流を停止した状態
での経時的な蒸発量の測定を行い、その結果から発生量を計算により求めた。気流を発生させた状態での
検討は、ドライヤー（EH 551、松下電工㈱）に取付けたスロット状の開口部（6.4cm×1.3cm）から発生させた
気流を容器開口部に平行に流して同様な測定を行い、発生量を求めた。また、これらの発生量の測定に際
しては、外乱気流の影響を極力除くために換気を停止しドラフト内に実験装置を設置し、蒸発した有機溶剤
の容器開口部付近での濃度がゼロとなるようにするためドラフト全面のガラスカバーを閉じずに一部開放し
てある程度の自然換気が確保される状態で測定を行った。 
検討１として、スロット状の開口部からの気流を停止した状態でガラス管（内径 1.7cm、深さ 10.2cm、 
IWAKI GLASS）に有機溶剤（アセトン、ジクロルメタン、メタノール、トルエン：和光純薬、特級）を開口部まで
満たして、一定時間ごとに蒸発量を電子天秤で秤量し、発生量の経時変化を測定した。検討２として、スロッ
ト状の開口部から発生させた気流をガラス管の開口部に平行にあてた状態でガラス管からのアセトンの蒸発
量を電子天秤で秤量し、発生量の経時変化を測定した。なお、気流の速度はガラス管開口部で気流計
（ testo  ４２５、㈱テストー）を用いて複数回測定し、スライダック（TYPE  S-130-10、YAMABISHI 
ELECTRIC CO.LTD）により調整して平均値として 0.2m/s、0.5m/s、1.0m/s 付近の 3 条件に設定した。検
討 3 として、スロット状の開口部からの気流を停止した状態で容器開口部の直径の異なる３種類（容器大：直
径 6.0cm、容器中：直径 4.7cm、容器小：直径 2.6cm）のテフロン製容器（テフロンモールドジャー、㈱ユニバ
ーサル）にアセトンを満たして、一定時間ごとの蒸発量を電子天秤で秤量し、発生量の経時変化を測定した。
検討 4 として、検討２と同様の方法で発生させた気流を容器の開口部に平行にあてた状態で容器からのア
セトンの蒸発量を電子天秤で秤量し、発生量の経時変化を測定した。なお、気流の速度は、平均値として
0.2m/s、0.5m/s、1.0m/s付近の 3条件に設定した。 
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図 2-25 実験装置 
3. 結 果 
3.1. [検討 1] 気流の流れがない場合のガラス管からの発生量 
気流の流れがない場合について有機溶剤を開口部まで満たしたガラス管からの発生量の経時変化を測
定し、その結果を図 2-26に示した。単位面積当りの発生量の経時変化は、すべての有機溶剤について蒸
発開始直後は減衰が大きいが、その後は減衰の割合が減尐する傾向が見られた。また、その単位面積当り
の発生量の大きさは、ジクロルメタン（沸点 40℃）、アセトン（沸点 56℃）、メタノール（沸点 65℃）、トルエン
（沸点 111℃）の順に小さくなっており、沸点の低い順となっていた。単位面積当りの発生量の経時変化によ
る減衰の大きさは沸点の低いジクロルメタンが一番大きく、沸点の高いトルエンが一番小さかった。なお、実
験時の室温は 23℃(アセトン)、2４℃(メタノール)から 25℃（トルエン、ジクロルメタン）で行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-26 ガラス管からの有機溶剤の単位面積当りの発生量の経時変化 
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3.2. [検討 2] 気流の流れがある場合のガラス管からの発生量 
アセトンを開口部まで満たしたガラス管について、その開口部に平行に気流をあて、その速度を 0.13m/s、
0.63m/s、1.0m/s に設定した時のガラス管内からのアセトンの単位面積当りの発生量の経時変化を測定し、
その結果を図 2-27 に示した（室温は 25℃）。単位面積当りの発生量の経時変化は、気流の流れのない場
合の検討１と同様に蒸発開始直後は減衰が大きいが、一定時間経過後は、ほぼ一定値となる傾向が見られ
た。しかしながら、単位面積当りの発生量の値は、気流の速度が 0.13m/sの場合には検討１の気流がほとん
どない場合と一致したが、気流の速度が 0.63m/s と 1.0m/s の場合は気流がほとんどない場合よりも 3 倍程
度大きい値を示した。蒸発開始時に容器開口部までアセトンを満たさないで開口部から液面までの距離を
20ｍｍ、40ｍｍ、60ｍｍとして気流の流れが 0.15m/s程度の状態でアセトンの単位面積当りの発生量の経時
変化を測定し、その結果を図 2-28に示した（室温は25℃）。どの距離でも発生量はほぼ一定値を示したが、
開口部から液面までの距離が大きくなるにしたがって発生量は小さくなっていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-27 ガラス管からのアセトンの単位面積当りの発生量の経時変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-28 ガラス管からのアセトンの単位面積当りの発生量の経時変化 
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3.3. [検討 3] 気流の流れがない場合のテフロン製容器からの発生量 
アセトンを容器開口部まで満たしたテフロン製容器について、気流の流れがない場合の開口部直径の異
なる容器大（直径 6.0cm）、容器中（直径 4.7cm）、容器小（直径 2.6cm）のテフロン製容器からのアセトンの単
位面積当りの発生量の経時変化を測定し、その結果を図 2-29に示した（室温は 25℃）。図 2-29から容器の
開口部直径の違いによる発生量の違いはほとんど見られず、単位面積当りの発生量の経時変化は、気流
の流れがない場合ガラス管の経時変化と一致した。これらの結果から、発生量は、気流の流れがない場合
には、容器の開口部直径の大きさに関係しないことが明らかとなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-29 容器からのアセトンの単位面積当りの発生量の経時変化 
3.4. [検討 4] 気流の流れがある場合のテフロン製容器からの発生量 
アセトンを開口部まで満たしたテフロン製容器の開口面に平行な気流をあてた状態で単位面積当りの発
生量の経時変化を容器大（直径 6.0cm）、容器中（直径 4.7cm）、容器小（直径 2.6cm）について測定し、その
結果をそれぞれ図 2-30、図 2-31、図 2-32に示した（室温は 25℃）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-30 容器（大）からのアセトンの単位面積当りの発生量の経時変化 
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なお、気流の速度は 0.16m/s、0.5m/s、1.0m/s の 3 条件に設定して行った。図 2-30、図 2-31、図 2-32
において、単位面積当りの発生量の経時変化は開始直後に減衰するが、時間が経過するに従って一定値
になる傾向が見られ、発生量の値は、気流の速度が大きいほど大きくなっていた。 
気流の速度が 0.15m/s 付近の場合、発生量が安定している範囲では、気流がない状態の発生量の経時
変化と比較して若干高い値ではあったが、ほぼ 10mg/min/cm2 程度であった。また、容器の大きさによる発
生量の違いについては、容器の大きさが小さいほど大きくなる傾向が見られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-31 容器（中）からのアセトンの単位面積当りの発生量の経時変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-32 容器（小）からのアセトンの単位面積当りの発生量の経時変化 
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4. 考 察 
4.1. 容器からの有機溶剤の発生量の推算式の導出 
容器からの有機溶剤の蒸発は、液面と容器開口部の間にできた濃度勾配による拡散で蒸気が移動する
という仮定のもとに、フィックの拡散法則を用いて発生量の経時的な変化を推算できる推算式の導出を行っ
た。まず、フィックの第二法則の 2-44式を定常状態について解く。ただし、Ｄは拡散係数とする。 
       
        ２-44 
 定常状態については 2-45式を解くことになる。 
   
         ２-45 
 
2-45式を境界条件（x=Lで C=0、x=0で C=C0）を用いて解くと 2-46式が得られる。ただし、Lは容器開口
部から液面までの長さ、C0は液面の飽和蒸気濃度で液面表面は飽和しているものとした。 
            ２-46 
 
この 2-46 式をフィックの第一法則の式に代入すると 2-47 式が得られる。ただし、J は拡散束で単位時間当
たりに単位面積を拡散移動する物質量で、これは単位時間当たりに単位面積を拡散移動する蒸気の量で
ある発生量に等しい。 
 
         ２-47 
 
拡散が定常状態である時の単位面積当りの発生量(g)は2-48式となる。この式から、容器に入った有機溶剤
の蒸発に伴い拡散長が時間とともに長くなり、それに伴い発生量が小さくなることがわかる。 
       
            ２-48 
 
ここで、容器からの有機溶剤の発生量の推算式の導出を行う。 
まず、ある短時間の時間経過において拡散長の変化が非常に小さい場合には容器内の濃度勾配の変化は
非常に小さくなるため、その間の非定常状態が無視できるものとして、定常状態における発生量として次式
が成立するものと仮定する。ただし、各変数の単位を、単位面積当りの発生量 G(t)は mg/min/cm2、拡散長
L(t)は cm、拡散係数 Dは cm2/min、液面濃度 C0は mg/cm
3、時間ｔは min とする。 
 
        ２-49 
 
次に、図 2-33 に示したように微小時間(Δt)で液面の高さが蒸発により減尐した状態を考え、この蒸発量
は微小時間(Δt)での単位面積当りの発生量(G(t))と液面面積(A)と微小時間(Δt)の積、または微小時間(Δ
t)での液面の減尐した長さ(L(t+Δt)-L(t))と液面面積の積であらわすことができる。これらが等しいとして
2-22式をたてて解くと2-23式が得られる。なお、発生量(G(t))は、微小時間Δtの間ではほとんど変化がなく
一定値であるものとした（ただし、ρは液体の密度（g/cm3））。 
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  310A)t(L)tt(LtA)t(g           ２-50 
 
       
 
                    ２-51 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この 2-51式のｇ(t)に 2-49式を代入する。  
                     ２-52 
 
蒸発開始に容器の開口部まで有機溶剤が満たされているものとして初期条件 L(0)=0 を用いて解くと開口
部と液面までの距離（L）と経過時間の関係式（2-25 式）が得られる。なお、Ps を飽和蒸気圧、P を大気圧、
MW を分子量（g/mol）、v を１モルの気体の容積(ℓ/mol)とすると液面の飽和蒸気濃度 C0（mg/cm
3）は
C0=(Ps/P)×(MW/v)となる。 
                  ２-53 
 
2-53 式からは容器開口部から容器内の液体の液面までの長さ（L）は経過時間（ｔ）の平方根に比例する
ことがわかる。この 2-53 式を 2-49 式に代入することにより、単位面積当りの発生量（ｇ(t):mg/min/cm2）の推
算式である 2-54式が得られるが、この式から、単位面積当りの発生量は経過時間の平方根に逆比例するこ
とがわかる。なお、この単位面積当りの発生量の推算式（以下、理論式とする）は、ごく短時間における容器
内の蒸気の濃度勾配の変化は極めて小さく定常状態の拡散式に従うという仮定に基づいたものであり、また、
気流の影響は考慮していない。 
 
２-54 
 
発生量(G(t))は 2-54式に発生面積(A)を乗ずることにより得られる。 
 
           ２-55 
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4.2. 気流の流れがない場合の発生量についての考察（検討 1、検討 3） 
気流の流れがない場合の単位面積当りの発生量の経時変化の測定結果から、蒸発開始直後は発生量
の減衰が大きいが、その後は減衰の程度が減尐する傾向が見られたが、この状況を定性的に説明すると次
のようになる。時間経過に伴って単位面積当りの発生量が減尐するのは、液が蒸発すると液面と容器開口
部までの距離が大きくなるため、つまり、拡散長が長くなり容器内の濃度勾配が小さくなるために拡散速度
つまり発生量が減尐する。発生量が減尐すると単位時間当たりの蒸発量が小さくなるので拡散長の増加率
が小さくなり、濃度勾配の変化率も小さくなるために単位面積当りの発生量の減尐率も小さくなる。 
理論的な解析から得られた単位面積当りの発生量の理論式（2-54式）により推算した理論値（実線）とガ
ラス管を用いた気流の流れのない場合の実測値を図 2-26に示したが、理論値と実測値とはほぼ一致した。
さらに詳細に比較するために、蒸発開始からの経過時間 3分、5分、10分、30分、60分毎に４種類の有機
溶剤について、単位面積当りの発生量の理論値と実測値を表 2-8にまとめた。なお、実測時の蒸気圧は、
文献値 2-7)からアントワン式（2-28式）により温度補正を行った。 
 
 
蒸気圧の高いジクロルメタン（蒸気圧（ 25℃） 581hPa(436mmHg) ）やアセトン（蒸気圧（ 23℃）
283hPa(212mmHg)）については実測値と理論値は蒸発開始後 3 分程度では実測値のほうが若干低い傾向
が見られたが、その後はほぼ一致した。一方、蒸気圧の低いメタノール（蒸気圧（24℃）160hPa(120mmHg)）
やトルエン（蒸気圧（25℃）37hPa(28mmHg)）についてはそれぞれ蒸発開始直後から 60分経過後（容器開口
部から液面までの距離は 7.8mm）までは理論値との乖離があったが、その後は理論値と一致した。また、テ
フロン容器を使用してアセトンについて行った気流の流れのない場合の実測値と比較した結果でも図 2-29
に理論値を実線で示したが、実測値とほぼ一致した。 
蒸発開始直後に理論値と若干異なっていたことと沸点の高い有機溶剤ほど理論値との差が大きかったが、
この理由としては、蒸発開始直後の拡散長の変化がその後に比べて大きいため、理論式を導出する際に用
いた拡散長の変化が非常に小さいという仮定が十分に満たされていなかったことや蒸発開始直後に沸点の
高い溶剤の液面表面での飽和状態になるまでの遅れがあったことなどが考えられる。 
表 ２-8 気流の流れがない場合の単位面積当りの発生量の実測値と理論値の比較 
時間(min) 距離注 1) 
(mm) 
単位面積当りの発生量(mg/min/cm2) 
ジクロルメタン アセトン メタノール トルエン 
実測値 理論値
注 2) 
実測値 理論値
注 2) 
実測値 理論値
注 2) 
実測値 理論値
注 2) 
3 1.7 39 46 18 23 7.0 16 2.8 10 
5 2.2 32 35 17 18 7.0 12 3.3 7.8 
10 3.2 25 25 13 12 5.8 8.8 1.2 5.5 
30 5.5 15 14 6.6 7.2 4.5 5.1 2.2 3.2 
60 7.8 11 10 5.2 5.1 3.1 3.6 1.8 2.3 
拡散係数（cm2/s) 0.0797 0.0104 0.151 0.0849 
密度(g/cm3) 1.307 0.785 0.786 0.862 
蒸気圧(hPa) 581（25℃） 283（23℃） 160（24℃） 37（25℃） 
注1) 開口部から液面までの距離は、表中の拡散係数と蒸気圧の値を用いて 2-53式により推算     
注2) 単位面積当りの発生量の理論値は、表中の拡散係数と密度、蒸気圧の値を用いて 2-54式により推算  
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4.3. 気流の流れがある場合の発生量についての考察（検討 2、検討 4） 
気流の流れのある場合のアセトンのガラス管からの単位面積当りの発生量の経時変化の実測値に加えて、
気流の影響を考慮せずに導出した理論値を図 2-27の図中に実線として示した。図 2-27から気流の速度が
0.13m/s では、ほぼ気流のない場合の発生量である理論値とほぼ一致していたが、気流の速度が 0.63m/s、
1.0m/sの時には理論値の 2倍から 3倍程度大きい値を示した。この理由としては気流の速度が 0.15m/s付
近ではガラス管内の液面への気流の影響はほとんどないが、気流の速度が 0.50m/s 以上となると気流の影
響がガラス管内の液面上にも及んで液面での発生量の増加および管内の気流の流れによる拡散速度の見
かけ上増加（乱流拡散）したことなどが考えられる。 
気流の流れのある場合のアセトンの容器（大）、容器（中）、容器（小）からの単位面積当りの発生量の経時
変化の実測値に加えて、気流の影響を考慮しないで導出した理論値を図 2-30から図 2-32の図中に実線と
して示した。ガラス管での結果と同様に、図 2-30から気流の速度が 0.16m/sでは、ほぼ理論値と一致してい
たが、気流の速度が 0.48m/s、1.03m/sの時には気流のない発生量の 2 倍程度大きい値を示した。また、こ
の傾向は容器（中）では 1.5倍から２倍、容器（小）ではガラス管の場合と同様に 3倍程度大きい値を示した。 
単位面積当りの発生量が比較的安定し始める 30分後について気流の速度が 1.0m/sの時の容器の大き
さ別に発生量の実測値を比較したものを表 2-9 に示した。表 2-9 から開口部の直径が小さい程、発生量が
大きくなる傾向が見られた。この理由としては、開口部の直径が小さいほど容器内に侵入した気流の移動距
離が小さいためその減衰が小さく抑えられ、結果として液面での速度が大きくなるため蒸発量が増加するた
めではないかと考えられる。 
 
4.4. 作業場における発生量の推定 
実際の作業場における容器中の有機溶剤は通常は容器一杯に満たされた状態ではなく液面が容器開
口部から一定の距離下方にある状態にある。また、作業場内の気流の速度は、妨害気流が直接容器内に
影響を与えることがないかぎり、0.15m/s をおおきく上回ることはないと考えられる。図 2-28 はガラス管につ
いて、気流の速度が 0.15m/s 程度で、容器開口部からガラス管内の液面までの距離を 20ｍｍ、40ｍｍ、60
ｍｍとして単位面積当りの発生量の実測値を示したものである。ここで、20ｍｍ、40ｍｍ、60ｍｍにおける定
常状態になるまでの時間（レスポンスタイム）を推算式（τ=L2/D）2-12)を用いて推定すると 40秒、160秒、360
秒となり、最大でも５分程度で定常状態となることがわかる。そこで、発生量について容器内の液面までの距
離を拡散長として気流の影響を考慮しないで拡散の定常状態を仮定して導出した 2-49 式から推定した理
論値と実測値とを比較したものを表 2-10 に示したが、両者の値は完全に一致していた。このことから、蒸発
開始時に容器開口部から液面までの距離が 20ｍｍ以上ある場合には、発生量は 2-49 式により推定するこ
とが可能である。 
表 ２-9 容器等の大きさとアセトンの単位面積当りの発生量の実測値（気流の速度が 1.0m/sの時） 
 容器大 容器中 容器小 ガラス管 
開口部直径（cm） 6.0 4.7 2.6 2.7 
蒸発開始 30分後の発生量(mg/min/cm2)の実測値 16 17 27 28 
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5. 結 論 
有機溶剤を容器に一杯満たした状態からの蒸発による発生量の経時変化は、蒸発直後に大きく減衰す
るが、その後は減尐傾向が緩やかになる。この経時変化について気流の影響を考慮しない条件で理論的な
解析により発生量の推算式の導出を行った。導出した式を用いて推算した理論値と実測値を比較した結果、
気流の影響がない場合については、理論値と実測値は一致し、理論的な解析の妥当性が確認された。しか
し、気流の影響がある場合には理論値よりも数倍大きくなり、この傾向は容器開口部が小さいほど、また、気
流の速度が大きくなるほど大きくなった。 
実際の作業場では蒸発開始時に有機溶剤を容器の開口部まで満たした状態は尐なく、液面が容器開口
部から下方に一定の距離にある場合がほとんどであり、また、作業場での通常の気流の速度の範囲であれ
ば気流の影響はほとんどないと考えられる。実験結果から、容器開口部から液面までの距離が 2.0ｃｍ以上
で、気流の影響がほとんどない場合には、発生量はフィックの拡散法則の定常状態の解を推算式として推
定することができることが明らかとなった。液面が容器開口部から下方に一定の距離にある場合の実際の発
生量は一定値ではなく蒸発開始時から時間経過とともに徐々にではあるが減衰するため、ある時点で推定
した発生量の値を用いて空気中濃度を推定すると若干の過大評価となるが、リスクアセスメントにおけるばく
露評価を行う際には、安全側の評価となる。 
 
 
表 ２-10 アセトンの単位面積当りの発生量の推定値と実測値の比較 
ガラス管の開口部から液面までの
距離：L(mm) 
単位面積当りの発生量(mg/min/cm2) 
実測値注 1) 理論値注２) 
20 2.2 2.3 
40 1.2 1.4 
60 0.9 0.9 
注1) 実測値は、気流の速度が 0.15m/sの時の値 
注2) 理論値は、拡散係数 0.105cm2/s、蒸気圧 308hPa(25℃)を用いて 2-49式により推算 
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第５節 数理モデルと測定結果を用いた発生量の推定に関する研究 
第１項 数理モデルを用いた発生量推定の基礎理論 
図 2-34に示した容積 Vのモデル作業場内に発生源から発生量 Gがあり、作業場内は換気量 Qで換気
されているとして、モデル作業場内における有害物のマテリアルバランスから次式（2-3式）が得られる。 
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この空気中濃度の推算式（2-3式）が成立し
ているものとして、ある一定時間の空気中濃度
の測定値から発生量(G)を推定するための推
算式の導出を行う。 
まず、図 2-35 において、空気中濃度の測
定をある時間(t1)行った場合、その測定値はそ
の間の平均値(Cm)ということになる。この平均
値と測定時間の積(Cm・t1)により得られる長方
形の面積は、2-3式を t=0から t1まで積分した
面積と等しくなるので、この関係を式に表すと
2-56式となる。この式を解くと発生量を推定す
る推算式 2-57式が得られる 2-12)。この推算
式により作業場容積（V）と換気量(Q)が既
知で測定時間(t1)と空気中濃度の測定値
(Cm)が確定すれば発生量（G）の推算がで
きる。 
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図 2-34 モデル作業場 
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第２項 数理モデルと測定結果を用いた発生量の推定に関する研究 
1. 目 的 
空気中濃度（ばく露濃度）を推定する方法は作業場の容積、単位時間当たりの換気量、発生量の値が必
要となる。このうち容積や換気量は比較的容易にわかることが多い。一方、発生量を推定するには液溜りモ
デルなどの発生モデルが提案されているが、それにより推定できるものは限られる。また、ばく露濃度を測定
する方法は発生量の推定は必要ないが実際の作業場が存在しないと実施できない。 
本研究 2-13)は、これらの２つ手法の中間的なもので、モデル作業場における空気中濃度の測定結果から
発生量を推定し、この発生量と実際の作業場の換気量から空気中濃度を推定するというもので、この手法の
有効性の確認を行う。 
2. 方 法 
チャンバーをモデル作業場として空気中濃度推算の基本式である 2-3 式をチャンバー内で成立させるた
めには、換気量と有害物の発生量が時間に対して一定でなければならない。換気量はボンベに充填された
圧縮空気を減圧弁で調節して流量を一定とした。また、発生量はアセトン蒸気を一定速度で発生させるため
アセトンを入れた拡散管（㈱ガステック社製・標準ガス発生用拡散管 D-30）を使用した。さらに、2-3 式を満
足させるためには発生したアセトン蒸気がすみやかにチャンバー内全体に拡散しなければならないが、この
条件を満足させるため容量が（0.312m×0.285m×0.294m=0.0261m3）の比較的小さなチャンバーを使用し、
発生したアセトン蒸気を混合・攪拌
するためにその内部にファンを設置
した。図 2-36 に実験装置の概要を
示した。 
検討１では、空気中濃度の推算
式（2-3 式）がチャンバーを用いた
実験系で成立しているかについて
確認するために、換気量 (Q)を
0.5L/min としたチャンバー内の空
気中濃度の経時的変化を 3分間隔
で 177 分間モニターした。また、空
気中濃度の推定には、空気中濃度
をモニターした時間中の拡散管内のアセトンの減尐量を天秤で測った値をモニターした時間で割って求め
た発生量(G)を使用した。なお、チャンバー内の空気中濃度の経時的変化のモニターにはパーキンエルマ
ー社製のガスクロマトグラフ Voyager（カラム：Column A(SPB-35) 2um、0.53mm×4.0m、カラム温度 60℃、検
出器：ＰID）を用いた。 
検討２では、空気中濃度の測定結果を用いた発生量の推算式（2-28 式）の妥当性を確認するために、チ
ャンバー内で空気中濃度の測定を独自に開発した精製水を捕集液としたパッシブサンプラーである
LiPS(拡散管長：3.15cm)及びスリーエム・ヘルスケア㈱社製の有機ガスモニター（#3500）を使用して行い、こ
の測定結果を用いた発生量の推算値とアセトンの減尐量を天秤で測った値から求めた発生量の実測値とを
比較した。これらのパッシブサンプラーは一定時間チャンバー内に放置させた後、LiPS については精製水
中に捕集されるため脱着せずに直接、島津製作所製のガスクロマトグラフ GC-7A（カラム：PEG-20M  
3.2mm×4.1m、注入口温度：130℃、カラム温度 80℃、検出器：FID）に注入して分析を行った。有機ガスモ
ニターについては二硫化炭素で脱着し、脱着液をアジレント社製のガスクロマトグラフ 6890Series（カラム：
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図 2-36 実験装置の概要 
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DB-WAX 0.5um 0.25mm×30m、注入口温度：175℃、カラム温度 30℃(0min)→15℃/min→150℃(0min)、
検出器：FID）に注入して分析を行った。 
検討３では、検討２で確認した空気中濃度の測定結果を用いた発生量の推算式を用いて局所排気の性
能確認を行った。 
チャンバー内に全体換気のほかに局所排気が行われた場合には、局所排気により発生量の一部が局所
排気され、チャンバー内への発生量は減尐することになる。外付け式フードの局所排気装置により吸引され
る空気の量（排風量）は作業位置における風速から計算することができるが、発生源で発生した有害物その
ものが局所排気で吸引される量を推定することは難しい。そこで、検討２で行った手法を用いて、局所排気
を稼動した時と停止させた時について、それぞれの空気中濃度の測定結果から発生量を推定すると、局所
排気を停止させた時の測定値から推算した発生量は総発生量を示し、局所排気を稼動させた時の測定値
から推算した発生量は総発生量から局所排気により吸引された発生量を差し引いたものとなる。これらの発
生量の値から計算した発生率（K=局所排気稼働時の発生量／局所排気停止時の発生量）により局所排気
の有害物の吸引性能を評価することができる。さらに、チャンバー内濃度と局所排気のダクト内濃度の推算
式を新たに導出し、ダクト内濃度の測定値からこの推算式を用いて発生率(K)の推定できることの確認を行
った。なお、チャンバー内の濃度は 3 分間隔でパーキンエルマー社製のガスクロマトグラフで自動的にサン
プリング・分析を行ったが、ダクト内濃度はガスタイトシリンジ（5ml）でサンプリングを行い、1ml をガスクロマト
グラフ GC-7A に注入して分析を行った。換気量は、全体換気が 0.4L/min、局所排気が 0.1L/min という条
件で行った。 
3. 結果および考察 
3.1. 検討１：空気中濃度の推算式がチャンバーを用いた実験系で成立しているかについての確認 
チャンバー内アセトン濃度の経時的変化を図 2-37 に示したが、空気中濃度の実測値と空気中濃度の推
算式により推定した推算値との間に一致が見られた。この結果から、空気中濃度の推算式を導出する際の
基本条件である発生量が一定、発生した物質が比較的すみやかに混合されるという条件がチャンバーを用
いた実験系で成立していることが確認された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-37 チャンバー内のアセトン濃度の経時的変化 
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3.2. 検討２：空気中濃度の測定結果を用いた発生量の推算式の妥当性の確認 
チャンバー内にパッシブサンプラー（LiPSおよび有機ガスモニター）を一定時間（60から 120分間）放置さ
せてばく露させた後、この時間中の空気中濃度（平均気中濃度）を求めた。この値から発生量の推定式
（2-57式）を用いて発生量(G)の推定を行った。また、測定時間前後の拡散管中のアセトン量を天秤により秤
量し測定時間中の減尐量から発生量の実測値を求めた。この発生量の実測値と推算値とを比較したものを
表 2-11に示したが、発生量の推算値と実測値との比(A/B)は 1.02から 1.39とやや推定値が高くなる傾向が
見られたが、1.5 倍を超えることはなく、リスクアセスメントにおけるばく露評価を行う上では十分な精度である
とともに、安全側の評価となる。 
 
3.3. 検討３：空気中濃度の測定結果を用いた発生量の推算式を用いた局所排気の性能確認 
まず、モデル作業場内（チャンバー）
に全体換気の他に局所排気装置を設
置した場合について理論的な考察を
行った。この場合の換気量(Q)は、全体
換気による換気量（Q1）と局所排気によ
る換気量（Q2）の和になる。チャンバー
内への実際の発生量は局所排気によ
る有害物の吸込みがあるため総発生
量(G)よりも小さくなり、実際の発生量と
総発生量の割合を発生率(K)とすると
チャンバー内への実際の発生量は総
発生量(G)と発生率(K)の積となる。 
図 2-38 において、マテリアルバランスから 2-58 式が得られ、この式を解くと、チャンバー内濃度 C(t)は
2-59式となる。局所排気のダクト内の濃度 CD(t)は発生源からの有害物を直接吸引した部分（濃度）と、一旦
チャンバー内に拡散した有害物を吸引した部分（濃度）との和と考えられる。チャンバー内の濃度に比べると
発生源からの有害物を直接吸引した部分の濃度は、流速が大きく乱流状態であると考えられるためほぼ瞬
間的に一定濃度になると仮定しすると、局所排気ダクト内に直接吸引された有害物の濃度は局所排気で直
表 ２-11 発生量(mg/min)の推算値と実測値 
実 験
回数 
空気中濃度の測定に用
いたパッシブサンプラー  
空気中濃度測定値から推
定した発生量の推算値(A)  
蒸発量から計算した
発生量の実測値(B) 
A/B 
１回目 LiPS 0.69  
0.51 
1.36 
LiPS 0.62 1.21 
ガスモニター 0.52 1.02 
２回目 LiPS 0.53  
0.38 
1.39 
LiPS 0.51 1.33 
ガスモニター 0.42 1.11 
３回目 LiPS 0.42  
0.38 
1.11 
LiPS 0.47 1.25 
ガスモニター 0.39 1.04 
C(t)
K・G
Q
Q1
(1-K)・G Q2
CD
局所排気
 
図 2-38全体換気と局所排気があるモデル作業場 
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接吸引された有害物の量（1-K）G を局所排気の換気量（Q2）で割った値となる。よって、ダクト内濃度は
2-60式となる。また、2-60式に 2-59式を代入し、発生率(K)について解くと 2-61式が得られる。この式によ
り、全体換気の換気量(Q1)が既知で局所排気装置を停止した時の空気中濃度の測定値を用いて 2-57式で
推算した発生量(G)と局所排気装置を稼働した時の局所排気のダクト内濃度(CD(t))とダクトの排風量(Q2)の
測定値から発生率の推定が可能となる。 
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この理論的な考察の有効性を確認するために実験結果を用いた検証を行った。 
局所排気を稼動した場合と停止した場合について空気中濃度をパッシブサンプラーによる 120 分間の測
定結果から発生量を推算式（2-57 式）により推算値を求めた。また同時に、測定前後において発生源として
用いた拡散管中のアセトン量を天秤により秤量し、その減尐量から発生量（実測値）を求めた。これらの結果
を表 2-12に示したが、発生量の実測値と局所排気装置を停止した場合の発生量の推算値はほぼ同じ値で
あった。このことからも検討２で導出した発生量の推算式による推算値と実測値に大きな違いがないことが確
認された。また、局所排気装置を稼働した場合の発生量の推算値はこれらの値よりも小さかったが、この理
由は、発生量の一部が局所排気装置により吸引され、チャンバー内への実際の発生量が小さくなったため
と考えられる。この結果から発生率(K)は 0.28/0.43=0.65 と推定された。したがって、発生量の 65％がチャン
バー内へ発生し、残りの 35％が局所排気で吸引されたことになる。 
また、実際にチャンバー内濃度とダクト内濃度の経時変化を 180 分間にわたって測定を行いその実測値
を図 2-39に示した。この測定開始 180分後のダクト内濃度の測定値（ばらつきがあったため測定終了前の 3
測定点の平均値を用いた）と総発生量の実測値（拡散管中のアセトン減尐量を秤量して求めた）を用いて
2-61式により発生率(K)を計算すると 0.56 となった。この値を 2-59式と 2-60式に代入してチャンバー内濃
度とダクト内濃度の推算値を図 2-39に点線で示した。図から推算値と実測値がほぼ一致していることからダ
クト内濃度の推算式（2-60式）の妥当性が確認された。この結果から、局所排気を停止した時の空気中濃度
の測定値から 2-57 式で発生量（総量）を推定し、次に局所排気を稼動した時のダクト内濃度の測定値を用
いて発生率(K)を 2-61式により推定することが可能となる。 
 
 
表 ２-12 発生量(mg/min)の推算値と実測値 
空気中濃度測定に用いた
パッシブサンプラー 
推算値 実測値 
局所排気を稼働した場合 局所排気を停止した場合 
LiPS 0.28 0.43 0.39 
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4. 結 論 
検討の結果、リスクアセスメントでばく露評価を行うために必要な空気中濃度推算の基本式については、
一定の条件が満たされれば成立することが確認された。この基本式を用いて空気中濃度測定値から発生量
を推定する推算式を導出したが、チャンバーを用いた検討によりその推算式の有効性が確認された。 
この推算式を用いて推定した発生量の値を用いて空気中濃度を推定する手法は、発生量の推算式の導
出が理論的に難しい場合（燃焼や反応過程がある場合や作業内容が複雑な場合、特定できない吸着や沈
着などのロスがある場合、発散源が特定しにくい場合）には特に有効な手法と考えられる。また、一般に示さ
れている発生量の推算式はガス状物質のみを対象としたものであり、粒子状物質については示されていな
いが、本手法は粒子状物質の発生量の推定についても可能性が示唆される。 
また、全体換気に加えて局所排気のある場合について発生源からの局所排気による吸引効果を考慮し
た発生率の推算式を導出し、実測値との比較からその有効性が確認された。この発生率の値は局所排気の
性能の評価に有効となる。 
 
図 2-39 チャンバー内濃度とダクト内濃度の実測値と推算値 
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第６節 数値流体力学を用いた数理モデルの有効性の評価に関する研究 
第１項 ボックスモデルと数値流体力学 
ボックスモデルで代表される分散モデルは流体としての物性を考慮せずに、ほぼ瞬間的に混合して濃度
が均一となるという仮定のもとにモデルができているので、このような仮定が成立しない場合には流体力学の
基礎方程式を解いた解を用いる必要がある。 
流体力学の基礎方程式は、質量保存則、運動量保存則、エネルギー保存則を偏微分方程式で表したも
のである。作業場内での気流の速度はせいぜい秒速数ｍ程度であることから空気の流れの速度と音速（約
350m/s）の比であるマッハ数が 0.3 よりかなり小さくなることから非圧縮性粘性流体（密度が一定で、粘度を
考慮した流体）として扱うことができるためエネルギー保存則を用いなくてよく、基本となる偏微分方程式は
次式に示した 2式を連立させて解くことになる 2-14)。 
連続の式（質量保存則） 
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ただし、uはｘ方向の流速、vは y方向の流速、wは z方向の流速、ρは流体密度、μは粘性係数、
ｐは圧力、Fは単位質量当たりに働く力 
これらの偏微分方程式は、適当な関数形での解を得ることがほとんどできないため、通常はコンピュータ
を用いた数値計算法により解くことになるが、この手法を数値流体力学（CFD: Computational Fluid 
Dynamics）という。流体解析計算は空間内を無数の要素に分解して要素間のマテリアルバランス等をもとに
計算を行うが、この要素以下の大きさの渦の影響による混合効果を計算することができないため、これを評
価するためのモデルとして乱流モデルが用いられる。数値計算には微分方程式を差分法 2-15)により離散化
する方法のほか、有限要素法や境界要素法などが用いられる。計算精度を向上させるために差分のとりか
たや収束の判定方法に種々の工夫がなされている。本研究における、実際の計算は、専用の数値解析ソフ
トを用いて行った。 
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第２項 流体解析ソフトを用いた数理モデルの有効性の評価に関する研究 
1. 目 的 
化学物質のリスクアセスメントを行う際のばく露評価には、数理モデルを用いて推定する方法がある。この
数理モデルは、分散過程をモデル化したものと発生過程をモデル化したものに分けられる。分散過程をモ
デル化した数理モデルとしてボックスモデルや２ゾーンモデルがあるが、これらのモデルは発生源から発生
した物質の分散過程において空気の流れを無視して、瞬間的にボックス内に分散し、均一になるという仮定
のもとに空気中濃度の推算式が導出されている。一方、発生した物質や空気の流れを解析するために空間
を多数の要素に分割して要素間でのマテリアルバランスによる方程式を数値計算により解く数値流体力学
を用いた手法がある。 
本研究 2-16)は、この手法を用いた流体解析用ソフトにより空気中濃度等の解析を行い、ボックスモデルな
どの数理モデルから導出した推算式による推算値との比較を行うことにより数理モデルの有効性を検証する
ことを目的とした。 
2. 方 法 
流体解析用ソフト内に仮想作業場とモデル実験場を設定し、仮想作業場については（検討１）換気回数
を変化させた場合の空気中濃度分布の解析、（検討２）換気量を変化させた場合の空気中濃度分布の解析、
（検討３）換気方式等を変化させた場合の空気中濃度分布の解析行った。、また、モデル実験場については
空気中濃度の実測を行った条件で空気中濃度等の解析を行った。なお、空気中濃度分布等の解析には流
体解析用ソフト（Flow Designer version 4.1.6./アドバンス・ナレッジ㈱）を用いた。 
2.1. 仮想作業場における解析 
2.1.1. 仮想作業場の流体解析用ソフトによる空気中濃度の解析条件 
解析対象の作業場は、仮想作業場１（幅 5.0m×長さ 5.0m×高さ 2.5m：容積 62.5m3）、仮想作業場 2（幅
5.0m×長さ 10m×高さ 2.5m：容積 125m3）、仮
想作業場 3（幅 5.0m×長さ 15m×高さ 2.5m：容
積 188m3）の 3 種類とした。仮想作業場１は図
2-40 に示したように、左右壁面に換気口（開口
部中心：床上 1.7ｍ、壁面から 0.8ｍ、天井から
0.8ｍ、開口部：0.6 ｍ×0.6ｍ）があり、作業場
中央にある高さ 1.0ｍの台上を発生源とした。仮
想作業場 2は仮想作業場１の長さ方向のみを 2
倍にし、仮想作業場 3（図 2-41）は仮想作業場
１の長さ方向のみを３倍にしたもので、発生源の
位置は仮想作業場１の位置と同じとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-41 仮想作業場 3 
 
 
図 2-40  仮想作業場 1 
発生源 
排気口 
給気口 
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表 ２-13 流体解析用ソフトに用いた解析条件 
 
流体解析用ソフト 
Flow Designer  version 4.1.6／アドバンス・ナレッジ㈱ 
計算要素数：約 9500 
乱流モデル：k-εモデル（k=0.0001、ε=0.0001） 
対象作業場 仮想作業場 
対象物質 アセトン （分子量 58） 
発生量 12500mg/min（5.0mg/min/cm2） 
換気量 解析に応じて設定 
拡散係数 1.0×10-5 m2/s 
発生源濃度（飽和濃度） 3.0×105 ppm（106×（230/760）ppm） 
発生速度 1.17×10-3 m/s 
発生面積 2500cm2 (50cm×50cm) 
発生位置 台上（床上 1.0ｍ） 
解析条件は、換気については換気口（給気口、排気口）の位置、開口部の有無、換気方式などを変化さ
せて行った。また、換気量については有害物を取扱う事業場の必要換気回数の目安である 10回/hから 50
回/hを参考として換気回数を 5回/ｈ、20回/h、80回/h とした。 
発生する化学物質をアセトンとし、液溜りモデル 2-8)の発生量の推算式を参考にその発生量を
5.0mg/min/cm2とした。なお、発生面積を 2500cm2 (50cm×50cm)とすると発生量は 12500mg/min となる。し
かしながら、使用した流体解析用ソフトは、これらの発生のパラメータを直接入力できないため発生源の液
溜り表面濃度を飽和濃度と仮定して、発生量に合うように発生量1.17×10-3 m/sを計算により求めた。これら
の解析に必要なパラメータを表 2-13 にまとめたが、これらのパラメータを用いて定常状態の空気中濃度分
布について解析を行った。なお、解析は仮想作業場の空間内を 9500 個程度の要素に分割して行ったが、
この要素以下の小さい渦の影響による混合効果を評価するための乱流モデルとして k-ε（ｋ：乱流エネルギ
ー、ε：乱流エネルギー散逸率）モデルを用いた。 
2.1.2. （検討１）換気回数を変化させた場合の空気中濃度分布の解析 
３種類の仮想作業場について、換気方式を給気および排気が機械換気（第１種機械換気）として表 2-14
に示したような３条件の換気回数で解析を行った。なお、換気量(m3/min)は、換気回数(回/h)から各作業場
の容積をもとに計算した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.1.3. （検討２）換気量を変化させた場合の空気中濃度分布の解析 
検討１では換気回数をパラメータにしたが換気回数が同一であっても作業場の容積が異なれば換気量も
異なり、結果として作業場内の気流の速度も異なる。そこで、３種類の仮想作業場について、作業場内の気
表 ２-14  仮想作業場について検討１の解析条件 
対象作業場 仮想作業場１ 仮想作業場２ 仮想作業場３ 
換気方式 給排気機械換気（第１種機械換気） 
換気口の位置 側面（壁） 
換気回数 5回/h 5.2m3/min 10.4/min 15.6m3/min 
20回/h 20.8m3/min 41.7m3/min 62.5m3/min 
80回/h 83.3m3/min 167m3/min 250m3/min 
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流の速度が等しくなるように換気量をパラメータ（表 2-15）にして解析を行った。なお、換気回数(回/h)は換
気量(m3/min)から各作業場の容積をもとに計算した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.1.4. （検討３）換気方式等を変化させた場合の空気中濃度分布の解析 
仮想作業場１について、自然換気等を考慮して開口部の有無について表 2-16 の条件で解析を行うととも
に、表 2-17に示したように、換気方式を給排気機械換気、給気のみ機械換気、排気のみ機械換気の 3条件、
また換気口の位置を側面と上面の２条件について解析を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.2. モデル実験場における解析 
2.2.1. モデル実験場の流体解析用ソフトによる空気中濃度等の解析 
モデル実験場の換気方式は、排気量（排気口：3.34ｍ×0.88ｍ）が105ｍ3/minの排気のみ機械換気（第3
種機械換気）が行われており、一か所ある開口部（0.8ｍ×1.95ｍ）からは自然に外気が入ってくる状態にあ
る。このモデル実験場について流体解析用ソフトによる空気中濃度および発生源における気流の速度につ
いて表 2-18に示した解析条件で解析を行った。表 2-18にある発生量は、実測値 2-17）を用いたが、流体解
析用ソフトではそのままでは使用できないため、発生源であるシャーレ中のトルエンの表面濃度を飽和濃度
と仮定して、実測した発生量に合うように発生速度を計算により求め、この値を用いた。さらに、モデル実験
表 ２-15  仮想作業場について検討 2の解析条件 
対象作業場 仮想作業場１ 仮想作業場２ 仮想作業場３ 
換気方式 給排気機械換気（第１種機械換気） 
換気口の位置 側面（壁） 
換気量 5.2m3/min 5回/h 2.5回/h 1.67回/h 
20.8 m3/min 20回/h 10回/h 6.67回/h 
83.3m3/min 80回/h 40回/h 26.7回/h 
表 ２-16  仮想作業場１について開口部の有無の解析条件 
対象作業場 仮想作業場１ 
換気方式 給排気機械換気（第１種機械換気） 
換気口の位置 側面（壁） 
開口部の有無 無 有 
換気量 
 
5回/h 5.2m3/min 
20回/h 20.9m3/min 
80回/h 83.4m3/min 
表 ２-17  仮想作業場１について換気口の位置や換気方式等の解析条件 
対象作業場 仮想作業場１ 
換気方式 給排気機械換気 
（第１種機械換気） 
給気のみ機械換気 
（第 2種機械換気） 
排気のみ機械換気 
（第 3種機械換気） 
換気口の位置 側面 上面 側面 上面 側面 上面 
開口部の有無 有 
換気量 5回/h 5.2m3/min 
20回/h 20.9m3/min 
80回/h 83.4m3/min 
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場での空気中トルエン濃度の実測値 2-17）を用いて、流体解析用ソフトの解析値との比較を行った。また、モ
デル実験場の発生源での発生量の実測値と発生過程の数理モデルとして液溜りモデルを仮定した理論式
や実験式により求めた推算値との比較を行った。 
3. 結果および考察 
3.1. 数理モデルを用いた空気中濃度の推算式 
数理モデルを用いて空気中濃度の推定
を行うには発生モデルと分散モデルを設
定する必要がある。そのため、発生モデル
には、発生量（G）が時間経過に対して一
定の液溜りモデルを用い、分散モデルに
は、換気量（Q）で換気がされているボック
スモデルと、発生源周辺の近接濃度(CN)と
発生源から離れた位置の遠隔濃度(CF)の
評価が行える 2 ゾーンモデル 2-3)を用いた。
ボックスモデルの定常状態における空気中濃度の推算式（2-4 式）と 2 ゾーンモデルの定常状態の空気中
濃度の推算式（2-12式、2-13式）を示したが、ボックスモデルの推算式は、2ゾーンモデルの遠隔濃度の推
算式と同じ式となる。 
 
                           ２－４ 
 
        ２－１２ 
 
              ２－１３ 
 
ただし   
    
表 ２-18 流体解析用ソフトに用いた解析条件 
 
流体解析用ソフト 
Flow Designer  version 4.1.6／アドバンス・ナレッジ㈱ 
計算要素数：約 90000 
乱流モデル：k-εモデル（k=0.0001、ε=0.0001） 
対象作業場 モデル実験場（幅 3.5m×長さ 10m×高さ 2.5m：容積 87.5m3） 
対象物質 トルエン（分子量：92.1） 
発生量 218mg/min 
換気量 105m3/min 
拡散係数 1.0×10-5 m2/s 
発生源濃度（飽和濃度） 3.7×104 ppm （106×（28/760）） 
発生速度 8.3×10-4 m/s 
発生面積 314cm2  (17.7cm×17.7cm) 
発生位置 台上(床上 0.84m) 
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図 2-42  モデル実験場への２ゾーンモデルの適用 
49 
なお、2 ゾーンモデルの近接領域は仮想作業場では発生源が床上の台上 1.0ｍにあるため半径(r)１.0ｍ
の球内、モデル実験場（図2-42）では発生源が床上の台上0.84ｍにあるため半径(r)0.84ｍの球内とした。ま
た、2 ゾーンモデルにおいて近接領域と遠隔領域間の換気量（β）を求める際には、換気量と作業場の断面
積から計算した気流の速度(v)の値を用いた。 
3.2. 仮想作業場について 
3.2.1. （検討１）換気回数を変化させた時の空気中濃度分布の解析値と推算値の比較 
仮想作業場１の床面上 1.2ｍにおける空気中濃度の流体解析用ソフトによる解析結果を、換気回数が 5
回/ｈ、20回/ｈ、80回/ｈについて、それぞれ図 2-43、図 2-44、図 2-45に示した。これらの図は平面図で左
右の開口部は左が給気口、右が排気口である。これらの解析結果から、空気中濃度は、換気回数が 5回/ｈ、
20 回/ｈ、80 回/ｈのそれぞれについて 1000ppm 前後、250ppm 前後、63ppm 前後であった。一方、数理モ
デルのボックスモデルによる推算値は、換気回数が 5 回/ｈ、20 回/ｈ、80 回/ｈのそれぞれについて
1013ppm、253ppm、63ppm となっており、流体解析用ソフトによる推定値とかなりよい一致が見られた。また、
発生源周辺の空気中濃度の２ゾーンモデルによる推算値は、換気回数が 5回/ｈ、20回/ｈ、80回/ｈのそれ
ぞれについて 3028ppm、757ppm、189ppm であった。一方、流体解析用ソフトによる解析値は、それぞれ
2000ppm以上、500ppm以上、126ppm以上であり、ほぼ一致した値が得られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-44 仮想作業場 1の空気中濃度分布（換気回数：20回/h） 
 
図 2-43 仮想作業場 1の空気中濃度分布（換気回数：5回/h） 
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空気中濃度分布状況については換気回数が 5 回/h の時は発生源を中心に同心円状に分布しているが、
換気回数が 20 回/h と 80 回/h の時は発生源を中心に同心円状ではなく右下方に偏った分布となった。こ
の原因について考察を行うために流体解析用ソフトにより仮想作業場１の床面上 1.2ｍにおける気流分布に
ついて解析を行い、その解析結果を、換気回数が 5 回/ｈ、80 回/ｈについてそれぞれ図 2-46、図 2-47 に
示した。解析結果から、換気回数が 5 回/ｈの場合には顕著な気流の流れが認められないが、換気回数が
80 回/ｈの場合は給気口からの吹き出し気流によるものと思われる顕著な気流の流れが認められた。発生源
から発生した蒸気はこの気流の流れの方向に引き込まれた結果、発生源付近の濃度分布は同心円から右
下方に偏った分布となったと考えられた。 
このような、同心円状の空気中濃度分布や気流による同心円から偏った空気中濃度分布などは、実際の
作業場で格子状に測定点を設置して測定を行った結果から求めた空気中濃度の分布からも同様な傾向が
見られている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-45 仮想作業場 1の空気中濃度分布（換気回数：80回/h） 
 
図 2-46 仮想作業場１の気流分布（換気回数：5回/h） 
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仮想作業場 2についても流体解析用ソフトにより同様な解析を行い、換気回数が 5回/ｈ、20回/ｈ、80回
/ｈの解析結果を図 2-48、図 2-49、図 2-50に示した。これらの解析結果から、仮想作業場の空気中濃度は、
それぞれの換気回数について 200～1000ppm、130～260ppm、32～64ppm となった。一方、数理モデルの
ボックスモデルによる空気中濃度の推算値は、換気回数が 5回/ｈ、20回/ｈ、80回/ｈのそれぞれについて、
506ppm、127ppm、32ppm となっており、流体解析用ソフトによる解析値とほぼ一致した値が得られた。また、
２ゾーンモデルの発生源周辺の近接濃度の推算値は、換気回数 5 回/ｈ、換気回数 20 回/ｈ、換気回数 80
回/ｈのそれぞれについて 1514ppm、378ppm、95ppm となっており、また、流体解析用ソフトによる解析値は、
それぞれ 1000ppm以上、260ppm以上、64ppm以上となっていることから、両者の値はほぼ一致していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-47  仮想作業場 1の気流分布（換気回数：80回/h） 
 
図 2-48 仮想作業場 2の空気中濃度分布（換気回数：5回/h） 
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仮想作業場１、2、3、について、換気回数を 5 回/h、20 回/h、80 回/h に変化させた場合の床面上 1.2ｍ
における空気中濃度の流体解析用ソフトによる解析値と数理モデルによる推算値を表 2-19 にまとめたが、
全体的な傾向としては解析値と推算値はほぼ一致していた。なお、表 2-19 においてボックスモデルによる
空気中濃度の推算値は、２ゾーンモデルによる空気中濃度の遠隔濃度の推算値と同じ値となるので省略し
た。細かく見ると、遠隔濃度については、仮想作業場 1では推算値と解析値はほぼ一致していたが、仮想作
業場 2と 3では推算値は解析値に比べ若干低くなる傾向であった。近接濃度については、発生源周辺域で
は推算値と解析値はほぼ一致していたが、発生源位置での濃度は推算値よりも解析値がかなり高くなる傾
向であった。 
 
図 2-50 仮想作業場 2の空気中濃度分布（換気回数：80回/h） 
 
図 2-49 仮想作業場 2の空気中濃度分布（換気回数：20回/h） 
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3.2.2. （検討 2）換気量を変化させた時の空気中濃度分布の解析値と推算値の比較 
気流の速度がほぼ等しくなるように換気量をパラメータにした時の床面上 1.2ｍにおける空気中濃度につ
いて流体解析用ソフトの解析値と数理モデルによる推算値を表 2-20 にまとめたが、全体的な傾向としては
解析値と推算値はほぼ一致していた。 
細かく見ると、遠隔濃度は換気量が大きくなるほど、作業場の広さが大きくなるほど推算値は解析値に比
べ若干低くなる傾向であった。また、近接濃度については、発生源周辺域の空気中濃度では推算値と解析
値はほぼ一致しているが、発生源位置での濃度は推算値よりも解析値がかなり高くなる傾向であった。これ
らの結果から、検討１で行った換気回数を変化させた時と、検討２の換気量を変化させた時とでは両者に大
きな違いは見られなかった。 
表 ２-19  換気回数を変化させた場合の空気中濃度の解析値と推算値の比較 
仮想作業場 作業場１ 作業場２ 作業場３ 
換気回
数 5 回
/h 
流体解析用ソフ
トによる解析値 
近接濃度(ppm) 2000以上 1500以上 700以上 
遠隔濃度(ppm) 1000前後 500-1000 350前後 
２ゾーンモデル
による推算値 
近接濃度(ppm) 3028 1514 1009 
遠隔濃度(ppm) 1013 506 338 
換気回
数 20回
/h 
流体解析用ソフ
トによる解析値 
近接濃度(ppm) 500以上 260以上 168以上 
遠隔濃度(ppm) 250前後 130-260 84-168 
２ゾーンモデル
による推算値 
近接濃度(ppm) 757 378 252 
遠隔濃度(ppm) 253 127 84 
換気回
数 80回
/h 
流体解析用ソフ
トによる解析値 
近接濃度(ppm) 126以上 64以上 40以上 
遠隔濃度(ppm) 63前後 32-64 20-40 
２ゾーンモデル
による推算値 
近接濃度(ppm) 189 95 63 
遠隔濃度(ppm) 63 32 21 
ボックスモデルによる推算値は、２ゾーンモデルによる遠隔濃度の推算値と同じ値 
表 ２-20  換気量を変化させた場合の空気中濃度の解析値と推算値の比較 
仮想作業場 作業場１ 作業場２ 作業場３ 
換気量 
5.2 
m3/min 
流体解析用ソフ
トによる解析値 
近接濃度(ppm) 2000以上 2000以上 2000以上 
遠隔濃度(ppm) 1000前後 1000前後 1000-2000 
２ゾーンモデル
による推算値 
近接濃度(ppm) 3028 
遠隔濃度(ppm) 1013 
換気量 
20.8
m3/min 
流体解析用ソフ
トによる解析値 
近接濃度(ppm) 500以上 500以上 500以上 
遠隔濃度(ppm) 250前後 250-500 250-500 
２ゾーンモデル
による推算値 
近接濃度(ppm) 757 
遠隔濃度(ppm) 253 
換気量 
83.3
m3/min 
流体解析用ソフ
トによる解析値 
近接濃度(ppm) 126以上 126以上 126以上 
遠隔濃度(ppm) 63前後 63-126 63-126 
２ゾーンモデル
による推算値 
近接濃度(ppm) 189 
遠隔濃度(ppm) 63 
ボックスモデルによる推算値は、２ゾーンモデルによる遠隔濃度の推算値と同じ値 
54 
3.2.3. （検討 3）換気方式等を変化させた場合の空気中濃度分布の解析値と推算値の比較 
仮想作業場１について給気口と排気口以外に設けた開口部の有無について空気中濃度の流体解析用
ソフトによる解析を行った結果を表 2-21にまとめたが、両者の間には違いが見られなかった。 
次に、仮想作業場１について換気方式を変えて床面上 1.2ｍにおける空気中濃度の流体解析用ソフトに
よる解析を行った。側面からの換気で排気のみ機械換気の場合の解析結果を、換気回数が 5回/ｈ、20回/
ｈ、80回/ｈについてそれぞれ図 2-51、図 2-52、図 2-53に示した。それぞれの図（平面図）において左が給
気口、右が排気口である。解析結果から空気中濃度は、換気回数が 5 回/ｈ、20 回/ｈ、80 回/ｈについてそ
れぞれ 1000ppm前後、250ppm前後、63ppm前後であった。一方、数理モデルのボックスモデルによる空気
中濃度の推算値は、換気回数が 5回/ｈ、20回/ｈ、80回/ｈのそれぞれについて 1013ppm、253ppm、63ppm
となり、流体解析用ソフトによる解析値とかなりよい一致が見られた。また、数理モデルの２ゾーンモデルによ
る発生源周辺の空気中濃度である近接濃度の推算値は、換気回数が 5 回/ｈ、20 回/ｈ、80 回/ｈのそれぞ
れについて 3028ppm、757ppm、189ppmとなり、流体解析用ソフトによる解析結果からは、それぞれ 2000ppm
以上、500ppm以上、126ppm以上であることから、両者の値はほぼ一致していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２-21  開口部の有無について空気中濃度の解析値と推算値の比較 
仮想作業場 作業場１ 
開口部 無 有 
換気回数 
5回/h 
流体解析用ソフトによ
る解析値 
近接濃度(ppm) 2000以上 2000以上 
遠隔濃度(ppm) 1000前後 1000前後 
換気回数 
20回/h 
流体解析用ソフトによ
る解析値 
近接濃度(ppm) 500以上 500以上 
遠隔濃度(ppm) 250前後 250前後 
換気回数 
80回/h 
流体解析用ソフトによ
る解析値 
近接濃度(ppm) 126以上 126以上 
遠隔濃度(ppm) 63前後 63前後 
 
図 2-51 仮想作業場１の空気中濃度分布（側面排気機械換気、換気回数：5回/h） 
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これらの結果は、給排気ともに機械換気を行った検討１での結果と同様であった。しかしながら、空気中
濃度分布の形については給排気ともに機械換気を行った場合や給気のみ機械換気を行った場合にくらべ
て、排気のみ機械換気の場合は、若干、ばらつく傾向がみられた。この原因について考察を行うために流体
解析用ソフトにより仮想作業場１の床面上 1.2ｍにおける換気回数が 5 回/ｈの時の排気のみ機械換気を行
った場合と給気のみ機械換気の場合の気流分布について解析を行い、その解析結果を図 2-54、図 2-55
に示した。解析結果から、排気のみ機械換気を行った場合には顕著な気流の流れが認められないが、給気
のみ機械換気の場合は給気口からの吹き出し気流によるものと思われる顕著な気流の流れが認められ、こ
れが原因のひとつと考えられた。 
 
 
 
 
図 2-53 仮想作業場１の空気中濃度分布（側面排気機械換気、換気回数：80回/h） 
 
図 2-52 仮想作業場１の空気中濃度分布（側面排気機械換気、換気回数：20回/h） 
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図 2-55 仮想作業場１の気流分布（側面給気機械換気、換気回数：5回/h） 
 
 
排気のみ機械換気に加えて給気のみ機械換気の他、検討１で行った給排気ともに機械換気について、
流体解析用ソフトによる解析値と数理モデルによる推算値との比較を行った結果を表 2-22にまとめたが、全
体的な傾向としては、解析値と推算値はよく一致していた。 
 
図 2-54 仮想作業場１の気流分布（側面排気機械換気、換気回数：5回/h） 
 
図 ２-1 仮想作業場１の気流分布（側面給気機械換気、換気回数：5回/h） 
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同様に３つの換気方式で換気口の位置を上面（天井側）として換気回数 5 回/ｈで床面上 1.2ｍにおける
空気中濃度の流体解析用ソフトによる解析を行い、給気のみ機械換気、排気のみ機械換気についてその
結果を図 2-56、図 2-57 に示した。図は平面図で左右天井部の開口部は換気口で左が給気口、右が排気
口である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表２-22  空気中濃度の解析値と推算値 
仮想作業場 作業場１ 
換気口の向き 側面（壁面） 
機械換気方式 給排気 給気のみ 排気のみ 
換 気
回数 
5回/h 
流体解析用ソフ
トによる解析値 
近接濃度(ppm) 2000以上 1000以上 2000以上 
遠隔濃度(ppm) 1000前後 0-1000 1000前後 
２ゾーンモデル
による推定値 
近接濃度(ppm) 3028 
遠隔濃度(ppm) 1013 
換 気
回数 
20 回
/h 
流体解析用ソフ
トによる解析値 
近接濃度(ppm) 500以上 500以上 750以上 
遠隔濃度(ppm) 250前後 250前後 250前後 
２ゾーンモデル
による推定値 
近接濃度(ppm) 757 
遠隔濃度(ppm) 253 
換 気
回数 
80 回
/h 
流体解析用ソフ
トによる解析値 
近接濃度(ppm) 126以上 126以上 189以上 
遠隔濃度(ppm) 63前後 63前後 63前後 
２ゾーンモデル
による推定値 
近接濃度(ppm) 189 
遠隔濃度(ppm) 63 
ボックスモデルによる推算値は、２ゾーンモデルによる遠隔濃度の推算値と同じ値 
 
図 2-56 仮想作業場１の空気中濃度分布（上面給気機械換気、換気回数：5回/h） 
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解析結果から、空気中濃度は1000ppm前後であったが、給気のみ機械換気に比べて排気のみ機械換気
の方が濃度分布のばらつきがやや大きかった。 
この原因を確認するため、平面図については床面上 1.2ｍにおける気流の速度分布、側面図については
給気口面における気流の速度分布を流体解析用ソフトにより解析を行い、その結果を給気機械換気（平面
図、側面図）、排気機械換気（平面図、側面図）についてそれぞれ図 2-58、図 2-59、図 2-60、図 2-61に示
した。 
解析結果から給気口からの気流の強さを見ると排気のみ機械換気に比べて若干ではあるが給気のみ機
械換気のほうが気流分布のばらつきが小さく気流の到達距離も長いことがわかる。このことから床面に沿っ
た気流の流れに若干の違い等も考慮して、給気のみ機械換気に比べて排気のみ機械換気の方が若干で
はあるが発生源から発生した蒸気の混合が小さくなるいことが想像された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-57 仮想作業場１の空気中濃度分布（上面排気機械換気、換気回数：5回/h） 
 
図 2-58 仮想作業場１の気流分布（上面給気機械換気、換気回数：5回/h） 
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図 2-59 仮想作業場１の気流分布（上面給気機械換気、換気回数：5回/h） 
 
図 2-60 仮想作業場１の気流分布（上面排気機械換気、換気回数：5回/h） 
 
図 2-61仮想作業場１の気流分布（上面排気機械換気、換気回数：5回/h） 
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換気方式を給排気機械換気、給気機械換気で排気自然換気、排気機械換気で給気自然換気の３つの
換気方式で換気口の位置を上面（天井側）として換気回数を 5回/ｈ、20回/ｈ、80回/ｈについて床面上 1.2
ｍにおける空気中濃度の流体解析用ソフトによる解析を行い、その解析値と数理モデルによる推算値を表
2-23 にまとめた。全体的な傾向としては、解析値と推定値はよく一致していた。また、換気口が側面にある
場合（表 2-22）に比べて、換気口が側面にある場合の方が空気中の濃度が高くなる傾向が見られた。 
 
仮想作業場について換気回数、換気量、換気方式、換気口の位置などを変化させた条件で流体解析用
ソフトによる解析を行い、数理モデルによる推算値との比較を行った結果、両者の値はかなり一致していた。
また、発生源周辺ではボックスモデルでは過小評価となり、２ゾーンモデルの近接濃度を用いたほうが良い
ことが明らかとなった。また、給排気口の位置、発生源の位置を変化させて流体解析用ソフトによる解析値と
数理モデル（ボックスモデル、2 ゾーンモデル、拡散モデル）の推算値との比較を行った結果、2 ゾーンモデ
ルが一番良く一致したという報告 2-18)もあり、今回と同様な結果が得られている。 
山田ら 2-19)が行った実際の作業場内の高さ 1.2ｍでの等間隔測定から空気中濃度の分布状況を調べた
結果からも発生源周辺の濃度は発生源周辺以外の濃度の約 3倍程度となっており、2‐ゾーンモデルを用い
ないと過小評価するおそれがある。 
表 ２-23  空気中濃度の解析値と推算値 
仮想作業場 作業場１ 
換気口の向き 上面（天井面） 
機械換気方式 給排気 給気のみ 排気のみ 
換気回
数 
5回/h 
流体解析用ソフト
による解析値 
近接濃度(ppm) 2000以上 2000以上 3000以上 
遠隔濃度(ppm) 1000前後 1000前後 1000-2000 
２ゾーンモデルに
よる推算値 
近接濃度(ppm) 3028 
遠隔濃度(ppm) 1013 
換気回
数 
20回/h 
流体解析用ソフト
による解析値 
近接濃度(ppm) 500以上 500以上 750以上 
遠隔濃度(ppm) 250前後 250前後 250-750 
２ゾーンモデルに
よる推算値 
近接濃度(ppm) 757 
遠隔濃度(ppm) 253 
換気回
数 
80回/h 
流体解析用ソフト
による解析値 
近接濃度(ppm) 126以上 126以上 189以上 
遠隔濃度(ppm) 63前後 63前後 63-126 
２ゾーンモデルに
よる推算値 
近接濃度(ppm) 189 
遠隔濃度(ppm) 63 
ボックスモデルによる推算値は、２ゾーンモデルによる遠隔濃度の推算値と同じ値 
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3.3. モデル実験場について 
3.3.1. 空気中濃度の実測値と解析値および数理モデルによる推算値との比較 
流体解析用ソフトによる空気中トルエンの床面上 1.2ｍにおける濃度分布の解析結果を平面図と側面図
について図 2-62（図中の 1ｍ間隔の格子点は測定点）、図 2-63に示した。また、発生源表面（床上 0.83m）
の気流速度分布（平面図）の解析結果を図 2-64 に示した。濃度分布の解析結果から、平面図では発生源
の右斜め上方の濃度が、側面図（図 2-63）では発生源の右方向の濃度が高くなる傾向が見られた。これは、
図 2-64 の気流の分布の解析結果に示したように、左下の開口部から右側面にある排気口へ向かう気流の
流れによるもので、この流れに沿った濃度分布となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①  ②  ③  ④  
⑤  発生源 ⑥  ⑦  
⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
図 2-62モデル実験場の空気中濃度分布（平面）の解析結果(丸数字は測定点の番号) 
 
図 2-63 モデル実験場の空気中濃度分布（側面）の解析結果 
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表２-24 空気中トルエン濃度(ppm)の実測値と解析値、推算値との比較  
測定点の番号 ①  ②  ③  ④  
実測値 
解析値 
0.5 
0.0 
2.7 
0.8 
4.0 
4.7 
1.9 
2.4 
測定点 ⑤  発生源 ⑥  ⑦  
実測値 
解析値 
0.9 
0.1 
 1.1 
1.2 
0.8 
0.5 
測定点 ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  
実測値 
解析値 
0.7 
0.0 
0.6 
0.1 
0.6 
0.2 
0.6 
0.2 
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図 2-65 空気中トルエン濃度の実測値と解析値および数理モデルによる推算値との比較 
 
図 2-64 モデル実験場の発生源表面の気流測度分布（平面）の解析結果 
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床上 1.2m の高さにおける空気中のトルエン濃度について実測値と流体解析用ソフトによる解析値を表
2-24にまとめた。また、数理モデルの２ゾーンモデルによる推算した結果、近接濃度は1.6ppm、遠隔濃度は
0.6ppm となった。表 2-24の値にこれらの数理モデルの推算値を加えたものを図 2-65に示した。 
図 2-65 から解析値と実測値の測定点ごとのパターンは良く一致していたが、測定点③と④を除いて若干
低くなる傾向が見られた。イソプロピルアルコールについて流体解析用ソフトによる解析値と実測値の比較
を行った結果、解析値は実測値の 52％過小評価であったという報告 2-20)もある。 
数理モデルの２ゾーンモデルの遠隔濃度の推算値（0.6ppm）は、測定点②、③、④を除いて実測値と解
析値に近似していた。なお、２ゾーンモデルの遠隔濃度は、推算式の形からボックスモデルの推算値と同じ
値となる 
解析値や実測値は測定点②、③、④では近接濃度の推算値（1.6ppm）とよりも最大で 3 倍近く高値となっ
ていたが、その他の測定点ではこの値を越える測定点は見られなかった。ベンゼンについて２ゾーンモデル
での推算値は実測値と良い一致が見られ、推算値は実測値の 0.5 倍から 2.0 倍の範囲であったという報告
2-21)があるが、今回の結果は３倍程度とこれよりも若干大きかった。また、解析値と2ゾーンモデルの推算値と
の違いについて、近接濃度では 32.3±111％、遠隔濃度では-2.3±31.4％であったという報告 2-22)もあり、
傾向としては、今回の結果も同様であった。 
これは発生源から発生した蒸気が気流の流れによってこの方向に拡散し、予測しがたい変動をしていた
ためであると考えられる。特にモデル実験場における換気回数は、72 回/ｈとかなり大きい。また、数理モデ
ルの推算値はこのような気流の流れを全く考慮しないである領域では均一な濃度として推算するため気流
の変動による発生源からの影響が大きい場合には差が生ずることになる。そこで、平均的な濃度として比較
するため発生源周囲の測定点の実測値の幾何平均値を計算すると 1.0ppmとなり、２ゾーンモデルの近接濃
度の推算値（1.6ppm）は 2倍程度となった。 
２ゾーンモデルを用いて、発生源周辺での作業時間（ばく露時間）が８時間のばく露時間に及ぼす影響に
ついて考察を行った。発生源周辺での作業時間を TN、空気中濃度を CN、発生源周辺以外での空気中濃
度を CFとしたとき、時間加重平均値は次式で表すことができる。 
 
        ２-62 
 
この式を変形すると 
 
                            ２-63 
 
この 2-63 式をもとに、近接濃度と遠隔濃度の比をパラメータとして発生源周辺での作業時間と時間加重
平均値と遠隔濃度の比の関係を図 2-66に示した。図 2-65からCNの実測値がCFの 10倍になっていること
を踏まえて近接濃度と遠隔濃度の比が 10 の場合は、図 2-66 より発生源周辺での作業時間が 2 時間以内
であれば、８時間のばく露濃度（時間加重平均値：Ctwa）は作業場内の平均濃度(CF)の３倍程度になることが
わかる。 
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図 2-66 発生源周辺での作業時間(TN)と時間加重平均値(Ctwa)と遠隔濃度(CF)の比の関係 
 
この結果から、発生源からの影響のある位置では、２ゾーンモデルの近接濃度による推算が、発生源から
の影響のない位置では２ゾーンモデルの遠隔濃度による推算が有効である。しかしながら発生源で顕著な
気流の流れが認められる場合には、その風下側の発生源周辺の濃度が推算値の数倍程度高くなることも考
慮しておく必要がある。 
ボックスモデルによる空気中濃度の推算値は作業場全体を 1 つの濃度で評価するため、2 ゾーンモデル
の遠隔濃度の推算値と等しくなり、発生源周辺では過小評価となってしまうのでボックスモデルよりも 2 ゾー
ンモデルを用いた方がよいと思われる。1 空間モデル、2 空間モデル,乱流拡散モデルの３つのモデルにつ
いてコンピュータによる推定値と実測値の比較を行った結果、1 空間モデルが発生源近くで若干低目の評
価となるが一番近似した値を示し乱流拡散モデルが一番実測値との差が大きかったという報告がある。2-23) 
 
3.3.2. 発生量の実測値と液溜りモデルの推算式による推算値との比較 
液溜りからの発生量（発生量）の推定のための推算式には、Hummel ら 2-4)による理論解析により導出され
た理論式や山田らによる実験式 2-8)や理論解析から導出した理論式 2-11)などがある。これらの発生量の推算
値と山室らの行ったモデル実験場での実測値とを表 2-25にまとめた。 
気流を考慮した Hummel らの理論式や山田らの実験式については、推算において気流の速度の値が必
要となるが、モデル実験場では測定時に発生源位置での気流の速度の測定が行われていなかった。その
ため、流体解析用ソフトにより発生源上の気流の速度の 90分間の平均値を求めた結果、平均値として 0.18 
m/sが得られたため、気流を考慮した発生量の推算はこの気流の速度の値を用いて行った。 
表 2-25から実測値に比較して Hummel らの理論式による推算値は実測値の 3.4倍程度過大評価となっ
たが、山田らの理論式による推算値は実測値の 1.2倍程度とよく一致した。山田らの理論式は気流を考慮し
ないで容器からの蒸発を推定するものであるが、気流が 0.15m/s 程度では発生量に大きな影響を与えない
としており、モデル実験場で推定された気流の速度は平均で 0.18m/s であり、その影響をほとんど受けなか
ったためと考えられる。 
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4. 結 論 
仮想作業場の空気中濃度について流体解析用ソフトによる解析の結果、換気口が上面にある場合には、
側面にある場合に比較して混合が不十分で空気中濃度が若干ではあるが高くなる傾向が見られた。また、
換気方式については、給排気機械換気や給気のみ機械換気の違いは見られなかったが、排気のみ機械換
気は給気口からの吹出し気流の速度が若干小さくなるため混合が不十分となり空気中濃度が若干ではある
が高くなる傾向が見られた。 
流体解析用ソフトによる解析結果の濃度分布と数理モデルによる推定結果と濃度分布状況を比較した結
果、よく一致していた。また、発生源近くでの空気中濃度の推定を行う場合には、ボックスモデルではなく２
ゾーンモデルを使用したほうが現実とよく合った推定を行うことができることが明らかとなった。 
モデル実験場の空気中濃度について流体解析用ソフトによる解析結果の濃度分布と実測値との比較を
行った結果、比較的良好な一致が見られた。これらの結果を数理モデルの２ゾーンモデルによる推算値と比
較した結果、発生源からの影響のある場所では近接濃度は 3 分の１程度で、発生源からの影響のない場所
では遠隔濃度に近似していた。この結果から、発生源からの影響のある位置では、２ゾーンモデルの近接濃
度による推算が、発生源からの影響のない位置では２ゾーンモデルの遠隔濃度による推算が有効である。し
かしながら発生源で顕著な気流の流れが認められる場合には、その風下側の発生源周辺の濃度が推算値
の数倍程度高くなることも考慮しておく必要がある。 
また、モデル実験場の発生源での発生量の実測値と発生過程の数理モデルとして液溜りモデルを仮定し
た推算式による推算値との比較を行った結果、適当なモデルを用いることにより容器からの発生量は実測値
の２倍程度の範囲内での推定が可能である。 
これらの結果から、リスクアセスメントのばく露評価を行う際には数理モデルとして分散過程については２
ゾーンモデル、発生過程については液溜りモデルを用いた手法が有効であることが確認された。 
 
表２-25 発生量の実測値と推算値との比較 
 発生量(mg/min) 
平均 比率 
 
推算値 
Hummel ら 2-4)の理論式注） 738 3.39 
山田ら 2-8)の実験式注） 370 1.70 
山田ら 2-11)の理論式 269 1.23 
実測値 2-17) 218 1 
注）気流の速度を考慮した推算式、液温：21.4℃ 
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第７節 モンテカルロ法を用いた空気中濃度の推定に関する研究 
第１項 モンテカルロ法の基礎理論 
モンテカルロ法を用いた解析方法の流れを図 2-67に示したが、まず、解析に用いる変数に分布を与える。
変数が統計的にある分布をすることが分かっている場合には、その分布（図 2-67 では変数１）を用いる。し
かしながら、分布の形が明らかでは
なく変数のとる範囲が分かっている
場合には一様分布（図 2-67 では変
数２）を用いる。変数のばらつきの原
因については２つに分類される。１
つ目は統計的なばらつきである程度
ばらつきの大きさを小さくすることは
できるが、それ以上小さくすることが
できない。２つ目は、情報が不十分
なためその変動範囲しかわからない
というものであり、情報が集まることに
より統計的なばらつきになる可能性
がある。 
次に、それぞれの変数について
乱数を用いて所定の分布の重みを
持った確率で変数を発生させ、発生
させた変数間で所定の演算を行う。
この過程を必要回数繰返すことにより、
最終的に、所定の演算を行った値の分
布が得られる。この分布は変数の発生
確率のヒストグラムとなる。 
この分布の重みを持った変数を発生
させる具体的な方法は、図 2-68に示し
たように一様乱数を発生させ、その値を
その分布の累積密度関数の変数を入
れ替えた逆累積密度関数に代入するこ
とにより、その分布の確率密度に従った
発生確率で変数の値を発生させること
ができる 2-24）。 
 
 
 
 
 
 
 
変数１の分布を決める 
 
 
 
 
 
変数２の分布を決める 
 
↓ ↓ 
乱数を発生させ、その値を変数１
の逆累積密度関数に代入して変
数１の値を発生させる 
乱数を発生させ、その値を変
数２の逆累積密度関数に代入
して変数２の値を発生させる 
↓↑ ↓↑ 
変数間で演算を行い、これを必要回数繰り返す 
↓ 
繰返し計算の結果、解析目的とする値の度数分布が得られる 
図 2-67 モンテカルロ法による解析手順 
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第２項 モンテカルロ法を用いた空気中濃度の推定に関する研究 
1. 目 的 
空気中濃度の推定には数理モデルが使われるが、通常は単位時間当たりの発生量（以下、発生量とい
う）や単位時間当たりの換気量（以下、換気量という）などに一定の数値を代入して推定を行っている。しかし
ながら、発生量や換気量などの変数は実際には一定値ではなく統計的なゆらぎや情報不足のために値の
範囲しかわからない場合がある。本研究では、発生過程には液溜りモデルを分散過程にはボックスモデル
を使用した数理モデルを用いて空気中濃度やばく露濃度の推定を行う際に、発生量などの変数にゆらぎ等
を考慮したモンテカルロ法による解析を行い、その解析結果と変数に一定値を用いた通常の計算結果との
比較からモンテカルロ法の有効性を確認する。方 法  
モンテカルロ法による空気中濃度の解析には数理モデルを用いて Crystal Ball® (Oracle)などの市販のモ
ンテカルロ解析用ソフトにより解析を行った報告 2-25）2-26）がほとんどであるが、本研究では Excel® (Microsoft)
を用いて解析を行った。モンテカルロ法を用いた解析における一連の繰返し計算は使用したコンピュータの
能力等から 5000回とした。空気中濃度の推定を行う数理モデルとして、作業場を想定したボックス内の発生
源からの発生量が経時的に変化しないで一定値（Ｇ）で発生し、一定の換気量（Q）で換気が行われている
ボックスモデルを用いた。ボックスモデルにおいては、定常状態の空気中濃度はＧ/Ｑで計算することができ
る。なお、ここで使用する発生量（G）については、我々が求めた液溜りモデルの発生量の推算式 2-7)を用い
た。この推算式は、気流の速度と対象物質の分子量、蒸気圧から発生量を推定することが出来る。 
モンテカルロ法を用いた解析には変数に分布を与
える必要がある。そのため、検討１および検討２では、 
発生量の推算式が気流の速度の関数となっているた
め、気流の分布を正規分布として発生量の分布を求め
た。また、換気量については一様分布および正規分布
とした場合について、モンテカルロ法により空気中濃度の解析を行った（表 2-26）。 
換気量が一様分布の場合は、自然換気等の影響があり正確な換気量が分からない状況を仮定したもの
で、正規分布の場合は、比較的密閉された作業場で機械換気が行われている状況を想定したものである。
これらのモンテカルロ法による解析結果を用いて変数を一定値とした通常の計算結果との比較を行った。 
作業場における空気中濃度の値からばく露濃度（時間加重平均値）の推定を行うには、作業場の平均的
な空気中濃度と発生源での空気中濃度から発生源での作業時間（ばく露時間）を用いて 2-65式により時間
加重平均値（CTWA）を求めることができる。 
 
              ２-64 
 
 
         ２-65 
 
特に、作業環境測定結果を用いる場合には、Ａ測定結果（幾何平均値（M）、幾何標準偏差（σ））から
2-64 式により算術平均値（CAM）を求め、発生源での空気中濃度（CＳ）（特別な場合としてＢ測定値）と作業
時間（ｔ）から時間加重平均値を計算することができる。検討３は、これらの空気中濃度の分布を対数正規分
布、作業時間（ばく露時間）の分布を正規分布と仮定して、時間加重平均値についてモンテカルロ法による
解析を行った（表 2-27）。これらのモンテカルロ法による解析結果を用いて変数を一定値とした通常の計算
表 ２-26 発生量と換気量の分布 
 発生量 換気量 
検討１ 正規分布 一様分布 
検討２ 正規分布 正規分布 
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結果との比較を行った。 
 
3. 結 果  
3.1. 気流の分布を正規分布、換気量を一様分布とした場合の空気中濃度推定結果 
実際に発生量についてその分布を推定することは難しいが、液溜りモデルの研究において求めた液溜り
モデルの発生量推算式は気流の速度から計算することが出来るため、気流の複数回の測定を行い、その平
均値や標準偏差を求めることにより、間接的にではあるが発生量の分布を推定することが出来る。そこで本
検討では、気流の速度の分布として気流の速度分布を平均値 0.2m/s、標準偏差（σ）0.05m/s の正規分布
とした。なお、この分布から気流の速度の範囲を平均値±3σすると、0.05m/s から 0.35m/s となる。図 2-69
は正規分布として発生させた気流の速度の分布である。また、発生量の推算式（2-22 式）を用いることにより、
同様に気流の速度から発生量の分布を求めると平均値 701mg/min、標準偏差（σ）175 の正規分布が得ら
れ、その範囲（平均値±3σ）は 175mg/min～1226mg/min となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
換気量については、中心が 6 回/h（室容積を 40m3と仮定すると換気量は 4.0m3/min となる）の一様分布
を想定して 2回/hから 10回/h、4回/hから 8回/h、5回/hから 7回/hの 3条件とした。換気を行う作業場
の容積を 40m3と仮定すると 2回/hから 10回/hの換気回数は換気量としては 1.3m3/minから 6.7m3/min と
なる。図 2-70は一様分布として発生させた換気量の分布である。 
 
 
 
 
 
表 ２-27 環境濃度と発生源での空気中濃度、作業時間の分布 
 環境濃度 発生源の空気中濃度 発生源での作業時間 
検討３ 対数正規分布 対数正規分布 正規分布 
 
図 2-69 気流の速度分布（正規分布） 
気流の速度(m/s) 
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数理モデルにおける定常状態の空気中濃度は発生量を換気量で割った値となるため、上記の発生量と
換気量から計算した空気中濃度についてモンテカルロ法による解析を行った。その結果、図 2-71、図 2-72、
図 2-73 に示したように低濃度側にピークのある対数正規型の分布が得られ、この傾向は換気量（換気回
数）の範囲が大きくなるほど顕著となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-70 換気量の分布（一様分布） 
換気量(m3/min) 
 
図 2-71 換気回数が 2-10回/ｈの時の空気中濃度の分布 
空気中濃度(mg/m3) 
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図 2-72 換気回数が 4-8回/ｈの時の空気中濃度の分布 
 
 
 
図 2-73 換気回数が 5-7回/ｈの時の空気中濃度の分布 
 
3.2. 気流の分布を正規分布、換気量を正規分布とした場合の空気中濃度推定結果 
発生量は、気流の分布（平均値 0.2m/s、標準偏差 0.05m/sの正規分布）から液溜りモデルの発生量の推
算式を用いて求め、換気量は平均値 4.0m3/minの正規分布とし、標準偏差を 0.2 と 0.8の 2条件とした。な
お、換気量の範囲は、平均 4.0m3/min、標準偏差 0.2 とした場合（誤差 5％）、範囲（平均値±3σ）は
3.4m3/minから 4.6m3/min となる（図 2-74）。 
空気中濃度(mg/m3) 
空気中濃度(mg/m3) 
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数理モデルにおける定常状態の空気中濃度は発生量を換気量で割った値となるため、上記の発生量と
換気量から計算した空気中濃度についてモンテカルロ法により解析を行い、その解析結果を図 2-75、図
2-76に示した。分布は、正規型に近いが、換気量の誤差が大きくなると対数正規型となる傾向が見られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-74 換気量の分布 （変動誤差が 5％） 
換気量(m3/min) 
 
図 2-75 空気中濃度の分布（換気量誤差 5％） 
空気中濃度(mg/m3) 
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3.3. ばく露濃度評価結果 
作業場内で 8 時間作業を行う作業者が、発生源での空気中濃度(CＳ)にｔ分間ばく露し、他の時間は作業
場内の平均的な空気中濃度(CAM)にばく露するとした場合、作業者の 8 時間の時間加重平均ばく露濃度は
2-65式で計算することができる。作業場内の空気中濃度は、幾何平均値 1.0mg/m3、幾何標準偏差 2.72の
対数正規分布を仮定して、その分布から 5つの値を抽出（A測定結果を想定）してその値から幾何平均値と
幾何標準偏差を求めた。この幾何平均値と幾何標準偏差から 2-64 式を用いて平均的な空気中濃度として
算術平均値(CAM)を計算した。その結果、算術平均値の分布は図 2-77に示したように対数正規型となり、対
数正規分布として計算すると幾何平均値 1.64mg/m3、幾何標準偏差 1.76（95 パーセンタイル値は
4.28mg/m3）となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
CAMには空気中濃度から求めた算術平均値の分布を用い、発生源での作業時間（ｔ）の分布は平均値 10
 
図 2-76 空気中濃度の分布（換気量誤差 20％） 
空気中濃度(mg/m3) 
 
図 2-77  算術平均濃度の分布 
算術平均濃度(mg/m3) 
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分、標準偏差 1.0 とし、発生源での空気中濃度(CＳ)の分布は幾何平均値（幾何標準偏差は、すべて 2.72）
を 10mg/m3、20mg/m3、50mg/m3の 3条件とした。モンテカルロ法による解析は、それぞれの分布から変数を
抽出して 2-65式を変形した 2-66式による計算を繰り返し行い CTWA/CAMの分布を求めた。 
 
                 ２-66 
 
   ただし      
その結果を、図 2-78、図 2-79、図 2-80に示した。なお、これらの変数の解析範囲は、それぞれの分布の
平均値±3σとした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2-35 式で発生源での作業時間（ｔ）がゼロの場合に、CTWA/CAM の値が１となるため、この分布は１未満の
値をとらない。解析の結果、得られた分布のピークは１より尐し大きいところにあり、値が大きくなるに従って
急激に相対度数が減尐する分布となった。 
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図 2-78 濃度比(CTWA/CAM)の分布 (k=6.0) 
濃度比(CTWA/CAM) 
 
図 2-79 濃度比(CTWA/CAM)の分布 (k=12) 
濃度比(CTWA/CAM) 
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4. 考 察  
4.1. 空気中濃度の解析結果 
気流の分布については対数正規分布という報告 2-27）があるが、作業場内の気流のばらつきが小さいもの
として正規分布として検討を行った。気流の速度の分布を正規分布として液溜りモデルの発生量の推算式
からの分布を求めると、平均値 701mg/min の正規分布（平均値±3σ：175mg/min～1226mg/min）が得られ
た。また、換気量については一様分布を想定して換気回数 6回/hを中心に 3段階とした。これらの発生量を
換気量からボックスモデルにおける定常状態の空気中濃度をモンテカルロ法により解析を行った結果、低
濃度側にピークのある対数正規型の分布が得られた。この分布は、換気量の範囲が小さいほど正規型に近
づく傾向が見られた。解析結果の空気中濃度の分布について幾何平均値、95パーセンタイル値、最大値を
求め、表 2-28に示した。 
次に、モンテカルロ法による解析結果と比較するために、通常の計算による空気中濃度の計算を行った。
まず、発生量の分布の最大値を平均値＋３σの値（1226mg/min）とし、この値を換気量が一様分布であるた
めその範囲の最小値（換気回数が２回/h から１０回/h の場合は、２回/h の値 1.33m3/min）で割った値が空
気中濃度の最大値となるが、この値を換気回数の３条件について計算した結果を表３の通常計算による空
気中濃度の最大値の欄に示した。 
表 2-28から、空気中濃度の通常計算による最大値はモンテカルロ法による解析から得られ最大値とほぼ
表 ２-28  換気回数（換気量）の違いによる空気中濃度の比較 
換気回
数 
（回/h） 
換気量 
(m3/min) 
空気中濃度 (mg/m3) (A)/(B) 
モンテカルロ法による解析値 通常計算によ
る最大値注）（B） 幾何平均値 95 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ(A) 最大値  
2～10 1.33～6.67 182 460  857 922 0.5 
4～8 2.67～5.33 172 288  552 459 0.6 
5～7 3.33～4.67 170 258  356 368 0.7 
注）発生量の分布の最大値（平均値＋３σ）の値を、換気量の範囲の最小値で割って求めた値 
 
図 2-80 濃度比(CTWA/CAM)の分布 (k=31) 
濃度比(CTWA/CAM) 
75 
同様な値であったが、モンテカルロ法による解析結果の分布からは、その最大値の出現確率はほとんどゼロ
に近くなっている。このように、通常の計算で得られた最大値は出現することがほとんどないことになる。この
ことから出現確率からより現実的な値として最大値よりも 95 パーセンタイル値が適当であると考えられる。ま
た、通常計算による空気中濃度の最大値と比較して 95 パーセンタイル値は小さい値となった。この値は換
気回数の範囲が大きいほどその差は大きく、換気回数が５回/hから７回/hでは 0.7倍、2回/hから 10回/h
では 0.5倍となった。 
次に、発生量は、前で検討した正規分布と同様とし、換気量は一様分布ではなく正規分布（平均値：
4.0m3/min）として標準偏差を 0.2（誤差 5％）と 0.8（誤差 20％）の２条件についてモンテカルロ法による解析
を行った。モンテカルロ法による解析から得られた空気中濃度の分布は、換気量の標準偏差が 0.2 の場合
は、空気中濃度はほぼ正規分布となったが、標準偏差が 0.8 の場合は対数正規分布に近い分布となった。
この結果から、換気量のばらつきが大きくなるにしたがって空気中濃度の分布は正規分布から対数正規分
布となる傾向が見られた。さらにばらつきが大きくなった換気量を一様分布とした場合の解析結果でも空気
中濃度の分布は対数正規分布となっていた。 
モンテカルロ法による空気中濃度の解析結果から、その分布の幾何平均値、95 パーセンタイル値、最大
値を表 2-29 に示した。また、通常計算による空気中濃度の最大値については、発生量の最大値としてその
平均値＋３σの値（1226mg/min）を換気量の最小値として平均値－３σの値（標準偏差が 0.20 の場合：
3.4m3/min、標準偏差が 0.80 の場合：1.6m3/min）で割った値を換気回数の３条件について計算した結果を
表 2-29の通常計算による空気中濃度の最大値の欄に示した。 
表 2-29 から、モンテカルロ法による解析から得られた最大値と通常計算による最大値はほぼ同様な値と
なった。しかしながら、モンテカルロ法による解析から得られ空気中濃度の分布を見ると最大値の出現確率
はほとんどゼロに近くなっている。このように、通常計算で得られた最大値はほとんど出現することがないこと
が明らかである。このことから出現確率からより現実的な値として最大値よりも 95 パーセンタイル値が適当で
あると考えられる。また、モンテカルロ法による解析から得られた 95 パーセンタイル値とのこの最大値を比較
すると前者の値は後者の値よりも小さく、この傾向は換気量のばらつきが大きくなるほど大きくなる傾向を示
した。 
これらの空気中濃度に関する２つの解析結果から、機械換気で自然換気の影響が尐なく換気量のばらつ
きが小さい場合の空気中濃度の分布は正規型となるが、換気量が自然換気などの影響でばらつきが大きい
場合や換気回数（換気量）の範囲しかわからないような場合には、空気中濃度の分布は対数正規型となるこ
とがわかった。また、通常の計算による空気中濃度の最大値は、モンテカルロ法による最大値とほぼ同様の
値となるが、モンテカルロ法による解析結果からこの最大値が得られる出現確率はほとんどゼロに近いため、
現実的な値としては９５パーセンタイル値が適当と考えられた。数理モデルを用いてモンテカルロ法による解
析結果と実際の測定値とを比較した結果、実際の測定値が９５パーセンタイル値とほぼ同じであったという
報告もある 2-28）。従って、発生量が正規分布の場合で換気量が一様分布であっても正規分布であっても通
表 ２-29  表４ 換気量のばらつきの違いによる空気中濃度の比較 
換気量 空気中濃度 (mg/m3) (A)/(B) 
ばらつき 
（標準偏差） 
誤差 
（％） 
モンテカルロ法による解析値 通常計算によ
る最大値注）（B） 幾何平均値 95 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ (A) 最大値 
0.20 5％ 175 250  356 361 0.7 
0.80 20％ 184 298  703 766 0.4 
注）発生量の分布の最大値（平均値＋3σ）の値を換気量の最小値（平均値－3σ）で割って求めた値 
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常計算による最大値は過大評価となることが明らかとなった。 
4.2. ばく露濃度の解析結果 
ばく露濃度を作業環境中の空気中濃度を用いて推定するには 2-65 式で時間加重平均値を計算すれば
よいが、解析については 2-65 式を変形した 2-66 式を用いて行った。モンテカルロ法による解析の結果、
CTWA/CAM の値の分布は対数正規型となり、K 値が大きくなるほどその傾向が強くなった。これらモンテカル
ロ法による解析結果から CTWA/CAMの幾何平均値、95パーセンタイル値を表 2-30に示した。 
次に、モンテカルロ法による解析結果と比較を行うため通常計算により、CTWA/CAM の値を求めた。この通
常計算は作業環境測定の結果を使用してばく露濃度（時間加重平均）を計算することを想定したものである。
作業環境測定を行った場合、A測定結果から得られた幾何平均値と幾何標準偏差より、2-33式を用いて算
術平均値を計算することができる。この平均値が 1.64mg/m3となったので CAMの値としてこの値を用いること
とした。発生源での空気中濃度の分布は通常わからないので、発生源で行った空気中濃度の測定結果を
使用せざるを得ないのでCＳの値として、３条件 10mg/m
3、20mg/m3、50mg/m3の値を計算に用いることとした。
これらの値からｋ（CS/CAM）の値を計算するとそれぞれ6、12、31となる。発生源での作業時間（ｔ）については、
作業時間がほぼ一定である場合を想定して正規分布（平均値10分、標準偏差1.0、誤差10％）とした。安全
側の評価を考慮して、作業時間の最大値である平均値＋3σの値（13 分）を用いて通常計算による
CTWA/CAMの値を計算し、「最大値」の欄に示した。 
表５から全体の傾向として、濃度比（ｋ値）が大きくなる、つまり平均的な空気中濃度(CAM)に比べて発生源
での空気中濃度(CＳ)の値が大きくなるにしたがってCTWA/CAMの値が増加し、通常計算による最大値は 1.14
から1.81となった。通常計算による最大値はモンテカルロ法による幾何平均値ほぼ同様な値であった。一方、
95パーセンタイル値は、通常計算による計算値の 1.7倍から 2.7倍となっていた。 
モンテカルロ法による解析結果から幾何平均値は中央値や最頻値に近い値であり、通常、作業環境測定
による空気中濃度測定結果や実際の作業時間から計算される時間荷重平均値は、モンテカルロ法の解析
結果の幾何平均値に近い値であった。解析結果の分布を考慮するとこの幾何平均値は中央値や最頻値に
近い値であり、発生頻度から考えると過小評価となってしまう。そのため、95 パーセンタイル値を用いる方が
安全側の評価となる。 
5. 結 論 
作業場内の空気中濃度の推定については、分散過程にボックスモデルを発生過程に液溜りモデルとした
数理モデルを用いて発生量や換気量などの変数の代表値から計算した結果とモンテカルロ法による解析結
果とについて比較を行った。なお、モンテカルロ法による解析には、発生量は気流の測定結果から推定した
分布（正規分布）を、換気量は一様分布や正規分布を用いた。その結果、空気中濃度は換気量のばらつき
が大きいほど対数正規型の分布となった。また、通常の計算結果の最大値はモンテカルロ法による解析結
表 ２-30   濃度比（ｋ）の違いによる CTWA/CAMの値の比較 
濃度比 ｋ 
(CS/CAM） 
CＳ 
(mg/m3) 
CAM 
(mg/m3) 
CTWA/CAMの値 (A)/(B) 
モンテカルロ法による解析値 通常計算による
最大値注）（B）    幾何平均値 95 ﾊﾟｰｾﾝﾀｲﾙ（A） 
6 10 1.64 1.20 1.91  1.14 1.7 
12 20 1.64 1.39 2.77  1.30 2.1 
31 50 1.64 1.90 4.96  1.81 2.7 
注） 作業時間の分布の最大値（平均値（10分）＋3σ）の値を用いて計算 
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果から出現可能性がほとんどない値であることから過大評価となるため、出現可能性から 95 パーセンタイル
値を推定値とする必要がある。 
ばく露濃度の推定については、作業環境測定結果から得られた作業場の平均的な空気中濃度や発生源
での空気中濃度などから計算した時間荷重平均値の計算結果とモンテカルロ法による解析結果とについて
比較を行った。その結果、ばく露濃度について通常の計算による計算値はモンテカルロ法による解析結果
から得られた幾何平均値にほぼ等しい値となった。幾何平均値は中央値や最頻値に近い値であるため、95
パーセンタイル値よりも小さい値となる。そのため、通常の計算値を用いると過小評価となるため、出現可能
性から 95パーセンタイル値を推定値とする必要がある。 
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第３章  ばく露濃度の測定のためのパッシブサンプラーの開発と有効性の検証 
第１節 パッシブサンプラーについて 
ガス状物質のばく露濃度の測定は、捕集材（液体、固体）に吸引ポンプを接続したものを作業者に装着し
て作業時間中に測定を行うことが行われてきた。特に、有機溶剤等の固体捕集を行う際には捕集材として活
性炭やシリカゲルが使用される。1970 年代後半に活性炭を捕集材としたパッシブサンプラー（商品名：Gas 
Badge/ Abcor,Inc.,201,Vassar Street,Cambridge,MA 92139）が開発された 3-1)。パッシブサンプラーはポン
プの代わりに拡散現象を利用して捕集を行うためポンプを用いないサンプリングが可能となった。その後、
捕集材に活性炭等の固体を用いたパッシブサンプラーについての基礎的な検討や実際の作業場での検討
など種々の検討が行われ、現在では多くの市販品が販売されている状況にある。当初は一部の有機溶剤に
限られていたが測定可能な物質も増え、現在では有機溶剤のほか、エチレンオキシド、ホルムアルデヒド、
グルタールアルデヒドなどの測定も可能となっている。 
第２節 パッシブサンプラーの基礎理論 
第１項 フィックの拡散理論における定常状態 
フィックの拡散法則は第一法則と第二法則がある。第一法則は、単位時間に単位面積を流れる物質の量
（J）は濃度勾配に比例し、その比例係数を拡散係数（D）として次式であらわすことができる。 
x
C
DJ


                               ３-1 
また、第二法則は、マテリアルバランスから次式が導出される。 
x
J
t
C





             ３-2 
この式に第一法則の 3-1式を代入すると次式が得られる。 
2
2
x
C
D
t
C





             ３-3 
3-3式を定常状態について解く。 
定常状態であることから、濃度 Cは時間に対して一定値となるので、3-3式は次式となる。 
0
x
C
D
2
2



             ３-4 
 
この式を図3-1に示した境界条件である捕集剤表面の濃度がゼロ、拡散管の入口の濃度がC、
つまり C(0,t)=0、C(L,t)=Cのもとで解くと次式が得られる。（L：拡散長） 
x
L
C
)x(C    
この式を 3-1式に代入する。 
  
C 
  
A 
  
V 
L 
D 
 
図 ３-1 パッシブサンプラーの定常状態 
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L
C
D
dx
dC
DJ   
捕集量（吸収量）Mは、 tAJM  となり、次式がパッシブサンプラーの基本式となる。 
tC
L
A
DM              ３-5  
M：捕集量（吸収量）、D：拡散係数、A：拡散断面積、L：拡散長、C：気中濃度、ｔ：捕集時間 
第２項 フィックの拡散理論における非定常状態 
パッシブサンプラーの非定常状態については、3-3 式の偏微分方程式を解くことになるが、解析的にはあ
る境界条件においてのみ解くことができる。この偏微分方程式の解法はフーリエ級数を用いる方法やラプラ
ス変換を用いる方法があるが、本研究での非定常状態の解析にはフーリエ級数による解 3-2)を用いた。 
1. 両端の濃度がゼロの場合のフーリエ級数を用いた解 
両端の濃度がゼロの場合とは、パッシブサンプラーの捕集材表面の濃度と拡散管入口の濃度がゼロの場
合で、拡散管内にある初期の濃度分布を仮定したものである。 
3-3式を、変数分離法により下記の境界条件、初期条件で解く。なお、Lは拡散長、Cは拡散長 Lにおけ
る空気中濃度、ｆ（ｘ）は拡散管内の初期の濃度分布とする。 
2
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            ３－３ 
 
 
変数分離法により、位置の関数と時間の関数に分ける。 
 
この式を 3-3式に代入する。 
 
 
時間の関数と位置の関数が等しいことから定数となる。その定数をλとおくと次式が得られる。 
 
 
C(x,t)の境界条件から、X(0)=0、X(L)=0が成立する。 
よって、位置の関数については次式の微分方程式を境界条件のもとに解くことになる。 
 
 
解として、次式が得られる。 
 
 
次に、時間の関数については次式の微分方程式を解く。 
 
解として、次式が得られる。（Aは任意の定数） 
 
 
)x(f)0,x(C 
0)t,L(C)t,0(C 
)Lx0( 
)t(T)x(X)t,x(C 
X
"X
TD
'T


0X"X
0TD'T


0)L(X,0)0(X
0X"X







 

L
xn
sin)x(X n
0TD'T 
t
L
n
D
n
2
Ae)t(T





 


80 
以上から 
 
 
 
フーリエ級数の重ね合わせの原理から、これらの和も解となる。 
 
 
 
ここで、anは初期条件 C(x,0)=f(x)から求める。 
 
 
 
上式をもとに、anはフーリエの逆変換の公式から求めることができる。 
 
 
 
以上から、両端濃度がゼロの場合の 3-3式の解は次式となる。 
 
         ３-6 
 
ただし 
 
              ３-7 
 
2. 両端の濃度がゼロでない場合のフーリエ級数を用いた解 
両端の濃度がゼロでない場合とは、パッシブサンプラーの捕集材表面の濃度と拡散管入口の濃度をある
濃度に固定した場合で、拡散管内にある初期の濃度分布を仮定したものである。 
3-3 式を、変数分離法により下記の境界条件、初期条件で解く。なお、L は拡散長、C0 は捕集材表面の
空気中濃度、Cは拡散長 Lにおける空気中濃度、ｆ（ｘ）は拡散管内の初期の濃度分布とする。 
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時間が十分経過した時の濃度分布 S(x)を考える。（定常状態の空気中濃度） 
 
 
ここで、次の関数を定義して、これを 3-3式に代入する。 
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定義した関数 v(x,t)が、もとの方程式と同じ式が成立するようにするには次式が成立すればよい。 
 
 
境界条件と初期条件を設定し直して、解くべき方程式を以下にまとめた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
S(x)については、既に求めた定常状態の解となる。 
 
 
v(x,t)については、境界条件が両端でゼロとなっているので、既に解いた結果を用いることができる。 
 
 
 
ここで、anは初期条件ｖ(x,0)=f(x)-S(x)から求める。 
 
 
 
上式をもとに、anはフーリエの逆変換の公式から求めることができる。 
 
   
 
以上から、両端濃度がゼロでない場合の 3-3式の解は次式となる。 
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ただし、（S(x)は特殊解） 
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3. 一端の濃度がゼロで他端の濃度がゼロでない場合のフーリエ級数を用いた解 
一端の濃度がゼロで他端の濃度がゼロでない場合とは、パッシブサンプラーの捕集材表面の濃度をゼロ
に、拡散管入口の濃度をある濃度に固定した場合で拡散管内にある初期の濃度分布を仮定したものであ
る。 
下記の境界条件、初期条件でフーリエ級数を用いた解法によって解くことになるが、既に得られた解の
3-8式および 3-9式において捕集材表面の濃度（C0）をゼロとしたものとなる。 
とすると 
一般解は 
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ただし 
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ここで、特に初期濃度分布をゼロとした場合の解は次式となる。これは、パッシブサンプラーのばく露開始時
の条件となる。 
 
一般解は 
 
 
ただし 
 
 
 
 
この anは解くことができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
この結果を、一般解の anに代入すると 
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最終的な解は次式となる。 
 
          ３-12 
 
または 
                  ３-13 
 
 
第３項 拡散係数の推算式 
次式は、チャップマン（Chapman）とエンスコグ（Enskog）によりの気体分子運動理論から導入された拡散
係数の推算式 3-4)である。 
 
 
M：分子量、ｎ：分子数、ｋ：ボルツマン定数、T:絶対温度、ΩD：拡散における衝突積分 
 
理想気体の法則が成立し、ｆD＝１と考えてよい場合は、次式となる。 
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ただし、 
                      
 
 
 
 
3-12式を整理するとり空気中（空気 B）の A物質の拡散係数（DAB）は次式で計算することができる。 
 
 
              ３-15 
ただし、P：気圧（atm）、T：絶対温度（°K） 
 
一方、１53 種の２成分系の 340 データの拡散係数の実測値をもとにチャップマン（Chapman）とエンスコグ
（Enskog）によりの気体分子運動理論から導入された拡散係数の推算式から次の経験的推算式 3-5)および
拡散容量の値（表 3-1）が決められた。 
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ただし、P：気圧（atm）、T：絶対温度（°K）、MW：分子量(g/mol)、ｖ：拡散容積 
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表 ３-1   原子等の拡散容量１４） 
原子等 拡散容積ｖ 
 
 
原子 
C 16.5 
H 1.98 
O 5.48 
N 5.69 
Cｌ 19.5 
S 17.0 
原子群 芳香族環 -20.2 
ヘテロシクロ環 -20.2 
 
単原子分子 
空気 20.1 
H２ 7.07 
N２ 17.9 
CO２ 26.9 
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第３節 パッシブサンプラーの開発と定常状態に関する研究 
第１項 液体捕集材を用いたパッシブサンプラー（LiPS）の開発 
有機溶剤に代表されるガス状物質のパッシブサンプリング法を用いた捕集には表3-2に示したように一般
に活性炭など固体の捕集材が用いられている。しかしながら、活性炭など固体の捕集材はアルコール系有
機溶剤やアセトンなどは捕集されされにくい。この解決策としては捕集材にシリカゲルを用いることが考えら
れるがシリカゲルを用いたパッシブサンプラーは開発されていない。本研究では、未開発の領域である捕集
材に液体を用いたパッシブサンプラーの開発を 1979年に行い 3-6）、そのプロトタイプについて基本的な検討
を行った 3-7)3-8)。この開発したパッシブサンプラーを特に液体パッシブサンプラー（LiPS：Liquid Passive 
Sampler）と呼ぶ。 
 
固体の捕集材では、捕集後、溶剤を用いて脱着操作を行う必要があるが、捕集材に液体を用いることに
より、捕集後は、図 3-2に示したように捕集液を LiPS本体から直接マイクロシリンジで採取し、ガスクロマトグ
ラフに注入して分析を行うことができるため、脱着操作が必要ないなどのメリットがある。さらに、市販のパッシ
ブサンプラーは使い捨てであるが LiPS は洗浄することにより繰り返し使用が可能であり、捕集材が水である
ため個人ばく露濃度の測定の際には、LiPS 装着者が捕集材の蒸発によるばく露があっても問題がないなど
の特徴を兹ね備えている。 
開発した捕集材に液体を使用したパッシブサンプラー（LiPS）について写真 3-1 に試作時のプロトタイプ
の LiPS と改良型の LiPSを示し、写真 3-2には実験に用いた拡散管長の異なる LiPSを示した。図 3-3には
LiPSの構成部品を、図 3-4にはその形状を示した。主要な構成部品は、拡散管、気相と捕集液の液相の境
界となるフィルター、捕集液の入る本体となり、拡散管入口から浸入したガスは拡散管内を拡散し、フィルタ
ーを透過して捕集液に吸収される。なお、LiPS の本体、パッキン、拡散管の材質は測定対象物質の吸着が
ないようにポリテトラフロロエチレン（テフロン）を使用した。 
LiPS のばく露濃度測定時には、拡散管入口を下にして作業者に装着して測定を行う必要がある。この理
由は、拡散管入口を上にした場合、ゆれにより補集液の液面がゆれ、結果として拡散長が変化してしまい正
確な測定ができないと考えられるためである。そのため、フィルターは捕集液が漏れなく、有機溶剤蒸気が
容易に透過する性能を持った Millipore 社製のメンブレンフィルター（TYPE FH、 Pore Size 0.5μｍ、空隙
率：85％、膜厚：150μｍ、材質：ポリテトラフロロエチレン（テフロン）にポリエチレンで補強）を使用した。 
表 ３-2  パッシブサンプラーの比較 
パッシブサンプラーの種類 測定対象物質 捕集材 
液体パッシブサンプラー（LiPS） 有機溶剤(極性物質） 液体 水 
有機溶剤用パッシブサンプラー 有機溶剤（非極性物質） 固体 活性炭 
無機水銀用パッシブサンプラー 無機水銀 固体 ホプカライト 
ホルムアルデヒド用パッシブサンプラー ホルムアルデヒド 固体 試薬含浸フィルター 
大気汚染物質用パッシブサンプラー 大気汚染物質 固体 試薬含浸フィルター 
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写真 ３-1 プロトタイプ LiPS（左）と改良型 LiPS（右）   
                          図 ３-3 LiPSの構成部品 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 ３-2 拡散長の異なる LiPS（左から拡散長が、3.15cｍ、2.15cm、1.15cm、0.30cm） 
 
 
図 ３-2 LiPSによる捕集後のガスクロマトグラフによる分析 
ガスクロマトグラフ 
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図 ３-5  開発したパッシブサンプラー（LiPS）の形状 (単位:mm) 
 
 
組立図 
 
キャップ 
 
 
捕集管 
 
拡散管 
図 ３-4 開発したパッシブサンプラー（LiPS）の形状 (単位:mm) 
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第２項 LiPSの捕集量とばく露量との関係に関する研究（１） 
1. 目 的 
市販の固体捕集材を用いたパッシブサンプラーの実験室的においてその基礎的な性能に関する研究が
多く行われ、フィックの拡散法則から導出された定常状態における空気中濃度の計算式（3-5 式）の有効性
が確認されている。また、我々が実際の作業場で行ったパッシブサンプラー法（GASBADGE(Abcor 製)、
ORGANIC GAS MONITOR(3M製)）と活性炭管法（柴田科学製）との併行測定の結果、パッシブサンプラー
法と活性炭管法との間には良好な相関関係が見られた 3-9)。本研究では、捕集材に固体（活性炭）を用いた
パッシブサンプラーで成立するばく露量と捕集量の関係が開発した捕集材に液体を用いたパッシブサンプ
ラー(LiPS)でも成立するかについて検証を行うことを目的とした。 
2. 方 法 
一般にパッシブサンプラーは次式（3-5式）が成立する。 
tC
L
A
DM             ３－５ 
M: 捕集量（ug）、D: 拡散係数（cm2/s）、A: 拡散断面積(cm2)、L: 拡散長(cm)、C:空気中濃度(ug/cm3)、t:
捕集時間(s) 
この式を変形すると次式となる。 
t
L
A
D
M
C






  
この式の捕集量（Ｍ）と捕集時間(t)からばく露濃度（Ｃ）を計算することができる。式中の DA/L は測定対
象物質とパッシブサンプラーの形状が決まれば一定の値となり、これをサンプリング速度(Sampｌing Rate、単
位：cm3/s)というが、サンプリングポンプの吸引流速にあたるものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-5に示した開発したパッシブサンプラー（LiPS）についてもこの 3-5 式が成立すれば、捕集量（Ｍ）は
ばく露濃度（Ｃ）とばく露時間（ｔ）の積に比例することになり捕集量（M）とばく露量（Ｃ×ｔ）は原点を通る一次
式となる。そこでばく露条件であるばく露濃度やばく露時間のほか、LiPS の拡散長（0.30cm、1.15cm、
 
L 
D 
C 
M 
t 
A 
 
図 ３-5 開発したパッシブサンプラー(LiPS) 
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3.15cm）や捕集液量（0.5ml、1.0ml、2.0ml）を変化させてばく露実験を行い、捕集量とばく露量の関係につ
いて検討した。なお、LiPS の捕集材の液体には精製水を使用し、捕集対象物質は水に溶解し易いメタノー
ルやアセトンのほか、アセトンに比べて溶解しにくいアクリロニトリルを選定した。 
さらに有機溶剤の種類をメタノール、アセトン、アクリロニトリルに加えてイソプロピルアルコール、イソブチ
ルアルコール、メチルエチルケトン、酢酸エチル、１，４-ジオキサン、テトラヒドロフラン、酢酸メチルについて
も、拡散管長が 3.0cm,1.0cm,0.15cm の 3 種類の LiPS（捕集液量：2.0ml）を用いてチャンバー内でのばく露
実験を行った。 
また、LiPS による空気中濃度測定データのばらつきの程度を確認する為、捕集量とばく露量の関係式の
傾きのばらつきについてアセトンについて行った。器差によるばらつきについては、５つの拡散管長 3.15cm
の LiPS を 188ppm 濃度に同時ばく露させて行った。また、異なる実験日間のばらつきについては、異なる５
つの実験日について拡散管長 3.15cm、1.15cm、0.30cmの LiPSを約 60ppmから 200ppmの濃度にばく露さ
せて行った。 
ばく露実験は、図 3-6に示した実験装置を用い、LiPSをチャンバー（27.8L）内に標準ガス発生装置により
各約 50ppmから 200ppmの濃度に調整した雰囲気中で LiPSを１時間から４時間、0.2m/s-0.3m/sの気流下
でばく露させて行った。ばく露後、捕集液中のメタノール、アセトン、アクリロニトリルなどの量をガスクロマトグ
ラフ（島津 GC7A(FID)、カラム：gaskuropack 54 3mmφ×1m 60/80mesh、カラム温度:150℃、注入口温
度:180℃）で分析した。 
 
 
 
 
ポンプ 標準ｶﾞｽ発生装置 
チャンバー 
LiPS ファン 
 
図 ３-6  実験装置 
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3. 結 果   
3.1. 捕集量とばく露量の関係について 
ばく露濃度およびばく露時間を変化させた実験結果から捕集量とばく露量の関係を表 3-3、表 3-4、表
3-5にまとめ、これらの結果を、図 3-7、図3-8、図3-9に示した。メタノール、アセトン、アクリロニトリルのすべ
てについて捕集量とばく露量との間に直線関係が見られ、その傾きは、アクリロニトリル、アセトン、メタノール
の順に大きくなる傾向が見られた。この違いは水に対する溶解度が一因と考えられる。また、拡散管長につ
いては、その長さが長くなるにつれて直線の傾きは小さくなった。 
 
表 ３-3 メタノールの捕集量とばく露量の関係(捕集液量：2.0mL） 
拡散管長(cm) ばく露濃度(ppm) ばく露時間(hr) ばく露量（ppm×hr） 捕集量(ug) 
3.15 42.4 1 42.4 2.63 
42.5 2 84.9 4.97 
42.6 3 127.7 8.66 
166.8 1 166.8 14 
166.6 2 333.1 26.9 
166.2 3 498.7 38.2 
123.8 1 123.8 9.71 
124.0 2 247.9 19.44 
124.1 3 372.3 28.1 
1.15 42.4 1 42.4 9.33 
42.5 2 84.9 18.21 
42.6 3 127.7 30.43 
166.8 1 166.8 29.7 
166.6 2 333.1 60.4 
166.2 3 498.7 90 
123.8 1 123.8 22.2 
124.0 2 247.9 45.2 
124.1 3 372.3 68.3 
0.30 42.4 1 42.4 43.61 
42.5 2 84.9 81.77 
42.6 3 127.7 126.1 
166.8 1 166.8 131.1 
166.6 2 333.1 277.6 
166.2 3 498.7 408.5 
123.8 1 123.8 117.2 
124.0 2 247.9 217.3 
124.1 3 372.3 329.7 
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表 ３-4 アセトンの捕集量とばく露量の関係(捕集液量：2.0mL） 
拡散管長(cm) ばく露濃度(ppm) ばく露時間(hr) ばく露量（ppm×hr） 捕集量(ug) 
3.15 193.5 1 193.5 12.9 
195.3 2 390.6 25.1 
197.1 3 591.2 36.2 
57.4 1 57.4 3.24 
57.6 2 115.2 6.69 
57.8 3 173.3 9.69 
108.4 1 108.4 5.79 
108.6 2 217.1 11.6 
108.6 3 325.9 17.9 
1.15 193.5 1 193.5 24.7 
195.3 2 390.6 52.7 
197.1 3 591.2 67.6 
57.4 1 57.4 6.3 
57.6 2 115.2 14.1 
57.8 3 173.3 19.6 
108.4 1 108.4 12 
108.6 2 217.1 21.2 
108.6 3 325.9 35.6 
0.30 193.5 1 193.5 69.8 
195.3 2 390.6 133.5 
197.1 3 591.2 205.2 
57.4 1 57.4 18.3 
57.6 2 115.2 29 
57.8 3 173.3 52 
108.4 1 108.4 35.5 
108.6 2 217.1 62.8 
108.6 3 325.9 94.4 
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表 ３-5 アクリロニトリルの捕集量とばく露量の関係(捕集液量：2.0mL） 
拡散管長(cm) ばく露濃度(ppm) ばく露時間(hr) ばく露量（ppm×hr） 捕集量(ug) 
3.15 83.8 2 167.5 6.89 
83.5 3 250.4 10.01 
83.1 4 332.6 14.79 
94.5 2 189.1 6.64 
92.6 3 277.8 10.91 
90.7 4 362.6 14.06 
82.7 1 82.7 3.67 
84.2 2 168.4 8.19 
85.8 3 257.3 11.16 
1.15 83.8 2 167.5 12.72 
83.5 3 250.4 16.70 
83.2 4 332.6 27.13 
94.5 2 189.1 12.00 
92.6 3 277.8 18.16 
90.7 4 362.6 23.12 
82.7 1 82.7 4.45 
84.2 2 168.4 9.55 
85.8 3 257.3 13.81 
0.30 83.8 2 167.5 22.83 
83.5 3 250.4 28.80 
83.2 4 332.6 40.90 
94.5 2 189.1 19.72 
92.6 3 277.8 35.14 
90.7 4 362.6 45.29 
82.7 1 82.7 12.50 
84.2 2 168.4 21.71 
85.8 3 257.3 33.49 
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図 ３-7 メタノールの捕集量とばく露量との関係 
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図 ３-8 アセトンの捕集量とばく露量との関係 
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LiPSの捕集量とばく露量の関係について、拡散管長を固定し捕集液量を2.0ml、1.0ml、0.5mlに変化させ
てチャンバー内でアセトンは約 100ppmの濃度に 1から 3時間ばく露、アクリロニトリルは約 90ppmの濃度に
2から 4時間ばく露させた時の実験結果を図 3-10から図 3-15に示し、捕集量とばく露量の関係式の傾きを
表 3-6にまとめた。 
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図 ３-10 アセトンの捕集量とばく露量との関係（拡散管長：3.15cm） 
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図 ３-9 アクリロニトリルの捕集量とばく露量との関係 
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図 ３-11 アセトンの捕集量とばく露量との関係（拡散管長：1.15cm） 
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図 ３-12 アセトンの捕集量とばく露量との関係（拡散管長：0.30cm） 
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図 ３-13 アクリロニトリルの捕集量とばく露量との関係（拡散管長：3.15cm） 
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図 ３-14 アクリロニトリルの捕集量とばく露量との関係（拡散管長：1.15cm） 
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図 ３-15 アクリロニトリルの捕集量とばく露量との関係（拡散管長：0.30cm） 
 
表 ３-6 拡散管長及び捕集液量を変化させた時の捕集量とばく露量の関係 
物質名 拡散管長 
(cm) 
実験回数 
(回) 
捕集量とばく露量の関係式の傾き 
捕集液量：2.0ml 捕集液量：1.0ml 捕集液量：0.5ml 
アセトン  
3.15 
1 0.054 0.056 ―――― 
2 0.057 0.055 ―――― 
3 0.059 ―――― 0.053 
 
1.15 
1 0.11 0.11 ―――― 
2 0.12 0.11 ―――― 
3 0.11 ―――― 0.11 
 
0.30 
1 0.29 0.30 ―――― 
2 0.29 0.28 ―――― 
3 0.31 ―――― 飽和 
アクリロニトリル  
3.15 
1 0.038 0.036 ―――― 
2 0.038 0.040 ―――― 
3 0.038 ―――― 飽和 
 
1.15 
1 0.067 0.059 ―――― 
2 0.066 0.058 ―――― 
3 0.064 ―――― 飽和 
 
0.30 
1 0.11 飽和 ―――― 
2 0.11 飽和 ―――― 
3 0.12 ―――― 飽和 
注）「－」は実験未実施。「飽和」は飽和により直線性が得られなかった。＊は飽和の影響が見られる。 
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これらの結果から、アセトンについては捕集液量が 2.0ｍｌ、1.0ｍｌの場合は、捕集液量の違いがあっても
捕集量とばく露量との間には同一の直線性が得られた。しかしながら、捕集液量が 0.5ml の場合には、拡散
管長 0.30cm の時に飽和の影響が見られた。アクリロニトリルについては捕集液量が 2.0ｍｌの場合は、捕集
量とばく露量との間には直線性が得られた。しかしながら、捕集液量が 1.0mlの場合には、拡散管長 3.15cm
の時には直線性が見られたが、拡散管長 1.15cm の時には若干飽和の影響が見られた。捕集液量が 0.5ml
の場合には、どの拡散管長でも飽和の影響が見られた。以上から、捕集液量が 2.0ｍｌの場合が実際の測定
に有効であると考えられた。 
メタノール、アセトン、アクリロニトリルに加えてその他の７物質についてのばく露実験を行った結果、捕集
量とばく露量の間には直線関係が認められ、その関係式の傾きを表 3-7 にまとめた。この傾きの値の傾向と
しては、メタノール、アセトン、アクリロニトリルの結果と同様に拡散管長が短いほど傾きが大きくなる傾向であ
った。特に、傾きが大きかったのは、エチレングリコールモノエチルエーテル、1,4-ジオキサン、イソプロピル
アルコール、メタノール、イソブチルアルコールなど捕集液である水に溶解し易い物質であった。 
表 ３-7  揮発性化学物質の捕集量とばく露量の関係（捕集液量 2.0ml） 
 捕集量とばく露量の関係式の傾き 
揮発性化学物質 拡散管長 3.15cm 拡散管長 1.15cm 拡散管長 0.30cm 
メタノール 0.0772 0.1830 0.8500 
アセトン 0.0603 0.1170 0.3310 
アクリロニトリル 0.0449 0.0717 0.1310 
イソプロピルアルコール 0.0782 0.1880 1.0540 
イソブチルアルコール 0.0847 0.1910 0.7200 
メチルエチルケトン 0.0710 0.1370 0.3600 
酢酸エチル 0.0305 0.0628 0.0783 
１，４-ジオキサン 0.1020 0.2770 1.4500 
テトラヒドロフラン 0.0488 0.1020 0.2200 
酢酸メチル 0.0440 0.0600 0.1080 
3.2. 捕集量とばく露量の関係式の傾きのばらつきについて 
アセトンについて行った捕集量とばく露量の関係式の傾きのばらつきについて表3-9と表3-10にまとめた。
表 3-8から、5つの拡散管長 3.15cmの LiPSの 188ppmのアセトン同時ばく露実験結果から器差の変動係
数は 3.9％であった。また、表 3-9から異なる実験日間のばらつきの変動係数は 11％から 15％であり、拡散
管長が短い方が大きかった。 
 
表 ３-8 捕集量とばく露量の関係式の傾きの器差のばらつき（アセトン） 
ばく露濃度(ppm) 拡散管長(3.15cm) 平均値 標準偏差 変動係数(%) 
188 0.0652  
 
0.0673 
 
 
0.0026 
 
 
3.89 
188 0.0694 
188 0.0660 
188 0.0707 
188 0.0650 
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表 ３-9 捕集量とばく露量の関係式の傾きの日間のばらつき（アセトン） 
 拡散管長(cm) 
ばく露濃度(ppm) 3.15cm 1.15cm 0.30cm 
200 0.0625 0.1211 0.3465 
175 0.0709 0.1404 0.4049 
108 0.0540 0.1100 0.2900 
57 0.0570 0.1200 0.2900 
111 0.0590 0.1100 0.3100 
平均値 0.0607 0.1203 0.3283 
標準偏差 0.0065 0.0124 0.0487 
変動（％） 10.70 10.32 14.82 
 
4. 考 察 
4.1. サンプリング速度について 
捕集液量が 0.5mlの LiPSの場合は捕集液の飽和による影響が見られたが、捕集液 2.0mlの LiPSについ
ては、ばく露濃度及びばく露時間を変化させて行った実験の結果、捕集量とばく露量の関係についてはメタ
ノール、アセトン、アクリロニトリルともに良好な直線関係が得られた。これらのばく露実験の関係式は次式で
表すことができる。 
 tCaM                         ３-17  
M:捕集量(μg)、C：ばく露濃度(ppm)、ｔ：ばく露時間(ｈｒ) 
捕集量とばく露量の直線関係の傾きはサンプリング速度となるが、捕集量とばく露量の関係式を単位を考
慮して再導出すると下式が得られる。 
  )s(3600t)cm/g(
1000
1
47.24
MW
C
)cm(L
)cm(A
)s/cm(D)g(M
3
2
2







         ３-18 
M: 捕集量（ug）、D: 拡散係数（cm2/s）、A: 拡散断面積(cm2)、L: 拡散長(cm)、C:空気中濃度(ppm)、t:捕
集時間(ｈｒ)  （25℃、1013hPa時の１モル蒸気の占める容積は 24.47ℓ/mol とした。） 
この式を整理すると 
)hr(t)ppm(C3600
1000
1
47.24
MW
L
A
D)g(M 






         ３-19 
この 3-17式と、ばく露実験結果から得られた捕集量とばく露量の関係式（3-15式）の傾き(a)とを比較する
ことにより次式の関係が得られる。 






 3600
1000
1
47.24
MW
L
A
Da  
したがって、サンプリング速度（SR:cm3/s）を実験結果から得られた捕集量とばく露量の関係式の傾き(a)か
ら計算する式は次式となる。 







3600
1
1
1000
MW
47.24
a
L
A
D)SR(サンプリング速度        ３-20 
ばく実験結果の捕集量とばく露量の関係式の傾き(a)から 3-18式を用いてサンプリング速度を求めた値を
実験値とし、拡散係数(D)と拡散断面積(A)、拡散管長(L)から計算した値(DA/L)を理論値として表 3-10にま
とめ、それらの値を比較したものを図 3-16に示した。 
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表 ３-10 LiPSのサンプリング速度(SR)の理論値と実験値 
物質 拡散管長(cm) 3.15 1.15 0.30 
メタノール 捕集量(ug)とばく露量(ppm・hr)の関係式の傾き 0.0772 0.1833 0.8502 
サンプリング速度(SR理論値） cm3/s 0.0147  0.0404  0.1547  
サンプリング速度(SR実験値） cm3/s 0.0164  0.0389  0.1806  
アセトン 捕集量(ug)とばく露量(ppm・hr)の関係式の傾き 0.0603 0.1174 0.3309 
サンプリング速度(SR理論値） cm3/s 0.0100  0.0273  0.1047  
サンプリング速度(SR実験値） cm3/s 0.0071  0.0137  0.0387  
アクリロニトリル 捕集量(ug)とばく露量(ppm・hr)の関係式の傾き 0.0412 0.0668 0.124 
サンプリング速度(SR理論値） cm3/s 0.0102  0.0281  0.1075  
サンプリング速度(SR実験値） cm3/s 0.0088  0.0142  0.0263  
図 3-16 からメタノールのサンプリング速度の回帰直線の傾きは 1.19 とほぼ 1に近い値であり理論値と実
験値がほぼ一致していたが、アセトンは理論値の約 3分の１、アクリロニトリルは理論値の約 5分の 1 と理論
値よりも実験値の方が小さい値を示した。 
y = 1.1931x - 0.0048
R² = 0.9979
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図 ３-16 LiPSのサンプリング速度(SR)の理論値と実験値の比較 
メタノール以外のアセトンとアクリロニトリルでサンプリング速度が理論値よりも小さくなることからサンプリン
グ速度を構成するパラメータである拡散係数、拡散断面積、拡散長について考察を行った。 
拡散断面積は LiPS の形状から小さくなるということは考えられない。拡散長については、拡散管の長さは
変化がないが、拡散管の入口に気流が侵入して真の拡散長が若干短くなることも考えられる。実測値から計
算したサンプリング速度はこの影響を受けているが、理論値は形状の拡散管長を使っているためサンプリン
グ速度を過大評価していることも考えられる。図 3-16のメタノールのサンプリング速度は理論値よりも実験値
の方が 20％程度高くなっているがこの一部は気流による影響かもしれない。 
次に、サンプリング速度が理論値と実験値と異なる要因として拡散係数の値にばらつきについて考察を
行った。拡散係数（cm2/sec）について拡散管長 3.15cm の LiPS のばく露の実験結果から計算した実験値と
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文献値(25℃)や推定値などとの比較検討を行い、その結果を表 3-11にまとめた。 
表 ３-11 拡散係数の比較 (カッコ内は温度) 
表 3-11 から今回、主としてばく露実験を行ったメタノール、アセトン、アクリロニトリルなどの拡散係数の変
動係数は 5％程度であった。その他の物質については最大で 13％であった。なお、表 3-11文献４の拡散係
数については拡散係数そのものが示されていなかったのでサンプリング速度より計算した。また、推算値は、
拡散係数の経験的な推算式（3-16式）により推算したものである。 
拡散係数の経験的な推算式を用いて温度による拡散係数の変化について温度 25℃を基準として図
3-17 に示した。通常の作業環境は 20℃から 30℃であり今回行ったばく露実験は 25℃前後の温度で 10％
程度の変動であると考えられる。 
 
図 ３-17 拡散係数の温度変化（25℃を基準） 
以上から、メタノールを以外のアセトンやアクリロニトリルのサンプリング速度が、アセトンは理論値の約 3
分の１、アクリロニトリルは理論値の約 5分の 1であることの原因として拡散係数は考えにくい。 
4.2. 捕集材表面濃度を考慮した捕集量とばく露量の関係式の再検討 
サンプリング速度が理論値よりも小さくなる原因としてサンプリング速度を構成するパラメータである拡散
係数、拡散断面積、拡散長について考察を行った結果、その主な要因としては考えられないことが明らかと
なった。そこで、3-5 式の導出時に設定した仮定に問題があるのではないかと考えて、捕集量とばく露量の
物質名 拡散係数(cm2/s) 変動係
数（％） 文献値 13-10) 文献値 23-11) 文献値 33-12) 文献値 43-13) 推算値 
メタノール --- 0.152(25) 0.162(25.6) --- 0.165 (25) 4.3 
アセトン 0.105（25） 0.105(25) --- 0.0945 0.109 (25) 5.9 
アクリロニトリル 0.106（25） 0.106(25) --- 0.1033 0.114 (25) 4.5 
ジメチルホルムアミド --- --- --- 0.0837 0.101 (25) 12.9 
イソプロピルアルコール 0.101（25） 0.101(25) 0.0803(0) 0.0929 0.106 (25) 10.4 
酢酸メチル 0.0978（25） --- 0.101(20.3) 0.0872 0.102 (25) 6.9 
イソブチルアルコール 0.0880（25） --- 0.0681(0) 0.0846 0.0924 (25) 12.7 
酢酸エチル 0.0861（25） 0.0861(25) 0.063 (0) 0.0813 0.0897 (25) 13.1 
酢酸イソプロピル 0.0770(25) --- --- 0.0747 0.0812 (25) 4.2 
酢酸イソブチル 0.0690（25） --- --- 0.0731 0.0746 (25) 4.0 
温度（℃） 
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関係式の再検討を行った。 
3-5 式を導入する際には捕集材の表面での吸着がほぼ瞬間的に行われると考えてその表面の濃度をゼ
ロと仮定したが、図 3-18 に示したように捕集材が液体（水）の場合には、固体（活性炭）の場合と異なり、捕
集材である液体への溶解が瞬間的ではなくある一定の時間かかるため捕集材表面濃度をゼロとする仮定が
成立していないのではないかと考えられた。このことは液体への溶解度の低い物質ほど理論値との違いが
大きくなる傾向からも予想される。この仮定をもとに捕集量とばく露量の関係式の再導出を行った結果、
3-21 式が得られた。この式を変形すると 3-22 式となるが、この式と 3-5 式を比べると 3-5 式に補正項
[1-(C0/C)]が付加したものとなっている。 
 
図 ３-18  拡散管内の濃度分布 
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ここで、ばく露実験により得られた捕集量とばく露量の関係式（3-17 式）に 3-22 式を代入して整理すると
3-23 式が得られる。この式はサンプリング速度の実験値と理論値の比が補正項に等しいことを表している。
（3-24式） 
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M:捕集量、D:拡散係数、L:拡散管長、A:拡散断面積、t:捕集時間、C:空気中濃度、C0:捕集液表面の空
気中濃度 
 
3-24 式よりばく露実験で得られた捕集量とばく露量の関係式の傾きがサンプリング速度の実験値であり、
その値をサンプリング速度の理論値で割った値が補正項 1-(C0/C)の値と等しくなる。これらの関係を用いて
メタノール、アセトン、アクリロニトリルの補正項および捕集材表面濃度(C0/C)の計算結果を表 3-12、図 3-19
に示した。(C0/C)の値はメタンール以外ではゼロとはならないことから捕集材表面濃度（C0）がある値を持つ
  
  
C 
  
A 
  
V 
L 
D 
C0 
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ことが明らかとなった。また、この値は、拡散管長が小さいほど、また、アセトンよりも水に溶解しにくいアクリロ
ニトリルの方が大きい値を示したが、このことは拡散管長が短いほど、また、水に溶解しにくいほど捕集材表
面濃度（C0）が高くなることを示唆している。これらの結果から、拡散管長が短い場合は吸収律速となるため
溶解しにくい物質ほど捕集材表面濃度（C0）が高くなり、拡散管長が長い場合は拡散律速となり捕集材表面
濃度（C0）が低くなるということが想定される。 
表 ３-12 拡散係数および補正項の比較 
 拡散管長(cm) 1-(C0/C)  C0/C 
メタノール 3.15 1.113 -0.113 
1.15 0.965 0.0353 
0.30 1.167 -0.167 
アセトン 3.15 0.707 0.293 
1.15 0.503 0.497 
0.30 0.370 0.630 
アクリロニトリル 3.15  0.855  0.146 
1.15  0.506  0.494 
0.30  0.245  0.755 
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図 ３-19 捕集材表面濃度(C0/C)と拡散長の関係 
メタノール、アセトン、アクリロニトリルのほか、イソプロピルアルコール、イソブチルアルコール、メチルエチ
ルケトン、酢酸エチル、１，４－ジオキサン、テトラヒドロフラン、酢酸メチルなど有機溶剤について行ったばく
露実験結果から捕集量とばく露量の間に直線関係が認められ、これら 10 種類の捕集量とばく露量の関係
式の傾きから C0/Cの値を計算し、その値を拡散長ごとに示したのが図 3-20である。この図から拡散長が小
さくなるほど C0/C の値が大きくなる傾向が見られた。また、C0/C の値は、非アルコール系溶剤よりも水に溶
解し易いアルコール系溶剤の方が小さくなる傾向であった。これは、拡散長が大きくなると拡散距離が長く
なるため拡散律速となり捕集材表面濃度は小さくなる。一方、拡散長が小さくなると拡散距離が短くなる
ため吸収律速となり捕集材表面濃度は大きくなるためと考えられる。 
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図 3-21はサンプリング速度の理論値について気流の侵入の影響を考慮して拡散長が実際の拡散管長よ
りも 0.1ｃｍ短くなると仮定して再計算したものであり、気流の侵入の影響を考慮しない図 3-20に比べて拡散
長と捕集材表面濃度の関係が明確になっている。 
この 10 種類以外のジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミド、酢酸イソプロピル、酢酸イソブチルについ
ても捕集量とばく露量との間に直線関係が認められ、それぞれのサンプリング速度(m3/min)は、0.50、0.43、
0.11、0.11であった 3-14)。 
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図 ３-20  拡散長と捕集材表面濃度 
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図 ３-21  拡散長と捕集材表面濃度（サンプリング速度の理論値の拡散長の気流補正：‐0.1cm） 
5. 結 論 
有機溶剤を中心にばく露実験を行った結果、捕集量とばく露量との関係には良好な直線関係が認められ
た。しかしながら、捕集量とばく露量との関係式は捕集材に固体を用いた時の式は成立せず、この式に補正
項を加えた式が成立することが確認された。この理由として捕集材の違いによるもであり、活性炭への吸着
速度に比較して水への吸収速度の方が小さいために捕集材表面濃度がゼロとならないことが原因であると
考えられた。 
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第３項 LiPSの捕集量とばく露量との関係に関する研究（２） 
1. 目 的 
液体を捕集材としたパッシブサンプラー捕集量とばく露量の関係式は固体を捕集材としたパッシブサンプ
ラーの関係式に捕集材表面濃度を考慮した補正項が必要であることが明らかとなった。そこで、本研究では
パッシブサンプラー（LiPS）の捕集材を活性炭をとした場合と水とした場合についてのばく露実験により、捕
集材表面濃度の違いについて検討を行う。また、拡散過程に加えて吸収過程も考慮した捕集材表面濃度
を推定する推算式の導出を行う。 
2. 方 法 
第2項のLiPSの捕集量とばく露量のと関係に関する研究（1）では、関係式の導出時において拡散過程
の捕集材表面濃度の条件について再検討を行い、捕集材表面（膜表面）の空気中濃度を C0 として関係式
の再導出を行った結果、液体を捕集材としたパッシブサンプラー（LiPS）の関係式は 3-5 式ではなく補正項
が付加された 3-22式が適当であることが示唆された。 
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M:捕集量、D:拡散係数、L:拡散長、A:拡散断面積、t:捕集時間、C:空気中濃度、C0:捕集材表面濃度 
捕集材が液体（水）の場合には、固体（活性炭）の場合と異なり、液体への溶解度の低い物質では捕集材
の表面の濃度がゼロという仮定が成立しないということを推定して 3-20 式を導出し、実験結果からも捕集材
表面濃度（C0）がある一定の値を示すことが明らかとなった。しかしながらこの捕集材表面濃度（C0）が開発し
たLiPS固有の特性によるものかあるいは捕集材の種類によるものかについて確認するために捕集材に精製
水を使用したLiPS（捕集液量を2.0ml）と精製水の代わりに３Ｍ社製有機ガスモニター（#5200）の活性炭デイ
スクを LiPSの捕集材に使用したものを用いて拡散管長が 3.0cm,1.0cm,0.15cmの３種類の LiPSについてば
く露実験を行った。ばく露実験は、LiPS をチャンバー（27.8L）内に標準ガス発生装置により発生させた
50ppmから 170ppmの濃度に調整したアセトンとメチルエチルケトン雰囲気中に１時間から３時間、0.2m/sか
ら 0.3m/s の気流下でばく露させた。ばく露後、捕集材の精製水は直接、活性炭は二硫化炭素で脱着して
捕集液中の有機溶剤をガスクロマトグラフ（島津 GC7A(FID)、カラム ; gaskuropack54, 3mmφ×
1m,60/80mesh、カラム温度;150-180℃、注入口温度; 200℃）で分析を行った。 
また、捕集材表面濃度を推定する推算式について拡散過程に加えて吸収過程も考慮し、境界層にお
けるマテリアルバランスを用いた理論的な解析を行い、その導出を行う。 
3. 結 果 
活性炭を捕集材とした LiPS の捕集量とばく露量の関係式の傾きをもとめアセトンについては表 3-14
に、メチルエチルケトンについては表 3-15に示した。なお、表中には捕集量とばく露量の関係式の傾きに
ついて、既に求めた精製水を捕集材とした実験値も比較のために示した。捕集量とばく露量は良好な
直線関係が見られ、その関係式の傾きは、精製水を捕集材とした時の傾きよりも大きく、アセトンでは拡
散管長 3.15cmの時は 1.7倍、拡散管長 1.15cmの時は 2.2倍、拡散管長 0.30cmの時は 4.0倍、メチ
ルエチルケトンでは拡散管長 3.15cmの時は 1.5倍、拡散管長 1.15cmの時は 1.9倍、拡散管長 0.30cm
の時は 3.7倍となった。拡散管長が短くなるにつれて倍率が大きくなる傾向が見られた。 
これは、精製水を捕集材とした LiPS で拡散管長が短くなるにつれて理論値との乖離が大きくなる傾
向が見られたことと同様な傾向が見られた。また、アセトンとメチルエチルケトンの拡散係数はかなり似た
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値であり、表 3-13 のアセトンの捕集量とばく露量の関係式の傾き（捕集材：活性炭）と表 3-14 のメチルエチ
ルケトンの捕集量とばく露量の関係式の傾き（捕集材：活性炭）もほぼ同様な値となっている。このことから、
活性炭を捕集材とした LiPSの傾きが理論値に近いことが示唆される結果となっている。 
表 ３-13  活性炭を捕集材とした LiPSの捕集量とばく露量の関係（アセトン） 
  捕集量(ug) 
ばく露時間 
(hr) 
ばく露濃度 
(ppm) 
ばく露量 
(ppm×hr) 
拡散管長 
3.15cm 
拡散管長 
1.15cm 
拡散管長 
0.30cm 
1 167.71  167.71  15.65  43.23  194.46  
2 172.58  345.16  33.89  83.42  499.13  
3 177.46  532.37  58.30  123.14  675.14  
捕集量とばく露量の関係式の傾き（捕集材：活性炭） 0.105 0.256 1.31 
捕集量とばく露量の関係式の傾き（捕集材：精製水） 0.0603 0.117 0.331 
 
表 ３-14  活性炭を捕集材とした LiPSの捕集量とばく露量の関係（メチルエチルケトン） 
  捕集量(ug) 
ばく露時間 
(hr) 
ばく露濃度 
(ppm) 
ばく露量 
(ppm×hr) 
拡散管長 
3.15cm 
拡散管長 
1.15cm 
拡散管長 
0.30cm 
1 50.64  50.64  6.50  8.08  83.67  
2 53.48  106.95  11.30  15.38  153.66  
3 56.31  168.94  16.97  25.82  210.15  
捕集量とばく露量の関係式の傾き（捕集材：活性炭） 0.104 0.261 1.32 
捕集量とばく露量の関係式の傾き（捕集材：精製水） 0.0710  0.137  0.360  
 
4. 考 察 
4.1. 捕集材を活性炭とした検討結果の考察 
表 3-13と表 3-14の捕集量とばく露量の関係式の傾きからサンプリング速度を計算した値（実験値）とサン
プリング速度の理論値、補正項などの計算結果を表 3-15 と表 3-16にまとめ、図 3-22 と図 3-23に示した。 
なお、捕集量とばく露量の関係式の補正項、捕集材表面濃度の推算には第 2項の LiPSの捕集量とばく
露量のと関係に関する研究（1）で導出した 3-24式を用いた。 

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表 ３-15  LiPSのサンプリング速度と捕集材表面濃度（アセトン） 
拡散管長(cm) 3.15 1.15 0.30 
捕集量(ug)とばく露量(ppm・hr)の関係式の傾き 0.105 0.256 1.31 
サンプリング速度(SR理論値） cm3/s 0.0094  0.0258  0.0991  
サンプリング速度(SR実験値） cm3/s（活性炭） 0.0123  0.0299  0.1533  
（SR実験値）/（SR理論値)=1-(C0/C) 1.3022  1.1591  1.5473  
C0/C -0.3022  -0.1591  -0.5473  
サンプリング速度(SR実験値） cm3/s（精製水） 0.0071 0.0137 0.0387 
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表 ３-16 活性炭を捕集材とした LiPSのサンプリング速度と捕集材表面濃度（メチルエチルケトン） 
拡散管長(cm) 3.1 1.15 0.30 
捕集量(ug)とばく露量(ppm・hr)の関係式の傾き 0.104 0.261 1.32 
サンプリング速度（SR理論値） cm3/s 0.0086  0.0233  0.0891  
サンプリング速度（SR実験値） cm3/s（活性炭） 0.0098  0.0246  0.1245  
（SR実験値）/（SR理論値)=1-(C0/C) 1.1310  1.0597  1.3964  
C0/C -0.1310  -0.0597  -0.3964  
サンプリング速度(SR実験値） cm3/s（精製水） 0.000603 0.00317 0.0321 
表 3-15、表 3-16から、集材表面濃度（C0）は、捕集材に精製水を使用した時に比べ、捕集材に活性炭を
使用した時の方が、かなり小さくなっていることがわかる。サンプリング速度は、捕集材が精製水の場合は実
験値は理論値よりもかなり小さくなっているが、捕集材が精製水の場合は逆に理論値よりも実験値の方が大
ききなっている。理論値よりも実験値の方が若干大きくなる傾向が見られているが、これは拡散管内への気
流の侵入により実際の拡散長が短くなっているためサンプリング速度が拡散管長で計算したものよりも大きく
なっているものと考えられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ３-22  アセトンのサンプリング速度(SR)の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ３-23 メチルエチルケトンのサンプリング速度(SR)の比較 
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そこで、サンプリング速度の理論値について気流の侵入の影響を考慮して拡散長が実際の拡散管長より
も 0.1ｃｍ短くなると仮定して再計算したサンプリング速度の理論値を用いたものを図 3-24と図 3-25に示した。
気流補正後の回帰式の傾きはほぼ１となり、相関係数も気流補正前よりも１に近くなった。 
これらの考察から、捕集量とばく露量の関係式の補正項は開発した LiPS 固有の特性によるものでなく捕
集材の種類によるものであると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ３-24  アセトンのサンプリング速度(SR)の比較（SR理論値の拡散長の気流補正：‐0.1cm） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ３-25  メチルエチルケトンのサンプリング速度(SR)の比較（SR理論値の拡散長の気流補正：‐0.1cm） 
4.2. 捕集量とばく露量の関係式の導出 
第2項のLiPSの捕集量とばく露量のと関係に関する研究（1）では、関係式の導出時においては拡散過
程のみに注目したが、ここでは吸収過程も考慮して捕集量とばく露量のと関係式の導出を行った。 
図 3-26は開発した LiPSを横に置いた状態を示したもので、ガス状物質は左の捕集口から拡散管内に侵
入して境界層を通過して捕集材（吸収液）に捕集される。気層と液層の境界にの境界層を想定して、この中
でのΔｔ時間当たりについての物質収支関係について考える。ただし、気層内の拡散は定常状態であるとし
た。 
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境界層内の物質の変化量＝気層から境界層内への流入量－境界層内から液層への流出量 
 
 
 
 
 
 
 
図 ３-26 LiPSの気層と液層の境界に仮定した境界層 
 Δｔ時間当たりの物質収支の関係を式で表すと次式となる。ただし、δl:境界層の厚さ、δV：境界層の体
積、C:LiPS 外部の空気中濃度（一定濃度とする）、C0：境界層中濃度、Jin：単位時間当たりに境界層へ入っ
てくる物質量、Jout：単位時間当たりに境界層から出て行く物質量とする。 
 
 
 
 
とすると次式が得られる。 
   
                      ３-25 
 
一方、気層内の拡散が定常状態であるとしたことから、単位時間当たりの拡散による流入量（Jin）について
はフィックの拡散式を定常状態で解いた次式が成立する。ただし、D:拡散係数、A：拡散断面積、L：拡散長
とする。 
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液層への単位時間当たりの吸収による流出量（Jout）については次式が成立するものとする。ただし、ｋ：吸収
係数とする。 
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3-26式と 3-27式を 3-25式に代入する。 
 
 
この式を初期条件（t=0で C0(0)=0）で解くと次式が得られる。 
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よって、3-22式の補正項は次式となる。 
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3-29式に測定対象物質の拡散係数（D）、LiPS の形状（A、L）、吸収係数（ｋ）、境界層の厚さ（δl）を代入す
ることにより捕集量とばく露量との関係式の補正項の推算が可能となる。しかしながら吸収係数（ｋ）と境界層
の厚さを確定することは難しい。 
ここで、3-28 式の指数部がゼロとみなせれば次式が成立する。（3-28 式で C0(t)は時間に関係がなくなるの
で単に C0とした） 
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この 3-30式を 3-22式に代入すると、捕集量とばく露量との関係式として次式が得られる。 
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この3-31式が捕集材に水を用いたパッシブサンプラー（LiPS）の捕集量とばく露量との関係式となる。この
3-31 式でサンプリング速度(DA/L)の値に比べて吸着速度（ｋ：吸収係数）の値が大きい場合には、捕集材
に活性炭を用いたパッシブサンプラーの捕集量とばく露量との関係式となる。 
k
L
A
D  の場合  tC
L
A
DM    となる 
以上の考察で確認しなければならない事項として次の３つがあるが、以下、これらについて考察を行う。 
① 3-28式の指数部がゼロとみなせられるか。 
② 吸収係数（ｋ）の値が確定するか。 
③ 境界層の厚さが確定するか。 
拡散管長が一番短い LiPS（拡散長：0.30cm）について拡散過程における応答時間（応答時間は第４節の
応答時間の推算式により推算）を計算すると 0.41 秒となる。そのため、拡散管長内の濃度分布は短時間で
定常状態となり吸収律速となっているものと考えられる。まず、3-31式を変形すると次式となる。 
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拡散管長が極端に短い時は、吸収律速となり、次の関係が成立するとする。 
k
L
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D   
この関係を考慮すると次式が得られる。 
  tCkM   
この関係式から、吸収係数(ｋ)は、実測した拡散管長 0.30cmの LiPSの捕集量とばく露量の関係式の傾き
（サンプリング速度）で近似的に代用することができる。 
拡散管長 0.30ｃｍのサンプリング速度の実験値を吸収係数(ｋ)として 3-28式より平衡点に達し C0/Cの値
が一定になるまでの時間変化を時間変化が一番遅いと考えられる拡散長の長い拡散管長が3.15cmのLiPS
について 3-28 式の[ ]内の値を計算した。しかしながら、境界層の厚さ（δｌ）が確定できないので 0.20cm と
0.10cmに設定（仮定）して計算を行い、その結果を図 3-27および図 3-28に示した。 
図 3-27、図 3-28 から拡散長が短いほど、また、アクリロニトリルよりもメタノールなど水に溶解し易いの物
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質ほど速く一定値になることがわかった。一定値になるまでの時間は 10 秒以内と推定された。拡散管長が
3.15cmのLiPSの応答時間は45秒（アセトン）となり、拡散律速と考えることができる。境界層の厚さの影響に
ついては 0.20cmの場合よりも 0.10cmの場合の方が一定になるまでの時間が短かった。 
 
 境界層の厚さはかなり薄いと考えられるが、その最大値として 0.20cm を想定して一定値になるまでの時間
は10秒以内である。そのため、3-31式が成立するものとして、境界層の厚さを0.20cmについて、実験結果
からの捕集量とばく露量の傾きから 3-17式により計算したサンプリング速度と境界層を考えた理論的な
考察から導出した 3-30式から 3-22式を考慮して推算したサンプリング速度とを比較したものを図 3-29
に示した。なお、拡散管長が 3.15cm と 1.15cm の LiPS を対象とした。図から両者の値は非常に良く一
致しており、相関係数も 0.958 で回帰直線も原点を通る直線となっていた。ただ、回帰直線の傾きから
は推算値は実測値よりも若干小さい値となっていた。 
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図 ３-27 時間関数項（3-28式の[ ]内）の経時変化(境界層の厚さ：0.20cm、拡散管長：3.15cm) 
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図 ３-28 時間関数項（3-28式の[ ]内）の経時変化(境界層の厚さ：0.10cm、拡散管長：3.15cm) 
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図 ３-29 サンプリング速度の実験値と推定値の比較（10物質） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この相関関係が成立していることから、境界層の厚さを 0.20cm と想定したことについては、大きな問題
はないように思われる。また、境界層の厚さを 0.20cm以上にしてC0/Cの値が一定値にならない状況におけ
る推定値を用いると、その値はさらに小さくなってしまい、結果として回帰式の傾きがさらに大きくなってしま
う。 
以上の考察から捕集材表面の濃度がゼロではなく一定の値になるという仮定のもとに導出した捕集量と
ばく露量の関係式の有効性が確認された。 
5. 結 論 
パッシブサンプラー（LiPS）の捕集材を活性炭とした場合と水とした場合の実験結果から水を捕集材とした
場合の捕集材表面濃度はかならずしもゼロとはならないことが明らかとなった。また、捕集材表面濃度につ
いて拡散過程に加えて吸収過程も考慮して理論的な考察を行った結果、捕集材表面濃度を推定する推算
式を導出した。この推算式の推算値と実験値との間に良い相関関係が見られたことにより、推算式の有効性
が確認された。 
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第４節 パッシブサンプラーの非定常状態に関する研究 
1 目 的 
一般に作業環境の空気中濃度は時間的に変動しているため、このような濃度変動よりも測定器の応答時
間が十分短くないと正確な測定を行うことはできない。パッシブサンプラーは、ポンプを用いずにガス・蒸気
の拡散現象を利用してサンプリングを行うためサンプリング速度が小さいため、ポンプを用いたサンプリング
に比べて応答時間が長くなることが懸念される。この応答時間は、非定常状態の影響によるものである。そこ
で、捕集材に液体を用いたパッシブサンプラーの非定常状態の影響について実験的および理論的な検討
を行った 3-15）。 
2 方 法 
非定常状態の存在時間（応答時間）については、1977 年に Tompkins3-16)がはじめて簡易的な推算式
（3-30式）を示した。測定対象物質の捕集材の表面の濃度をゼロ、拡散管入口の濃度をCとした場合、拡散
管内の定常状態の濃度分布を図 3-30 に示したが、拡散管内の平均濃度は C/2 で、拡散管断面積を A、
拡散管長を L とすると拡散管内部の容積は A・L となる。よって、拡散管内に存在する測定対象物質の量は、
(C/2)LA となる。この物質量がすべて移動して吸着材に捕集されるまでの時間が応答時間（tR）となるので、
拡散管内に存在する測定対象物質の量を、単位時間当りに移動する物質量（J・A）で割ることにより求めるこ
とができる。ただし、Jは単位時間、単位面積当たりに移動する物質量とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        ３-32 
 
定常状態においては次式（3-5式）が成立する。 
tC
L
A
DM            ３－５ 
M:捕集量、D:拡散係数、L:拡散長、A:拡散断面積、t:捕集時間、C:空気中濃度 
よって、単位時間、単位面積当たりに移動する物質量 Jは次式となる。 
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この式を 3-32式に代入する。 
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応答時間（レスポンスタイム）は、測定対象物質の捕集材の表面の濃度がゼロでなく C0 とした場合でも同
様な方法で導くことができ、計算式は同様となる。 
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図 ３-30 拡散管内の定常状態における濃度分布 
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この 3-33式により LiPSのアセトン（拡散係数 0.109cm2/s（25℃））捕集時の応答時間を推算してみると拡
散管長が 0.30cmの場合は 0.41秒、１.15cmの場合は 6.1秒、3.15cmの場合は 46秒、5.15cmの場合は 122
秒、10.15cm の場合は 473 秒となり拡散管長が長くなるに従って応答時間が長くなる。濃度変動によるパッ
シブサンプラーの拡散管内での非定常状態の影響について検討を行うには、濃度変動はこの応答時間の
値程度の時間で変化する濃度にパッシブサンプラーをばく露させる必要があるため、この応答時間の推定
値を参考にばく露時間の設定を行った。 
ばく露実験の方法については、気流が一定方向に流れる管内にパッシブサンプラーを固定し、その上流
に瞬間的に蒸気を注入してパッシブサンプラーにパルス状の濃度変化にばく露させる方法１）がある。しかし
ながら、このような方法ではある特定の濃度変化を再現性よく発生させることは非常に困難であり、また発生
させたとしても短時間にパルス状の濃度が拡散し、パルス幅やその形状が変化してしまうためパッシブサン
プラーのばく露時のパルス形状を確認することがむずかしい。そこで本研究ではパッシブサンプラーをパル
ス状のパターンを持った濃度変動下でばく露させるのではなく、パルス幅にほぼ等しい時間だけ一定の濃
度下にパッシブサンプラーをばく露させることにより、相対的にパルス状のパターンを持った濃度変動下で
のばく露とほぼ等しい効果が得られるものと考えた。 
ばく露方法は、１パルスだけの、つまり１回だけの秒単位の暴露ではパッシブサンプラー（LiPS）で捕集さ
れる物質の捕集量が極端に尐なくガスクロマトグラフによる定量が難しいため、複数回同じパターンでばく露
を繰返し（以下断続ばく露）、これを応答時間の影響を受けたサンプルとした。一方、応答時間の影響が無
視できるサンプルとして断続ばく露と平行して同じパッシブサンプラー（LiPS）を連続してばく露（以下連続ば
く露）させた。断続ばく露はばく露パターンのパルス幅が 5 秒、10 秒、30 秒の 3 種類に設定し、連続ばく露
時間は断続ばく露時間の倍となるようにした。この２つのばく露パターンを図 3-31に示した。 
 
ばく露実験は、チャンバー内に 100ppm から 3000ppm の一定濃度のメタノール、アセトン蒸気を調整し、
拡散管長 0.30㎝、3.15㎝、5.15㎝、10.15㎝の LiPS（A=0.283cm2、拡散断面積 0.4cm2、捕集液量 1.0 ml）
を２つのばく露パターンでばく露させた後、ガスクロマトグラフにより捕集液（精製水）中のアセトン量、メタノ
ール量を分析した。なお、ガスクロマトグラフは島津 GC-4CM を使用し、その分析条件は：Col.Temp. 80℃、
Inj.Temp.130 ℃、Colum PEG4000 10% Chromosorb W AW 80/100mesh 3mm φ×2.0mで行った。なお、
非定常状態のシミュレーションについては数学ソフトである Mathematica(Wolfram Reserch Inc.、USA)、およ
び Mathcad（MathSoft Inc.、USA）を使用した。 
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図 ３-31 断続暴露と連続暴露 
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3 結 果 
実験結果から断続ばく露のさせた LiPSの捕集量と、それと平行して連続ばく露させた LiPSの捕集量の比
と拡散管長との関係についてまとめ、断続ばく露のパルス幅の時間が5秒、10秒、20秒について、それぞれ
メタノールについては図 3-32、図 3-33、図 3-34に、アセトンについては図 3-35、図 3-36、図 3-37に示し
た。図中の測定値（●）の上下の線は標準偏差の値を示す。なお、ばく露時間は断続ばく露時間が連続ば
く露時間の半分となる条件で行った。 
 
0
0.5
1
0 5 10 15
捕
集
量
比
拡散管長(cm)
 
図 ３-32 メタノールの捕集量比と拡散長の関係（30秒断続ばく露時） 
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図 ３-33 メタノールの捕集量比と拡散長の関係（10秒断続ばく露時） 
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図 ３-35 アセトンの捕集量比と拡散長の関係（30秒断続ばく露時） 
 
 
 
 
図 ３-34 メタノールの捕集量比と拡散長の関係（5秒断続ばく露時） 
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図 ３-36 アセトンの捕集量比と拡散長の関係（10秒断続ばく露時） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ３-37 アセトンの捕集量比と拡散長の関係（5秒断続ばく露時） 
メタノール、アセトンともに断続ばく露のパルス幅が 30秒、10 秒の場合には、どの拡散管長の LiPS に
おいても捕集量比の値がほぼ 0.5 となっていた。断続ばく露のパルス幅が 5秒の場合には、拡散管長が 
5.15cmと10.15cmで捕集量比の値が 0.5 よりも若干小さくなり、この傾向は拡散管長が長いほうが大きか
った。 
4 考 察 
LiPS の捕集量は定常状態ではばく露濃度と暴露時間の積に比例するため、同一濃度に２種のばく露方
法（断続ばく露、連続ばく露）で同時にばく露させた場合、応答時間の影響がない場合には、両ばく露方法
の捕集量の比はばく露時間の比と等しくなるはずである。たとえば、図 3-31 に示したように断続ばく露時間
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と連続ばく露時間の比が 0.5 場合に、応答時間（非定常状態）による影響がない時には捕集量の比も 0.5 
となる。一方、応答時間による影響がある時には、断続ばく露では複数回の濃度変化による応答時間の影
響を受けるのに対して、連続ばく露ではその影響はばく露開始時と終了時だけであるため、断続ばく露の捕
集量が変化して、両ばく露方法の捕集量の比がばく露時間の比と等しくならなくなることが推測される。実験
結果から捕集量の比の値は、5秒断続ばく露時で拡散管長が 5.15cm以上の LiPSで 0.5 よりも小さくなって
いたが、これは断続ばく露のLiPSの捕集量が想定よりも小さくなったことによるものと考えられる。この捕集量
の減尐は、パルス幅が短いほど顕著になることから、非定常状態の影響と推測される。 
そこで、フィックの拡散法則の非定常状態について境界条件：C(0,t)=0、C(L,t)=C、初期条件：C(x,0)=0で
解いた解である 3-13 式によりパッシブサンプラー（LiPS）における非定常状態の影響について考察を行っ
た。 
 
       3-13 
 
なお、Lは拡散長、Cは、距離 Lにおける濃度、Dは拡散係数である。     
この式を用いて、メタノール（拡散係数 D=0.165 m2/s（25℃））について、LiPS の拡散管長さが 10.15cm、
5.15cm、3..15cm、0.30cmについて測定開始から 0、5、10、30、60秒後の拡散管内の濃度分布のシミュレー
ションを数学ソフト（Mathematica、Wolfram Reserch Inc.、USA）を用いて行い、その結果を図 3-38 から図
3-41 に示した。なお、シミュレーションは捕集材表面濃度がゼロでない条件では捕集液中の物質の非定常
状態も考慮して解析を行う必要があり、表面濃度が時間の関数となり数式の導出が難しくなるので、捕集材
表面濃度をゼロとした条件で行った。これらの図で、X軸の原点が捕集材（捕集液）表面位置を、X軸の右側
が拡散管入口の位置を、Y 軸は拡散管入口の濃度（C）を基準とした拡散管内の濃度（C(x,t)/C）を表す。原
点から右上方向の線が拡散管内の濃度分布を表し、それが直線の場合は定常状態の濃度勾配を、直線より
下側の曲線は非定常状態の濃度勾配を表わしている。曲線は右側からそれぞれ 0、5、10、30、60 秒後の拡
散管内の濃度分布を表す。これらの図から、拡散管長が 0.30cmの場合には5秒でも濃度分布は定常状態と
なっているが、拡散管長が 3.15cmの場合には 5秒、10秒での濃度分布には若干の非定常状態が見られた。
拡散管長が 5.15cm の場合には 5 秒から 30 秒の濃度分布に非定常状態が見られた。特に拡散管長が
10.15cmの場合には、60秒後でも定常状態にはなっていないことがわかる。 
 
 
図 ３-38  拡散管長が 10.15cmの場合の拡散管内の濃度分布（メタノール） 
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図 ３-39 拡散管長が 5.15cmの場合の拡散管内の濃度分布（メタノール） 
 
 
図 ３-40 拡散管長が 3.15cmの場合の拡散管内の濃度分布（メタノール） 
 
 
図 ３-41 拡散管長が 0.30cmの場合の拡散管内の濃度分布（メタノール） 
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図 3-38から図 3-41のシミュレーションの定性的な解析を行ったが、ここでは、Hearlら 3-17）の非定常状態
による補正係数を用いた手法による定量的な解析を行った。 
 
        3-12 
 
この解の 3-12式をフィックの第一法則の式に代入する、 
 
 
 
 
捕集量（M）は次式となる。 
 
     ３-34 
 
この式で、非定常状態の影響による補正係数をΨとおく。 
 
      ３-35 
 
この式を整理すると次式が得られる。 
tC
L
A
DM             ３-36 
この式でΨは非定常状態の影響により捕集量が実際よりも小さくなることを補正する係数で、１より小さい
値で、拡散長が短いほど、また、ばく露時間が大きいほど 1 に近い値となる。3-36 式より断続ばく露で非定
常状態の影響があるとしたときの捕集量はΨM となり、連続ばく露で非定常状態の影響がないとしたときの
捕集量はの 2M となるのでその比は次式となる。 


50
2
.
M
M
            ３-37 
断続ばく露のばく露時間は、連続ばく露のばく露時間の半分となるようなばく露実験を行ったので、非定常
状態の影響が全くなければ次式の比の値は 0.5 となる。メタノールとアセトンについて 0.5Ψの値を 3-37 式
により推算したものを表 3-17 と表 3-18に示した。表から、拡散管長が 0.30ｃｍ以外では非定常状態の影響
により 3-37式の値が 0.5よりも小さくなり、図 3-32から図 3-37の実験結果よりも非定常状態の影響が大きく
評価されている。 
表 ３-17 メタノールの断続ばく露の捕集量と連続ばく露の捕集量の比の推算値（0.5Ψ） 
拡 散 管 長
(cm) 
ばく露時間 
5(s) 10(s) 30(s) 60(s) 120(s) 180(s) 
0.30 0.48 0.49 0.50 0.50 0.50 0.50 
3.15 0.14 0.19 0.31 0.38 0.43 0.45 
5.15 0.09 0.12 0.20 0.27 0.35 0.39 
10.15 0.05 0.06 0.11 0.15 0.20 0.24 
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表 ３-18 アセトンの断続ばく露の捕集量と連続ばく露の捕集量の比の推算値（0.5Ψ） 
拡 散 管 長
(cm) 
ばく露時間 
5(s) 10(s) 30(s) 60(s) 120(s) 180(s) 
0.30 0.48 0.49 0.50 0.50 0.50 0.50 
3.15 0.11 0.15 0.26 0.34 0.40 0.43 
5.15 0.07 0.10 0.16 0.23 0.31 0.35 
10.15 0.04 0.05 0.09 0.12 0.17 0.20 
実験結果からは、濃度変化のパルス幅が 5 秒の時に拡散管長が 5.15cm と 10.15cm の場合に断続ばく
露（非定常状態）の影響がみられた。しかし、拡散管長が 0.30cmや 3.15cmの場合には、濃度変化のパルス
幅が 30秒から 10秒、5秒と小さくなっても、断続ばく露（非定常状態）の影響がみられてはいない。このシミ
ュレーションの結果では 5秒の時の非定常状態の影響は拡散長が 5.15cmと 10.15cmの場合には顕著であ
るが拡散長が 3.15cmの場合でも若干その影響が見られる結果であった。 
これらの結果の違いは、シミュレーションに用いた 3-13式の初期条件にあるのではないかと考えた。つまり、
この初期条件は、ばく露開始時の拡散管内の濃度はいたるところでゼロとしているが、断続ばく露の場合は
完全にゼロにならないうちに次のばく露が始まるのでこの条件は完全には成立していないのではないかと考
えられる。表 3-17 と表 3-18 のシミュレーションの解析結果は連続ばく露ではなく 1 回ばく露を想定したもの
であるが、実験結果は１回ばく露ではなく断続ばく露であったため各１回ばく露の非定常状態がその影響を
緩和する方向に働いたのではないかと思われる。 
つまり、ばく露実験は、複数回の断続ばく露によるばく露を行ったもので、1回目のばく露開始時の拡散管
内の濃度はすべての点でゼロであるという仮定は成立つが、ばく露パターンによって（特にばく露時間が短
い場合）は２回目のばく露開始までに拡散管内の濃度がゼロにならないうちに 2 回目のばく露が開始される
ため拡散管内の濃度はすべての点でゼロであるという仮定が 2 回目以降のばく露には成立しないことが考
えられる。この場合は、初期条件として拡散管内の濃度をすべての点でゼロとしないで、ある濃度分布（ｆ(x)）
を仮定して式を解く必要がある。 
そこで、拡散管入口の濃度がC(L,t)=Cで捕集材表面濃度がゼロの時の拡散管内の濃度分布（ばく露時）を
推算する 3-12式と拡散管入口の濃度と捕集材表面濃度がゼロの時の拡散管内の濃度分布(非ばく露時)を
推算する 3-6式を用いて複数回の断続ばく露のシミュレーションを行った。 
 
             
3-12 
 
          3-6 
 
ただし             3-7 
 
そこで、ばく露開始時は 3-12 式で濃度を計算し、非ばく露時は、その結果を 3-7 式の f(x)に代入し 3-6
式で濃度を計算するということを繰り返して断続ばく露における拡散管内の濃度のシミュレーションを数学ソ
フト Mathcad（MathSoft Inc.、USA）を用いて行った。具体的には、拡散管長が 3.15cm、5.15cm、10.15cmの
パッシブサンプラーをメタノールにばく露の間隔を 5秒、10秒、30秒とした断続ばく露させた場合を設定した
が、断続ばく露の間隔が 5秒とは、5秒間ばく露、5秒間ゼロばく露とした場合である。拡散管内の濃度分布
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のシミュレーション結果を拡散管長が 3.15cmと 5.15cmについてそれぞれ図 3-42と図 3-43に示した。また、
拡散管長が 10.15cm については、、一定濃度にばく露、その後ゼロばく露、さらに一定濃度にばく露させた
時の拡散管内の濃度分布を図 3-44に示した。なお、シミュレーションでは拡散管入口の濃度 Cを１とした。 
図中の C5(x,t)は 5秒ばく露、C10(x,t)は 10秒ばく露、、C30(x,t)は 30秒ばく露の濃度分布を表す。拡散
管長が 3.15cm の場合は、ばく露時間が 30 秒では濃度ゼロばく露後の拡散管内の濃度はゼロにもどるが、
10秒や５秒では拡散管内の濃度はゼロにならない。拡散管長が 5.15cmの場合は、ばく露時間が 30秒、10
秒、５秒のすべてについて濃度ゼロばく露後の拡散管内の濃度はゼロにならない。同様に、拡散管長が
10.15cmの場合も、ばく露時間が 30秒、10秒、5秒のすべてについて濃度ゼロばく露後の拡散管内の濃度
はゼロにならない。また、引き続く一定濃度のばく露後の拡散管内の濃度分布は、一回目の濃度分布よりも
僅かではあるが定常状態に近い濃度分布となっている。 
これらのシミュレーションの結果から、断続ばく露の場合拡散管内は非定常状態となり、その後のゼロ濃
度ばく露後の拡散管内の濃度分布がすべての点でゼロとならないためそれに引き続く一定濃度ばく露の際
には非定常状態から定常状態へ移行する時間が若干短くなる。結果として応答時間が見かけ上は小さくな
ることが推測された。さらに、実際の LiPS は捕集材表面の濃度がゼロではないため、この傾向は一層大きく
なり、非定常の状態を打ち消す方向になると考えられる。 
 
(a)一定濃度に 5秒、10秒、30秒ばく露後の拡散管内の濃度分布 
 
(b)引き続き、濃度ゼロに 5秒、10秒、30秒ばく露後の拡散管内の濃度分布 
 
図 ３-42  拡散管長 3.15cmの拡散管内の濃度分布(メタノール） 
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 (a)一定濃度に 5秒、10秒、30秒ばく露後の拡散管内の濃度分布 
 
(b)引き続き、濃度ゼロに 5秒、10秒、30秒ばく露後の拡散管内の濃度分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ３-43  拡散管長 5.15cmの拡散管内の濃度分布(メタノール） 
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(a)一定濃度 5秒、10秒、30秒ばく露後の拡散管内の濃度分布 
 
(b)引き続き、濃度ゼロに 5秒、10秒、30秒ばく露後の拡散管内の濃度分布 
 
(c)引き続き、一定濃度 5秒、10秒、30秒ばく露後の拡散管内の濃度分布 
 図 ３-44  拡散管長 10.15cmの拡散管内の濃度分布(メタノール） 
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5 結 論 
パルス状パターンの濃度変動下でのばく露実験による LiPS の応答時間に関する検討を行った結果、
LiPSをパルス幅が 10秒以上の濃度変動下でばく露させた場合には、拡散管長が 10.15cm程度であっても
捕集量の比について特に顕著な変化は見られなかった。また、さらに短いパルス幅が 5 秒の濃度変動下で
ばく露させた場合には、拡散管長が 3.15cm 以下では捕集量の比について特に顕著な変化は見られなか
ったが、拡散管長が 5.15cm 以上では捕集量の比が変化が見られ、非定常状態（応答時間）によると考えら
れる影響が示唆された。この非定常状態の影響については、理論的な解析結果からも実験結果を支持する
結果が得られた。 
以上から、拡散管長 3.15㎝以下の LiPSはパルス幅が５秒程度の濃度変動下でも応答時間による影響は
問題とはならないと結論された。 
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第４章 総 括 
化学物質のリスクアセスメントを行う際のばく露評価にはばく露濃度の値が必要となるが、そのばく露濃度
の値を決定する手法には大きく分けて、数理モデルを用いて推定する方法と実際にばく露濃度を測定する
方法とがある。 
本研究では有機溶剤などガス状物質を対象として数理モデルを用いて推定する方法については、発生
モデルとして液溜りモデル、分散モデルとしては、ボックスモデルや２ゾーンモデルを対象にその数理モデ
ルの有効性についての検証を行った。また、ばく露濃度を測定する方法については、パッシブサンプラーを
独自に開発してその基礎的な性能に関する検証を行った。 
数理モデルを用いて推定する方法の発生モデルについては、液溜りモデル、小液溜りモデル、容器発生
モデルの３つの液溜りモデルを対象として発生量の実験式や理論式を導出し、実験結果からその有効性が
確認された。本研究の成果について他の論文との比較を行ったものを表 4-1 に示したが、特に、容器発生
モデルは独自に理論式を導出したものである。 
 
液溜りモデルは、液面面積（蒸発面積）が時間経過に対して一定となる発生モデルで、実験式として次式
が得られた。 
 
 
G：発生量(g/min)、vx：液面上の気流流速(cm/s)、Pv：蒸気圧(mmHg)、Δx：気流方向の液溜りの長さ(cm)、
MW：分子量(g/mol)、A：液面の面積(cm2) 
小液溜りモデルは、液面面積（蒸発面積）が時間経過に対して減尐する発生モデルで、実験式として次
式が得られた。 
 
 
ただし 
 
 
 
G：発生量(g/min)、G0：初期発生量、k:蒸発率定数(min
-1)、L0：初期液量(ml)、ρ：液密度(g/ml)、vx：気流速
度(m/s)、Pv：蒸気圧(mmHg)、MW：分子量(g/mol)、ｔ：時間(min) 
表 ４-1 発生モデルの種類と研究成果 
発生モデルの種
類 
研究成果 他の論文レビュー 
液溜りモデル 実験により独自の実験式を得た 理論解析による理論式が提案されている 
実験式が提案されている 
小液溜りモデル 実験により独自の実験式を得た 理論解析は行われていない 
実験式が提案されている 
容器発生モデル 理論解析を行い理論式を導出し、
実験によりその有効性を確認した 
モデルとして未提案 
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容器発生モデルは、モデルと同様に液面面積（蒸発面積）が時間経過に対して一定となる発生モデルで
あるが、深さのある容器からの発生をモデル化したもので、発生量の理論式として次式が得られた。 
 
 
 
G(t)：発生量(mg/min)、L(t)：容器開口部から液面までの距離(cm)、D：拡散係数(cm2/min)、C0：液表面濃
度(mg/cm3)、A:液面面積(cm2)、ｔ：時間(min) 
蒸発開始時に容器開口部から液面までの距離が 20ｍｍ以上ある場合には、開始時に容器開口部から液
面までの距離から発生量は次式で推算できる。 
 
 
 
数理モデルを用いて推定する方法の分散モデルについては、ボックスモデルと２ゾーンモデルを対象とし、
流体解析（CFD）ソフトによる解析結果との比較によりその有効性が確認されたが作業者が発生源近くで作
業を行う場合には、ボックスモデルでは過小評価となってしまうので２ゾーンモデルを使用する必要があるこ
とが明らかとなった。本研究の成果について表 4-2にまとめた。 
２ゾーンモデルの空気中濃度推算式（ボックスモデルの濃度は、２ゾーンモデルの遠隔濃度と同じ） 
 
 
 
 
 
CN：近接濃度(mg/m
3)、CF：遠隔濃度(mg/m
3)、Q：換気量(m3/min)、β：ゾーン間の換気量(m3/min) 
 
空気中濃度は、発生モデルと分散モデルを組み合せて推算することができる。その他の手法として、測定
結果と数理モデルを用いた空気中濃度の推定手法やモンテカルロ法を用いた手法がある。前者の手法に
ついては、発生源に局所排気装置が設置されていて実際の作業場への発生量が小さくなる場合や、発生
量の推定の難しい粒子状物質に有効である。しかしながら、チャンバー内での実験によるものであるため実
際の作業場での有効性については未確認であるが、一つの考え方として提案を行ったものである。また、後
者の手法は、換気量が不明の場合や発生量にあるばらつきを考慮する場合に有効であることが明らかとな
った。このモンテカルロ法による解析においても数理モデルが必要となる。 
表 ４-2 分散モデルの種類と研究成果 
分散モデルの種類 研究成果 
ボックスモデル このモデルで推算した結果と流体解析（CFD）ソフトによる解析結果とはほぼ一致
したが、発生源周辺でのばく露がある場合は過小評価となる 
２ボックスモデル このモデルで推算した結果と流体解析（CFD）ソフトによる解析結果とはほぼ一致
したが、気流の速度が大きく発生源からの影響を大きく受ける場合は、発生源周
辺での濃度の推算値の３倍程度高く評価する必要がある 
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これらの手法を用いることにより、空気中濃度を推定することができるが、ばく露濃度は、作業者の作業時
間中の時間加重平均値となっているため、作業別あるいは作業場別に数理モデルなどを用いて推定した空
気中濃度から時間加重平均値(CTWA)を計算することになる。たとえば、図 4-1 のように 3 つの作業あるいは
作業場での空気中濃度が C1、C2、C3で作業者がそれぞれ t1、t2、t3時間作業を行ったとした場合の作業者
のばく露濃度は次式で計算することができる。 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ばく露濃度を測定する方法については、捕集材に活性炭を使用したものではなく捕集材に水を使用した
パッシブサンプラー（LiPS）を独自に開発し、この LiPS の定常状態での基本的な性能と非定常状態での基
本的な性能について、実験的な検討とともに理論的な解析を行った。 
メタノール、アセトン、アクリロニトリルのほか、イソプロピルアルコール、イソブチルアルコール、メチルエチ
ルケトン、酢酸エチル、１，４－ジオキサン、テトラヒドロフラン、酢酸メチルなど有機溶剤について開発した捕
集材に精製水を使用したパッシブサンプラー(LiPS)を用いて行ったばく露実験の結果から捕集量とばく露量
の間に直線関係が認められたが、捕集材に活性炭を用いたパッシブサンプラーで成り立つ関係式が成り立
たないことが明らかとなった。これは、捕集材表面濃度が活性炭の場合にはゼロとなるが、水の場合はゼロと
ならないことが原因と考えられた。そこで、再度、捕集量とばく露量の間に成立する関係式の導出を行った
結果、捕集材に精製水を使用したパッシブサンプラー(LiPS)は、捕集材に活性炭を用いたパッシブサンプラ
ーで定常状態に成立する捕集量とばく露量の関係式に補正項(1-C0/C)が必要となることが明らかとなった。
最終的に、LiPSの捕集量とばく露量の関係式として次式が成立することが明らかとなった。 
tC
C
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





  
M:捕集量(mg)、D:拡散係数(cm2/min)、L:拡散長(cm)、A:拡散断面積(cm2)、t:捕集時間(min)、C0：捕集材表
面濃度(mg/cm3)、C:空気中濃度(mg/cm3) 
また、拡散過程と吸収過程を考慮して理論的な解析を行い、補正項(1-C0/C)の推算式（次式）を導出した。
実験結果から算出した値と推算式による推算値はほぼ一致していた。この補正項は活性炭への吸着速度
に比べて水への吸収速度が小さいことに由来するものである。ただし、ｋは吸収係数。 
 
 
 
 
パッシブサンプラーは、ポンプを用いずにガス・蒸気の拡散現象を利用してサンプリングを行うためサンプリ
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図 ４-1 3つの作業（場）における作業時間と空気中濃度 
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ング速度が小さいため、ポンプを用いたサンプリングに比べて空気中濃度の変動への応答時間が長くなる
ことが懸念される。この応答時間は、非定常状態の影響によるものであるが、その影響について実験的およ
び理論的な検討を行った結果、濃度変動の間隔が 10秒以上の場合は、LiPSの拡散管長が 10.15cm程度
であっても影響が見られなかった。濃度変動の間隔が 5 秒で暴露させた場合には、LiPS の拡散管長が 
3.15cm以下では影響が見られなかったが、拡散管長が 5.15cm以上ではその影響が見られた。この非定常
状態の影響については、理論的な解析結果からも実験結果を支持する結果が得られた。 
以上の研究成果から、化学物質のリスクアセスメントを行う際のばく露評価には、数理モデルを用いたばく
露濃度の推定や開発したパッシブサンプラー（LiPS）によるばく露濃度の測定が有効な手段となることが確
認できた。 
本研究では有機溶剤などの蒸気などのガス状物質を対象としたものであったが、粒子状物質への拡張も
必要と考える。粒子状物質の数理モデルを用いたばく露濃度の推定については、発生源からの距離や発
生してからの経過時間によって粒度分布が変化することを考慮する必要があるため、数理モデルとしての取
り扱いは複雑になる。そのため、数理モデル等の提案はなされていない。 
粒子状物質を対象としたパッシブサンプラーとしては、沈着速度モデルを利用して 0.1μm 以上の粒子を
対象としたパッシブサンプラーについての基礎的な研究 4-1)4-2)や従来の捕集方法との比較検討 4-3)などが始
まっており、今後、実用化の可能性もある。パッシブサンプラーにより捕集した粒子の分析方法としては、電
子顕微鏡での個数分析やエネルギー分散型 X線分光装置（EDS）による元素分析などが考えられる。 
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